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宝塚市の人口推移 

 

１ 推計人口における推移 

平成 27 年（2015年）国勢調査による 10 月 1 日現在の本市の人口は 224,903 人で、前回（平成

22年）から 797人減少し、昭和 29年（1954年）の市制施行後の国勢調査以来、初めて減少に転じ

た。宝塚市人口ビジョンの市独自推計では、平成 27 年の人口は 227,904 人であるが、国勢調査と

比較すると、3,001人少ない結果となっている。 

  現在の本市の推計人口は、令和元年 8月 1日現在で 225,218人となっており、平成 27年国勢調

査から 315人増加しているが、人口ビジョンの独自推計では、平成 32年（2022年）の人口を 227,956

人としており、引き続き、人口増のための施策に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 転出入（社会移動）の状況 

  総務省の「住民基本台帳人口移動報告」によると、本市の転出入について、平成 27年（2015年）

から平成 29年（2017年）では、3年連続の転入超過となっているが、平成 30年は転出超過となっ

た。年齢別では、10 歳未満、30 歳代が転入超過となっており、ファミリー層の転入が多い。一方

で、20歳代の転出超過が大きく、その他の年代では概ね転入超過となっている。 

【平成 30年】※平成 30年からは外国人含む 

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不詳/その他 

▲115 113 19 ▲542 149 7 67 72 － 

【平成 29年】 

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不詳/その他 

539 347 7 ▲344 299 84 90 57 ▲1 

【平成 28年】 

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不詳/その他 

497 246 43 ▲348 315 108 17 114 2 

【平成 27年】 

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不詳/その他 

293 220 30 ▲294 243 ▲48 55 89 ▲2 
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【推計人口は各年 10月 1日現在】 



平成31年1月1日住民基本台帳人口・世帯数、平成30年（1月1日から同年12月31日まで）人口動態（市区町村別）（総計）　　総務省ホームページより （単位：人、世帯、％）

計 男 女 増減数 増減率 増減数 増減率 出生者数 死亡者数 増減数 増減率 転入者数（計） 転出者数（計） その他増減数

兵庫県全体 5,570,618 2,670,835 2,899,783 2,540,807 -19,090 -0.34 -17,939 -0.32 40,306 58,245 -1,151 -0.02 218,111 216,705 -2,557

尼崎市 463,186 225,258 237,928 233,411 442 0.10 -1,259 -0.27 3,792 5,051 1,701 0.37 19,029 17,222 -106

西宮市 485,189 229,642 255,547 221,416 -36 -0.01 -23 -0.00 3,976 3,999 -13 -0.00 21,985 22,102 104

芦屋市 96,020 43,638 52,382 44,710 -353 -0.37 -281 -0.29 630 911 -72 -0.07 5,216 5,265 -23

伊丹市 203,261 99,089 104,172 90,568 1,068 0.53 -117 -0.06 1,588 1,705 1,185 0.59 9,010 7,766 -59

宝塚市 234,209 108,697 125,512 104,181 -453 -0.19 -506 -0.22 1,691 2,197 53 0.02 9,123 9,109 39

川西市 158,003 74,854 83,149 69,763 -870 -0.55 -605 -0.38 979 1,584 -265 -0.17 5,314 5,580 1

三田市 112,806 54,824 57,982 46,173 -667 -0.59 -107 -0.09 731 838 -560 -0.49 4,134 4,704 10

平成30年1月1日住民基本台帳人口・世帯数、平成29年（1月1日から同年12月31日まで）人口動態（市区町村別）（総計）　　総務省ホームページより （単位：人、世帯、％）

計 男 女 増減数 増減率 増減数 増減率 出生者数 死亡者数 増減数 増減率 転入者数（計） 転出者数（計） その他増減数

兵庫県全体 5,589,708 2,680,540 2,909,168 2,524,247 -16,837 -0.30 -15,056 -0.27 42,238 57,294 -1,781 -0.03 217,611 217,344 -2,048

尼崎市 462,744 225,211 237,533 230,971 -416 -0.09 -1,349 -0.29 3,796 5,145 933 0.20 18,239 17,463 157

西宮市 485,225 229,954 255,271 219,989 -563 -0.12 159 0.03 4,143 3,984 -722 -0.15 21,270 22,149 157

芦屋市 96,373 43,836 52,537 44,628 127 0.13 -274 -0.28 679 953 401 0.42 5,309 4,898 -10

伊丹市 202,193 98,568 103,625 89,342 328 0.16 42 0.02 1,714 1,672 286 0.14 8,280 7,931 -63

宝塚市 234,662 109,079 125,583 103,643 313 0.13 -356 -0.15 1,722 2,078 669 0.29 9,462 8,803 10

川西市 158,873 75,317 83,556 69,550 -795 -0.50 -576 -0.36 1,010 1,586 -219 -0.14 5,280 5,486 -13

三田市 113,473 55,164 58,309 45,818 -321 -0.28 -16 -0.01 806 822 -305 -0.27 4,219 4,519 -5

平成29年1月1日住民基本台帳人口・世帯数、平成28年（1月1日から同年12月31日まで）人口動態（市区町村別）（総計）　　総務省ホームページより （単位：人、世帯、％）

計 男 女 増減数 増減率 増減数 増減率 出生者数 死亡者数 増減数 増減率 転入者数（計） 転出者数（計） その他増減数

兵庫県全体 5,606,545 2,689,585 2,916,960 2,507,945 -14,542 -0.26 -12,122 -0.22 44,135 56,257 -2,420 -0.04 214,184 215,050 -1,554

尼崎市 463,160 225,613 237,547 229,144 -780 -0.17 -981 -0.21 3,826 4,807 201 0.04 17,222 17,223 202

西宮市 485,788 230,269 255,519 219,043 896 0.18 604 0.12 4,427 3,823 292 0.06 21,743 21,582 131

芦屋市 96,246 43,728 52,518 44,265 -502 -0.52 -224 -0.23 683 907 -278 -0.29 5,097 5,347 -28

伊丹市 201,865 98,603 103,262 88,478 -172 -0.09 141 0.07 1,748 1,607 -313 -0.15 7,860 8,132 -41

宝塚市 234,349 109,119 125,230 102,828 387 0.17 -187 -0.08 1,776 1,963 574 0.25 9,510 8,922 -14

川西市 159,668 75,896 83,772 69,358 -486 -0.30 -433 -0.27 1,048 1,481 -53 -0.03 5,471 5,554 30

三田市 113,794 55,338 58,456 45,397 -202 -0.18 -75 -0.07 771 846 -127 -0.11 4,300 4,448 21

平成28年1月1日住民基本台帳人口・世帯数、平成27年（1月1日から同年12月31日まで）人口動態（市区町村別）（総計）　　総務省ホームページより （単位：人、世帯、％）

計 男 女 増減数 増減率 増減数 増減率 出生者数 死亡者数 増減数 増減率 転入者数（計） 転出者数（計） その他増減数

兵庫県全体 5,621,087 2,697,830 2,923,257 2,490,682 -17,251 -0.31 -11,689 -0.21 44,692 56,381 -5,562 -0.10 217,545 221,650 -1,457

尼崎市 463,940 226,031 237,909 227,391 -1,296 -0.28 -855 -0.18 3,995 4,850 -441 -0.09 17,176 17,829 212

西宮市 484,892 230,175 254,717 217,356 1,437 0.30 562 0.12 4,471 3,909 875 0.18 22,276 21,566 165

芦屋市 96,748 44,037 52,711 44,358 -348 -0.36 -144 -0.15 736 880 -204 -0.21 5,381 5,546 -39

伊丹市 202,037 98,850 103,187 87,611 125 0.06 80 0.04 1,790 1,710 45 0.02 8,639 8,528 -66

宝塚市 233,962 109,070 124,892 101,789 -41 -0.02 -268 -0.11 1,741 2,009 227 0.10 9,435 9,146 -62

川西市 160,154 76,202 83,952 69,005 -522 -0.32 -402 -0.25 1,086 1,488 -120 -0.07 5,509 5,739 110

三田市 113,996 55,420 58,576 44,889 -632 -0.55 -59 -0.05 795 854 -573 -0.50 4,126 4,721 22
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夢・未来 たからづか創生総合戦略の評価方法等について 

 

１ 目的、評価の方法 

総合戦略で掲げる基本目標の実現に向けた取組を客観的に検証するため、基本目標に

数値目標を設定するとともに、具体的な施策については、重要業績評価指標（ＫＰＩ）

を設定している。 

基本目標の実現に向けては、数値目標、重要業績評価指標（ＫＰＩ）に対する現状値

を把握し、施策の実施状況の検証を行い、改善を図り、次の取組につなげる。また、必

要に応じて、総合戦略の見直しを行う。このようなＰＤＣＡサイクルにより、進行管理

を行う。 

 

２ 評価の体制、手法 

(１) 庁内 

① 手法 

 ・基本目標、基本的方向を受けて掲げた、３５の具体的施策ごとに、ＫＰＩを把握

し、実施状況を検証する。 

 ・基本目標の数値指標に対する現状値を把握し、具体的施策の検証を踏まえ、基本

目標の進捗状況を検証する。 

 ・地方創生関連交付金活用事業のＫＰＩを把握するとともに、実施状況を検証する。 

・有識者会議の意見を受け、総合戦略の基本目標・具体的施策、地方創生関連交付

金の対応を示す。 

② 評価・検証会議 

夢・未来 たからづか創生本部及びその下部組織である夢・未来 たからづか創生

総合戦略庁内検討会 

 

(２) 外部 

  ① 体制 

    夢・未来 たからづか創生総合戦略有識者会議（委員９名） 

② 会議の運営 

内部で作成した評価シートを基に、意見、助言を受ける。令和元年度の有識者会

議における対象は下記のとおり。 

ア 総合戦略 基本目標１ 子どもと子育てにやさしい「まち」 

イ 地方創生推進交付金採択事業 

(ｱ) 地域資源を生かした活力あるまち 

(ｲ) 文化芸術を核とした戦略的なプロモーションによる移住・定住・交流促 

(ｳ) エイジフレンドリーシティの創造 

③ 評価シートへの反映 

聴取した意見、助言をとりまとめ、評価シートの外部有識者意見欄に記載する。 

 

３ 公表等 

  作成した評価シートを市ホームページにて公表する。 

 

 

 

 

資料２ 



平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【基本目標】

指標 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 H31 目標（H31）

年少人口の数 人
32,363

（Ｈ27年6月）
31,980 31,629 31,569 31,202 32,363

市民アンケートの
「宝塚市は子育てが
しやすい環境であ
る」と思う市民の割
合

%
48.5

（H26年度）
- 52.2 － 49.7 48.5以上

基本目標実現のた
めに取り組んだこと

効果があった取組
など

今後の課題と改善
策など

外部有識者意見

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

○年少人口の減少を食い止めるための具体的施策を打ち出すために、まずは庁内で、宝塚市ならではの施策が
いくつあるのか、それがどのようにアピールできているのかというようなところを再度点検し、戦略を検討していただき
たい。
○子育て中の方が困っているのは、勿論保育のこともあるが、二人目を産んでも働けるかどうかということである。そ
こを支援できる打ち出し方があれば、宝塚市の魅力アップに繋がる。二人目の育児については乳幼児期だけでは
なく、その後の地域のサポートが大事であるが、宝塚市は児童館が充実していることからも、そのあたりの魅力が高
い。そういった面を打ち出していければ良い。
○子どもを育て、自分も働き、それでも楽しいまちというアピールをしていなかないと、人の取り合いで負けてしまう。
そのようなイメージをもっとアピールできる施策を打ち出していくと良い。
○施策の展開についてはどれだけ外にアピールできるかが重要である。一般の方々はマスメディアから情報を吸
収することが多いため、いかにマスメディアに露出し、マスメディアの力を借りて発信できるかがポイントである。露出
するためには尖がった施策を打ち出し、さらにそれをどのようにリリースしていくのかという広報戦略を考えて取り組
む必要がある。
○宝塚市では文化的な部分を打ち出そうとしているが、赤ちゃんというよりはむしろ、中高生の子どもを育てるのに
相応しい文化的なまちとしてブランディングすれば良い。資源として地域に児童館があり、中高生とも繋がれる強み
がある。

◯年少人口の減少に歯止めをかけるため、本市の子育て支援や子どもの居場所の魅力がより伝わるよう、多様な
媒体を活用していく。
◯宝塚市は子育てしやすい環境であるとより多くの市民に感じていただけるよう、子ども達の意見やアイデアを市の
多様な事業等に活かすとともに、子育て支援施策の推進においては、市民と行政との協働で取り組み、地域の市
民力や活動団体を活かしていく。
◯仕事と子育ての両立支援に向けた取組を進めていくために、安心して子どもを預けられる環境づくりを引き続き
検討していく。
◯本市の様々な施策の魅力が伝わり、評価に結び付くよう指標の見直しも視野に、次期計画においてＫＰＩのあり
方を検討していく。

基本目標１

基本目標

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

＊子どもが地域のなかで愛されて健やかにしていることが、まちの魅力となるとともに、大人になっても住
み続けたい、将来戻ってきたいと思われるまちになると言えます。このため、子どもを安心して産み、育
てることができるよう、地域と行政が一体となり、子育て支援の充実、子育てと仕事の両立ができる環境
の整備、子どもの「生きる力」を育む魅力ある教育環境づくりを進めることで、子どもと子育てにやさしい
まちをめざします。

指標

総合評価

◯出産・子育て支援の充実については、子どもの生育・発達や家庭状況に寄り添い、妊娠
期から子育て期にわたる切れ目ない支援を行っている。
◯子育てと仕事の両立支援については、男女で社会を支え、ともに育児、介護、地域社会
に参画する男女共同参画社会の実現に向けて取り組んでいる。
◯「生きる力」を育む、次代の社会を担う子どもへの学校教育の充実については、学力向
上、学校と家庭の連携、地域の教育力向上に取り組んだ。

◯出産・子育て支援の充実については、子どもの生育・発達や家庭状況について、家庭訪
問やアンケートの実施により把握ができた。児童虐待防止に向けたマニュアルの周知活動
は、子ども達を守る仕組みとして効果があった。
◯子育てと仕事の両立支援については、男女共同参画社会の実現に向けてフォーラム、
セミナーの実施など啓発活動が効果的であった。また、増える保育需要に対し、私立認可
保育所２園整備に取り組み、あわせて、保育や放課後児童健全育成事業の質が低下しな
いよう職員、従事者研修を行った。
◯「生きる力」を育む、学校教育の充実については、地域による寺子屋の実施、スクール
ソーシャルワーカーの配置など学校教育を支える多様な人材活用は効果があると考える。

◯指標「年少人口の数」については全国的な傾向と同様に減少しているが、本市の出生数
の減少を流入人口の増で補っている状況となっている。シティプロモーションが一定効果を
上げていると思われる。引き続き、子育て支援を含め、本市の多様な魅力の発信により、定
住人口の増加に結び付けていく。
◯子育てしやすい環境づくりに向けた不断の取組が必要である。多様な子育て支援のニー
ズに応えていくことも大切であるが、子ども達が愛され、健康に育つ家庭や地域づくりをい
かに進めるかも課題であり、支援サービスとともに啓発活動も重要と考える。
◯「生きる力」を育む、学校教育の充実にむけて、学校教育を支える多様な機関との連携や
ノウハウの継承、地域の教育力を高めるための人材の掘り起し、育成が課題となっている。

資料３ 
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【基本目標】

指標 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 H31 目標（H31）

観光入込客数 人
8,572,816
（H26年度）

8,550,571 8,434,630 8,601,788 11,789,116 9,173,000

市内民営事業者の
従業員数（経済セン
サス）

人
51,077
（H24年）

53,197
(H26年）

－ 54,498 － 52,000

基本目標実現のた
めに取り組んだこと

効果があった取組
など

今後の課題と改善
策など

外部有識者意見

　　　外部有識者の
　　　意見を受けて
　　　の対応

令和元年度　外部評価対象外

－

基本目標２

基本目標

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

＊本市の豊かな資源を生かし、まちの個性と魅力を高めるとともに、産業の活性化による雇用機会の
創出や就労支援に取り組み、活力あるまちをめざします。
＊市民が心豊かな生活を送るために、文化芸術やスポーツは欠かせないものと言えます。生涯を通
じてだれもが文化芸術やスポーツとふれあい、楽しむことのできるまちをめざします。

指標

総合評価

○他都市（横浜市や大分市など）での観光キャンペーンやアニメフェスタにおいてハン
バーガーイベントやコスプレパレードなどを誘致したほか、周遊パス事業などを展開し、
観光振興による経済効果創出に努めた。
○空き店舗の解消、ブランドの強化、創業セミナーや企業相談の実施、花き植木、牡
丹、ダリアなどを含めた農業振興と高齢者の生きがい創出や働く意欲を持つすべての方
の就労支援を推進した。
○中央図書館で歴史資料展示、講演会、「旧松本邸」で一般公開を実施し、歴史民俗
資料館で企画展示等を開催した。スポーツ振興の分野では、スポーツ推進委員、ス
ポーツクラブ21の周知に努め、「市民大運動会」やトップアスリート交流事業、障碍（が
い）者スポーツを実施した。

○宝塚北サービスエリアにおいて本市の特徴を生かした地域の特産品のＰＲや販売を
行ったほか、元タカラジェンヌレビューショーが行われるなど、他のサービスエリアとの差
別化を図った。
○清荒神参道周辺のにぎわい創出、シニアワークフェアでの高齢者の活躍の場の創出
につなげるとともに、新規就農者や新たな営農組合の設立、木接太夫ブランドによる花
き植木産業を推進した。
○中央図書館聖光文庫展示室での歴史資料展示、「旧松本邸」の一般公開など、参加
者は前年度に比して増加した。スポーツ振興・普及の目的に沿った、市民大運動会、
フットサルイタリアチャレンジ及び小学校出前教室、障碍（がい）者スポーツなど、参加者
が増加した。

○観光客（来宝者）に周遊いただき、楽しんでいただけるよう宝塚市国際観光協会会員
をはじめとする観光振興における関係者とこれまで以上に連携を図っていく必要があ
る。
○空き店舗の解消、宝塚ブランドにおけるシビックプライドの醸成、起業家等支援施設と
の連携による起業家の支援、エイジフレンドリーシティの取組、新規就農者増を図るため
の研修施設の設置、収穫体験ツアーや学校給食食材の見直し、宝塚産農産物の販売
量の増に向けた取組を推進する。
○本市の郷土資料や文化財が目に触れる機会をつくるため、市民への公開を通じた保
有資源の一層の活用に取り組み、観光部門との連携を進める。また、より一層のスポー
ツに関する情報発信に努める。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【基本目標】

指標 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 H31 目標（H31）

市民アンケートの
「宝塚市内に住み
続けたい」と思う市
民の割合

％
79.8

（Ｈ26年度）
－ 81.3 － 77.1 79.8％以上

社会増減における
転入超過数

人
-305

（H26年度）
130 569 643 80 プラスに転換

基本目標実現のた
めに取り組んだこと

効果があった取組
など

今後の課題と改善
策など

外部有識者意見

　　　外部有識者の
　　　意見を受けて
　　　の対応

令和元年度　外部評価対象外

－

基本目標３

基本目標

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

＊子どもや高齢者をはじめすべての市民が、地域のなかで健康で安心して暮らせることができるよ
う、ハード、ソフト両面において環境を整備し、健康で安心して暮らせる住みやすいまちをめざしま
す。
＊また、北部地域は、里山と農地が保全されている自然豊かな地域ですが、人口減少と高齢化の進
行により生活環境への影響が懸念されていることから、交流促進と定住促進により元気なまちをめざ
します。

指標

総合評価

〇インフラ整備においても市民の声を基に公共交通の拡充の取組や公園リノベーション
事業、景観まちあるき活動などの取組を行ったほか、ソフト面では、地域ごとのまちづくり
計画の見直しを市職員も加わり進めるとともに、防災、環境、教育、農業産業振興などの
分野においても、地域の方々との協働によるまちづくりに取り組んだ。また、エイジフレン
ドリーシティのモデル事業を通して、人材の発掘や地域で人がつながるためのコンテン
ツの開拓を行った。
〇北部地域においては、新名神高速道路や関連市道等の整備とともに、宝塚自然の
家、ダリア園、牡丹園の活用を図った。また、集落営農の推進や北部地域の拠点整備、
公共交通対策を住民とともに取り組んだ。

〇公園整備、景観活動、防災、環境、産業振興、教育など各分野において、市民ととも
に取り組む事業は、その成果が、広く市民や地域に還元され、今後の市や地域の財産
になっていくとともに、自らの意思により活動に参加した市民一人ひとりにとっての満足
度の向上につながることで、結果的に、今後の地域づくり、まちづくりに関わる人材の拡
大につながると考えられる。
〇今後さらに続く少子高齢化傾向と担い手が減少する社会を見据えた場合、地域で活
動、活躍する人材の確保、育成は、もっとも大切な要素となることから、行政職員にとっ
ても、地域住民とともに行う事業を通して、市民による地域づくりの一助として行政が関
与できることは、非常に意義のある取組である。

〇少子化、超高齢社会への対応として、公共交通をはじめとするハード面での基盤整
備や市民とともに取り組むソフト事業は重要であり、より一層の拡充を図る必要がある。
その際、市民の中でも、地縁に基づく団体と特定の活動目的を持ったテーマ型活動を
行う団体間の協力関係の構築、並びに企業、事業者の参加を視野に置く必要がある。
〇本市においては、まちづくり協議会ごとの地域づくり計画の策定も進めていることか
ら、地域ごとに関係者が協力し合って取り組む活動のきっかけとして、また、地域での役
割や生きがいづくりのきっかけとして各行政分野における市民との協働事業を活用いた
だけるよう、市民に働きかける必要がある。
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１　子どもと子育てにやさしい「まち」

資料４

　男性の家事・育児参加、女性の労働環境の整備・充実を支援し、男女共同参画社会の実現を
めざします。また、就学前の保育・教育及び放課後児童健全育成事業の充実により、子育て世
代を支援します。

基本的方向（3）　「生きる力」を育み、次代の社会を担う子どもへの学校教育の充実

　家庭や地域と連携し、子どもの育ちを支援し、時代に応じた魅力ある教育環境づくりを推進
します。また、地域と行政が一体となって子どもを守り育てる環境を整備します。

基本的方向

基本目標

　子どもが地域のなかで愛されて健やかに成長していることが、まちの魅力となるとともに、
大人になっても住み続けたい、将来戻ってきたいと思われるまちになると言えます。このた
め、子どもを安心して産み、育てることができるよう、地域と行政が一体となり、子育て支援
の充実、子育てと仕事の両立ができる環境の整備、子どもの「生きる力」を育む魅力ある教育
環境づくりを進めることで、子どもと子育てにやさしいまちをめざします。

基本的方向（1）　出産・子育て支援の充実

　子どもと子育てにやさしいまちをめざして、子育て世代が抱く将来不安を緩和し、子どもを
安心して産み育てられるように、保健、医療、福祉、教育などの各分野で連携した施策を実施
するとともに、地域と行政が一体となって支援する環境を整えます。

基本的方向（2）　子育てと仕事の両立の支援
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

 ・４か月児 ： 97.4 98.0 97.5 98.8 98.4 100

 ・10か月児 ： 94.4 96.4 96.1 97.2 96.7 100

 ・1歳6か月児 ：95.2 96.6 97.6 98.0 97.3 100

 ・３歳児 ： 94.7
　（いずれもH26年度）

93.1 94.3 94.3 94.9 100

阪神北広域子ども
急病ｾﾝﾀｰの診療
利用者数

人
7,199

（H26年度）
7,141 6,425 7,049 6,394 7,199

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

（１）出産・子育て支援の充実

１－（１）－①

健康福祉部、子ども未来部、市民交流部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

4段階評価 Ｂ

具体的施策
①妊娠・出産・子育てにおける切れ目ない支援体制の強化

◇妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対し、関係機関と連携し、総合的な相談・支援を行いま
す。

＊乳幼児等・こども医療費助成制度の充実
＊母子健康づくりの支援
＊阪神北広域子ども急病センターにおける夜間・休日小児科診療と電話相談の実施
＊児童虐待防止施策の充実
＊ひとり親家庭等への支援の充実
＊障碍（がい）や発達に遅れのある子どもと家庭への支援の充実

KPI

乳幼児健診の受
診率

％

○乳幼児健診における児童虐待の防止を目指した保健指導を行うため、健診時の子
育てに関する問診データを分析し、保護者への支援のあり方を検討する。
◯ひとり親家庭の支援として、令和元年度から子どもの学習支援施策の取組をはじめ
た。効果を注視し、運用面での改善を図っていく。

外部有識者意見

○KPIの阪神北広域子ども急病センターの診療利用者数については、次期計画に向けて内容を検討する。
○乳幼児健診の未受診児については、受診勧奨や子育て情報の提供を行うとともに、児童虐待の防止の観点か
ら、全ての子どもの状況把握を行う。
○国・県の新たな子育て支援策を踏まえて、今後も、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を強化してい
く。

4段階評価
Ａ：０名　Ｂ：７名　Ｃ：０名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名

総合評価

具体的施策実現のため
に取り組んだこと

今後の課題と改善策な
ど

効果があった取組など

○乳幼児健診の未受診児については、アンケート調査や家庭訪問により状況把握を
行った。
○子ども急病センターは広報や子育て用のリーフレット等により周知。
◯児童虐待防止に向けた、「宝塚市児童虐待防止マニュアル」の活用、周知。
◯障碍（がい）や発達に遅れのある子どもと家庭への支援の充実に向けた、家庭訪問
の実施やケアプランの作成を行い、療育につなげた。

○乳幼児健診の未受診児の状況については、全数把握ができている。
○妊娠期からの支援を強化するため、妊娠後期アンケートを実施した結果、相談に
つながる件数が増え、妊婦相談実施率が平成29年度の48.1％から59.1％に増加し
た。
◯「児童虐待防止マニュアル」を関係者に広く周知活動したことにより、虐待防止に向
けた意識が高まった。
◯障碍（がい）や発達に遅れのある子どもがいる家庭に訪問することは、支援の理解
につながり、相談支援に有効な取組となっている。

○KPIの阪神北広域子ども急病センターの診療利用者数については、総数ではなく、必要な方に届いているかど
うかが重要であるため、今後指標の内容については検討が必要である。
○乳幼児健診未受診の方の理由や状況をしっかりと把握し、フォローすることが大切である。
○概ね効果は発揮できているが、健診未受診者が残っているので、頑張って頂きたい。
○健診時の問診データ分析は多様な活用が考えられ、期待できる。
○乳幼児健診の受診率についても高水準を維持している。今後も妊娠、出産、子育てにおける各種活動の充実
に期待する。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

児童館延べ利用者数
（出前児童館含む）

人
200,736

（H26 年度）
194,400 199,587 190,854 182,083 210,000

（１）出産・子育て支援の充実

１－（１）－②

子ども未来部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

今後の課題と改善策など

○家庭支援センターや児童館、保育所などで在宅親子を対象とした様々な事業
を展開し、保育所での一時預かり保育や幼稚園の預かり保育などの子どもの居場
所、ふれあいの場の実施により、「子育てしやすいまちづくり」につながっている。
◯子育ての情報誌「たからばこ」「子育て通信きらきら」、市ホームページや子育て
応援サイト「ママフレ」「たからっ子メール」など様々な媒体による情報提供、妊婦と
満3歳児未満の保護者などを対象に、出産予定日や生年月日に応じたきめ細かい
情報を発信する「きらきら子育てメール」などは、子育て家庭の不安、負担の軽減
につながっている。
○子ども議会、子ども委員会事業は、子どもの自主性を尊重しながら、子どもの視
点での市政やまちづくりに参加できる機会として、子どもたちの社会参加の意識向
上につながっている。

○平成29年度に実施した子どもの貧困に関する調査をふまえ、結果から見えた
「経済的支援」「学校教育の充実」「進学の支援」など10項目の検討課題への対応
とともに、平成30年度に実施した、子育て支援サービスのニーズ調査結果もふま
え、宝塚市次世代育成行動計画後期計画を策定し、子どもを育むことが楽しくなる
まちを目指す。
◯子どもに対する虐待や、子育てに対する孤立感、子育て支援の切れ目ない対
応など、潜在化しがちな子育てに関する課題の相談、支援に向けて、ワンストップ
で対応できる相談窓口の機能を含めた子ども家庭総合支援拠点の整備を検討す
る。

具体的施策

②子育てしやすい環境の整備

◇公共施設や公共交通機関のバリアフリー化、赤ちゃんの駅の充実など、保護者が乳幼児と外出しやすい環境
の整備に取り組むとともに、子どもの成長過程別の各種講座や様々なセミナーの実施、地域での子育て支援の拠
点である児童館・子ども館の事業等の充実に、地域と連携して取り組みます。

＊公共施設、公共交通機関のバリアフリー化の推進
＊道路の段差解消、幅員確保等の推進
＊赤ちゃんの駅の充実
＊三層構造による子育て支援システムの強化
＊子どもの権利全体にかかる救済・立ち直りのための支援の充実
＊子ども参加型のまちづくりの推進

KPI

総合評価

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○出前児童館や中高生タイムの実施、困難家庭の児童を対象とした支援など、各
児童館が地域特性に応じた取組を推進し、安心できる居場所となっている。
○子育て家庭への支援については、子ども家庭支援センターや児童館、保育所
などで在宅親子を対象とした様々な事業を展開するとともに、保育所での一時預
かり保育や幼稚園の預かり保育などを実施した。
◯子育ての情報誌「たからばこ」「子育て通信きらきら」、市ホームページや子育て
応援サイト「ママフレ」「たからっ子メール」など様々な媒体による情報提供を行っ
た。
○子どもの自主性を尊重し、子どもの視点で市政やまちづくりに参加できる機会と
して、子ども議会、子ども委員会事業を実施した。

効果があった取組など

9



　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

◯赤ちゃんの駅は、住み慣れた地域での身近な子育て環境の向上につながることから、普及と啓発に引き続き取
り組む。
◯ＫＰＩは次期計画策定時の課題として、単に利用実人数に限らず、中高生タイム、サロン活動など児童館らしい
取組みが伝わる活動指標も検討する。
◯子どもの考え方を、子ども委員会、子ども議会での事業提案のみならず、次世代育成支援行動計画にも反映し
ている。あわせて、児童館の中高生タイムや、ミニたからづかなど企画運営など子どもが主体的に活躍できる場
や、地域の活動団体を活かした児童館運営に引き続き取り組む。

外部有識者意見

4段階評価
Ａ：１名　Ｂ：５名　Ｃ：１名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名

○赤ちゃんの駅については、ご協力いただいている事業者にも、子育てを支える責任があると思っていただける機
能がある。設置いただいた方々にも、利用いただいた方々にも赤ちゃんの駅を設置した意味を理解してもらうこと
が大切である。
○児童館が充実しており、小さい子どもから中高生まで関わりやすい環境となっていることは評価している。児童館
の活性化を子どもの社会参加と関連づけるとさらに良い。
○KPIの見直しが必要である。環境（施設）だけでなく、サロン等の支援体制をもっと図ってほしい。
○現在の状況では今後も児童館の延べ利用者数が伸び悩むことが見込まれるため、次期総合戦略のKPIは何が
適切なのかということを考えていただきたい。
○児童館の運営についても、子ども達の声をさらに取り入れることができるよう指定管理者との連携が必要である。
○KPIが外部要因に左右されるものとなっており、取り組んでいる施策が直接KPIに反映されにくく、もったいない。
○児童館の延べ利用者数は減少傾向にあるものの、引き続き、民間の各種団体やサークル等と連携しながら取り
組んでいただきたい。
○もっと子どもの主体性を生かした施策に取り組んでいただきたい。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

認可保育所待機児童
数

人
7

（H27 年度）
7 34 128 116 0

放課後児童健全育成
事業の待機児童数

人
116

（H27 年度）
116 12 53 58 0

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○保育士不足については待機児童と併せて解消すべき課題であると認識しており、現在実施している内容を見直
すとともに、効果的な方策を検討し、さらに保育士確保のための取組を進めていく。
○企業主導型保育事業については、国の施策ではあるものの待機児童対策に有効であるため、再度関係機関の
協力をいただきながら、企業への事業の周知を行っていく。
○保育の質を担保しつつ、保育需要を見極めながら待機児童解消を目指して受入枠の拡充を図っていく。

（２）子育てと仕事の両立の支援

１－（２）－①

子ども未来部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

○保育士確保のための施策として、住宅補助等の具体的施策に取り組むほか、子育て支援員制度も活用するべき
である。また、有資格者の現職復帰に向けた取組や、県の起業家支援事業等の活用についても検討いただきた
い。
○企業主導型保育を増やすことができれば、フルタイムでない方でも仕事と子育てを両立できる仕組みができる。
そのような企業のために市が空き店舗を斡旋するなど、もう一歩踏み込んだ施策を展開すれば、働く人にも働いて
もらいたい企業にとっても良い方向に進んでいく。
○中小企業に企業主導型保育を実施いただければ、福利厚生の質を上げることができるほか、雇用拡大にもつな
がる。再開発ビルの空き店舗等を活用することで保育が充実するほか、空き店舗対策にもつながるため、いろいろ
なことを組み合わせて考えることが重要である。

○保育所では、平成30年4月時点で116人であった待機児童数が、平成31年4月に
は159人となり、放課後児童健全育成事業においては、平成30年4月時点で58人で
あった待機児童数が平成31年4月には176人となっており、ともに待機児童解消に
は至っていない。待機児童解消に向け、保育需要や幼児教育・保育の無償化の影
響を見極めつつ、ＫＰＩの目標達成に向け、定員確保策を検討するとともに、私立保
育園連盟との連携により保育士確保策についても取組を進め、保育環境の整備を
進めていく。

外部有識者意見

4段階評価
Ａ：０名　Ｂ：１名　Ｃ：６名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名

具体的施策

①子育てと仕事の両立支援に向けた環境整備

◇保育所と放課後児童健全育成事業における待機児童を解消することで、児童の保護者が、子育てと仕事とを両
立できる環境整備に取り組みます。

＊多様な保育サービスの充実
＊放課後児童クラブの充実

KPI

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○保育所の定員確保策として、平成30年度中に私立認可保育所の分園1園を開
設した他、平成31年4月開園予定であった新設保育所の代替施設としての小規模
保育事業所の開設等により、平成31年度当初において111人の定員増を図った。
○平成31年4月開園に向け、2箇所の新設整備(うち1箇所は放課後児童クラブ併
設）に取り組んだが、近隣住民との調整等に時間を要し、開園時期に遅れが生じ
た。
○保育士確保の支援策として、公立保育所の職員の人的支援のもと、保育士人材
活用支援講座や、私立保育園連盟との共催で、私立保育所就職フェアや見学バ
スツアー等を開催した。また、保育所、放課後児童健全育成事業ともに、職員を対
象とした研修を実施し、保育の質の向上に努めた。

効果があった取組など

○保育所の定員確保策の他、保育士確保策により、より良い保育環境の整備につ
ながった。
○保育所、放課後児童健全育成事業ともに、職員研修の充実により、保育の質の
向上を図ることができた。

今後の課題と改善策など

11



平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

市民アンケートの「育児
において男女の不平等
を感じない」と思う市民
の割合

％
8.3

（H26 年度）
－ － － － 40

講演会等の定員充足
率

％
100

（H26 年度）
76.7 50 83.7 84.3 100

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○雇用者側への働きかけなどに関するＫＰＩが設定できるか検討する。
○職場で弱音が吐きにくい男性に向けて、生き方や働き方を見つめなおすきっかけとなるような講座その他の啓発
に努め、男女の家庭役割の共同参画を図る。
○雇用者側の環境整備については、引き続き市雇用促進連絡協議会などを活用し啓発に努める。
○新たに、民間事業者によるコワーキングスペースなどの起業家等支援施設を市が認定するなど、多様な起業支
援を実施していく。
○既に実施している「ソーシャルビジネススタートアップスクール」や「起業融資活用者利子補給」など制度の周知
には、前述の起業家等支援施設との連携など一層取り組みを強化する。

（２）子育てと仕事の両立の支援

１－（２）－②

総務部、産業文化部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

○ワーク・ライフ・バランスの推進という観点からすれば、KPIが少しずれているように思う。雇用者側にはどのような
ことが必要か、働く側が安心して休暇をとれるようにするにはどうしたら良いかということを考える必要がある。
○次期総合戦略では、頑張り成果が的確に反映できるKPIを検討していただきたい。
○働き方の見直しについては、働く側も自分自身ではどうしようもないこともあるため、そのあたりは企業側の環境整
備や社会整備によって改善する必要がある。
○起業に向けた啓発、働く人々へは具体的施策の周知度をあげる事が必要と考える。
○講演会だけではなく、支援制度などの多様な方策を考える必要がある。

○少子高齢社会において、働く現役世代の減少が危惧されており、男女で社会を
支え、男女がともに育児、介護、地域生活に参画する男女共同参画社会が求めら
れることから、ワーク・ライフ・バランスの実現は急務であり、講演会やセミナーなど
での啓発による意識の醸成、各個人の実践の促進が必要である。
○講演会、セミナーの開催など啓発が主な事業で効果がすぐに見えるものではな
いが、継続的取組が必要であり、主体的学習となるよう工夫しながら進める。

外部有識者意見

4段階評価
Ａ：０名　Ｂ：３名　Ｃ：４名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名

具体的施策

②ワーク・ライフ・バランスの推進

◇男女問わず仕事と生活のバランスが調和するワーク・ライフ・バランスの実現に向け、市民及び事業者を対象とす
る講演会の実施等、啓発に取り組みます。

＊男女共同参画センターにおける講演会、セミナーの開催
＊男女共同参画プラン推進フォーラム、広報たからづかへの啓発記事の掲載

KPI

総合評価

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○男女の家庭責任と就業の両立に寄与する事業として、男女共同参画基礎講座、
男性セミナーを実施した。それぞれ、45人、30人の参加があった。
○ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、市内事業所等で組織する雇用促進連絡
協議会において情報・意見交換を実施したほか、勤務環境改善のためのワーク
ショップを開催した。

効果があった取組など

○KPIは、毎年開催する男女共同参画推進フォーラムの定員充足率を挙げる。平
成30年度は、宝塚歌劇OGで知名度の高い有馬稲子さんを講師に招いたところ、
申込開始直後から反響があり、参加者は253名で前年より微増となった。
○こうあらねばならないという価値観に縛られ弱音を吐かない傾向にある男性たち
を対象に「つぶれない生き方、働き方」を考えるセミナーを実施した。誰にも相談で
きなかった方、体を壊す手前であった方などが参加され、有意義な講座となった。

今後の課題と改善策など
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

事業所に対する出前講
座の実施回数（年間）

回
2

（H26 年度）
1 1 1 1 5

セミナー等の定員充足
率

％
65.0

（H26 年度）
80.8 70.1 72.6 75.6 100

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○働いている方、働こうとしている方、いろいろな状況の方に応じたものを提供し、働き方を考えて頂くように取り組
んでいる。ターゲットや手法を工夫してセミナーを実施するとともに、チャレンジ相談や起業相談と連携した取り組
みに努めていく。
○女性の起業については、それぞれの目的や希望に応じた多様な形態が考えられることから、あらゆる起業の要
望に結びつくよう支援体制を検討していく。
○日中忙しいなどの理由により就職活動自体が困難な方に対して、新たにＳＮＳを活用した就労に関する相談や、
求人事業者とのマッチングできる仕組みを検討する。

（２）子育てと仕事の両立の支援

１－（２）－③

総務部、産業文化部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

○具体的施策については、子育て世代でざっくりと考えるのではなく、どの世代に焦点をあて、どのような施策を打
ち出していくのかということを考える必要がある。
○起業しても仕事の受注がなければ意味がない。そのあたりは既存企業にも働きかけ、新たな発注を生み出すよう
に取り組まなければならない。公共事業という観点から起業者の支援ができないかということを考えていただきた
い。
○仕事を継続していくことの必要性を考え、子育てと仕事の両立の支援という観点から、セミナーの開催だけでは
なく、もう少し違う手法でも女性の就業や起業の支援を行わなければならない。

○ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組と女性が働きやすい労働環境の整
備と支援は、労働力人口の減少下においては強く進める必要があり、セミナー等は
常にニーズを敏感にとらえて実施するよう務める。
○講演会、セミナーの開催など啓発が主な事業で効果がすぐに見えるものではな
いが、継続的取組が必要であることから、主体的学習となるよう参加型学習を多用
するなど、工夫しながら進めていく。

外部有識者意見

4段階評価
Ａ：０名　Ｂ：６名　Ｃ：１名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名

具体的施策

③女性の労働環境の整備と支援

◇ライフステージに応じて女性が働きやすい労働環境の確保に向け、女性の就業に関する情報の提供や事業者
への各種セミナーの開催など、雇用する側への啓発に取り組みます。

＊男女共同参画センターにおける講演会、セミナーの開催
＊男女共同参画プラン推進フォーラム、広報たからづかへの啓発記事の掲載

KPI

総合評価

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○女性の経済的自立と労働における男女共同参画の促進を図るため、引き続き、
再就職を希望する女性を対象にした起業・就労支援セミナー、起業相談、チャレン
ジ相談を実施した。
○女性の就職活動を支援するセミナー及び市内事業者が集まる就職面接会（対
象限定せず）を開催し、女性の就労を支援した。

効果があった取組など

○ＫＰＩに男女共同参画基礎講座、女性セミナー等の講座の定員充足率を挙げ
る。定員充足率は全体では昨年度より3.0ポイント増となり、情報リテラシー講座など
3つのセミナーでは100％を超えた。
○再就職をめざす女性を対象に最新社会情勢や就職事情等を学びキャリアプラン
を作るセミナーを実施した。「お金から考える」点がニーズと合い、ブランクが長い
方、育児休業中の方など多様な方が参加され、昨年度より参加者数が37人増と
なった。

今後の課題と改善策など

13



平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

（仮称）幼児教育セン
ターでの研修における
私立保育所・幼稚園か
らの参加者数

人
H29 年度
開設予定

－ － 121 125
開設年度
実績の
50%増

授業が楽しく、よくわか
るようになった児童生徒
の割合

％
70

（H27 年度調査
の目標）

77.5 77.8 81.9 83.5 80

（３）　「生きる力」を育み、次代の社会を担う子どもへの学校教育の充実

１－（３）－①

管理部、学校教育部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

○保幼小中連携推進として、実践地域6中学校区、推進地域2中学校区に新たに
モデル地域2中学校区（宝塚中・長尾中）が加わり、研究実践を進めてきた。中学校
区ごとにめざす子ども像を明確にし、地域の方々にも理解していただきながら、学
校園間の教職員、園児児童生徒の交流を図っている。
○保幼小中連携教育推進プロジェクト委員会が中心となり、子どもたちの基本的生
活習慣の確立をめざし、リーフレット「夢と希望をもったTAKARAっ子」を作成し、保
護者・教職員に配布し啓発を行った。
○幼保合同研修・保幼小中特別支援学校合同研修会を各2回ずつ開催した。
○小中特別支援学校のコンピュータ教室の児童生徒用コンピュータの機器更新を
行うとともに、ネットワーク配信型教材（５教科の学習プリント、外国語活動のフラッ
シュ教材など）を整備した。さらに、ICT機器を効果的に活用して、授業の質を高め
るため、情報教育講座を実施した。
○現職研修９回、パワーアップ講座１４回、管理職研修（校長研修５回、教頭研修６
回）、情報教育講座10回等を実施した。各学校園から1873名の参加があった。
○全国学力・学習状況調査の結果分析に基づいて、授業改善の手引き、家庭学習
の手引きを作成配布し、教員の指導力向上、家庭学習の習慣化に向けて取り組ん
だ。また、校内授業研究会・公開研究会などに指導主事が出向き、授業改善に向
けた取組を行った。
○児童生徒が読書や調べ学習などで学校図書館を利活用できるよう支援するた
め、学校図書館司書を各小中学校に配置している。（年間130日）

○保幼小中特別支援学校合同研修会を通して、教職員間で学びを共有し合うこと
ができた。また、情報交換を行うことで、一貫した教育内容について確認し合うこと
ができた。
○コンピュータ教室の機器更新については、機器と合わせて授業支援システムも更
新し、授業がよりスムーズに展開できるようになり、コンピュータ教室の利用頻度の
向上に繋がった。また、ネットワーク配信型教材については、児童生徒の基礎学力
の定着に役立つとの評価の声があった。
○現職研修や管理職研修については、喫緊の課題や学校現場のニーズに応じた
内容のもので、授業改善や学校運営などに活かせるとの声があった。パワーアップ
講座については、市内の先生方の授業実践の交流の機会となった。情報教育講座
では、セキュリティや著作権に関する意識向上に繋がった。

○保幼小中連携推進として残り1中学校区の参加を促す。
○教職員にとって意義のある保幼小中特別支援学校合同研修会を計画・実施して
いく。
○新学習指導要領の実施に向けて、小学校のプログラミング教育に関する教材と
研修を充実させていく必要がある。
○教員の多忙化が叫ばれる中、教育委員会各課と一層の連携を図りながら、研修
内容の精選に取り組み、より効果の高い研修会が実施できるように努めることが課
題である。
○中学校に入ると生徒一人あたりの年間貸出冊数が減少する。部活動などで読書
時間の確保が難しくなる中、読書の習慣化に向けたより一層の取組が必要である。

具体的施策

①魅力ある学校園づくりのための教育環境の充実

◇保・幼・小・中が連携した地域ぐるみの活力ある教育活動をめざします。
◇幼児期においては、（仮称）幼児教育センターの設置による幼児期教育の充実のほか、何事にも主体的に取り組
む子どもを育てることを本市の幼稚園教育の特色とし、教育環境の充実とＰＲに取り組みます。
◇小中学校におけるICT を活用したわかりやすい授業を実施するなど魅力ある教育活動を展開します。

＊園舎・園庭の環境整備
＊小中学校におけるICT を活用したわかりやすい授業の実施
＊教員のICT 機器活用スキル向上
＊教員の授業力向上
＊学校図書館司書の配置による学校図書館の活性化及び言語環境の充実

KPI

総合評価

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

今後の課題と改善策など
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　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○小学校の指導要領がかなり変わってきているため、児童生徒主体の学習環境をつくるスキルや、ノウハウをまだ
身に着けていない先生方へのケアをお願いしたい。教え方改革を実践できる先生方のスキルアップの充実が必要
である。
○ICT化と言われながらも、全国的に電子黒板の利用率が低いため、そこに目を向けない限り変われない。
○プログラミング教育が組み込まれたが、プログラムを作る以前にどうすればこれをプログラムができるかというアル
ゴリズムが大切である。アルゴリズム教育に力を入れなければ、プログラミングではスキルだけを学ぶこととなり、根本
的なことを学ぶことができない。知識を教えるのではなく、自ら考える力を付けることが大切である。
○アクティブラーニングという言葉が全く記載されていない。小中高でしっかりアクティブラーニングを行わないと子
ども達も能動的に学ぶことができない。
○学校に司書配置は評価できる。さらに学校図書室を使ったワークショップを実施するなど、学校図書室活用を目
指してほしい。学校図書室は単に本が置いてあるだけではなく、そこから社会や世界が広がっていく空間でもあるた
め、多くの子ども達に使われるべきである。

○新学習指導要領に対応した教員の指導力向上に向けて、研修会を引き続き充実するように努めていく。
○電子黒板を含めたICT機器の効果的な活用に関する研修や教員の授業実践例を紹介するように努めていく。
○プログラミング教育については、情報教育講座の中で電子デバイスを使わずにプログラミングを学ぶ「アンプラグ
ドプログラミング教育」に関する内容から教科学習におけるプログラミング教育の例まで取扱っている。引き続き、プ
ログラミング技能に偏ることなく「プログラミング的思考」を養うことに視点を置きながら研修を充実させていく。
○児童生徒の「主体的・対話的で深い学び」（いわゆるアクティブラーニング）を実現するために国語科を題材とした
研修会を実施したが、更に学びの機会が提供できるように努めていく。

外部有識者意見

4段階評価
Ａ：０名　Ｂ：６名　Ｃ：１名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

地産地消の割合（品目
数）

％
9

（H26 年度）
16.1 26.5 33.8 32.8 35

米飯給食回数 回/週
3

（H26 年度）
3 3 3 3 5

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○供給需要のシステムづくりについては、西谷産を中心としながらも、不足する食材については、三田市や猪名川町
など、県内産でも近隣の食材調達が可能となるよう、産業文化部やＪＡ兵庫六甲とも連携し、ICTの活用も研究を進
め、品目割合35％を目指して、地産地消の推進に取り組む。
○学校教育における地産地消の目的については、そもそも子ども達への食育であることを踏まえ、子ども達の食に関
する意識や効果の指標化について、検討を進める。
○県内の自治体やシルバー人材センターと連携した地産地消による高齢者の雇用機会の確保や、市内の障碍（が
い）者団体との連携による障碍（がい）者の雇用機会の確保など、学校給食の領域を超えた取り組みは積極的なＰＲ
に努める。

具体的施策

②安全安心な魅力ある学校給食を通じた食育の推進

◇学校給食において、米飯と和食を中心とした献立の更なる充実を図ることで、市県内産の食材を活用した地産地
消に寄与するとともに、食育を推進し、子どもたちの食への関心を高めます。また、安全で、安心な給食を提供しま
す。

＊地産地消や米飯給食の推進
＊各校に炊飯設備やその他の多様な調理設備の整備
＊料理検索サイト「クックパッド」を活用した学校給食のＰＲ

KPI

総合評価

外部有識者意見

具体的施策実現のために取
り組んだこと

効果があった取組など

○生産者を取りまとめる人と学校給食を取りまとめる人が連携すればより効率的に進んでいくと思われるが、宝塚市は
まだまだ供給体制が弱いように感じている。供給需要のシステムづくりをさらにお願いしたい。
○もともとの目標は子どもの食育の推進であるが、その内容が指標からは見えにくくなっている。子どもと食を結びつ
けるという観点から、子ども食堂との連携も考えていただきたい。また、給食内容の充実を市民に伝える方策について
も考えていただきたい。
○地産地消の取組、各種団体との連携、レシピ集の公開など、特色ある取組が数多く進められ、相乗効果を生み出
している。
○地産地消給食や米飯給食の推進により、児童生徒の地域への関心、食への感謝の気持ちが醸成でき、効果が
あった。今後も子どもや各家庭へのPRに取り組んでいただきたい。
○素晴らしい取組であるため、もっとPR活動を。

今後の課題と改善策など

4段階評価
Ａ：２名　Ｂ：５名　Ｃ：０名　Ｄ：０名
※令和元年7月8日開催の有識者会議における出席者数７名

○これでも、生産量が僅かであることから、十分な使用率には至っていないが、生
産者と連携して、使用頻度、使用割合の増加を進めたい。
○現在、学校給食で取り組んでいる西谷産による地産地消給食や、県内生産地と
の連携、高齢者雇用との連携、障碍（がい）者団体との連携は、他市では例のない
取組であり、こうした特徴的な取組は、ホームページはもとより、クックパッドにも掲載
し、PR活動に努める。

○西谷産の食材を集中的に使用する「地産地消給食」を夏と冬の年2回、確実に実
施することに加えて、秋には、さつまいもを積極的に使用するよう努めている。
○希望の家が作った野菜を学校給食に使用するとともに、同じ県内である養父市の
シルバー人材センターの野菜を使用するため、本市のシルバー人材センターに運
搬を依頼し、学校給食で使用している。
○主な食材131品目中、兵庫県産を使用した食材は43品目であった。

○西谷産の食材を使用する地産地消給食では、生産者が学校に訪問し、食育の
授業に関わるなど、学校給食の領域を超えた取組により、児童生徒の地域への関
心、食への感謝の気持ちが醸成できた。
○障碍（がい）者団体である希望の家から食材を調達することで、障碍（がい）者の
雇用にもつながり、養父市産の野菜調達では、高齢者の雇用拡充はもとより、生産
地と消費地が連携することで、地産地消が一層推進できた。

（３）　「生きる力」を育み、次代の社会を担う子どもへの学校教育の充実

１－（３）－②

管理部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

4段階評価 Ｂ
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部　　

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

不登校生徒の割合（宝
塚市内中学校生徒総
数に対する不登校生徒
数）

％
2.85

（H26 年度）
3.01 3.21 3.85 4.31 2.00

（３）　「生きる力」を育み、次代の社会を担う子どもへの学校教育の充実

１－（３）－③

学校教育部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

○適応教室「Palたからづか」に入級していた生徒の進路決定率は、3年連続100％
である。
○いじめ防止
　ＣＡＰワークショップ（子どもの暴力防止プログラム）を全小学校の3年生又は4年生
を対象に実施したところ、受講児童の約8割が役に立ったという感想をもっている。
○中学校においては別室サポーターの配置も進み、別室登校指導員配置日を軸
に安定して登校できる生徒が増加した。一方、小学校では不登校の子どもの増加、
低年齢化が懸案事項である。スクールカウンセラー配置事業や教育相談事業のこ
れまでの実績や効果を周知させ、利用促進などの対策を検討する。また、発達障
碍（がい）のある児童生徒等、配慮を要する児童についも学校園訪問相談事業（児
童心理の専門家による子どもの見立てと教員への相談活動）・子ども支援事業「支
援ボランティア」（人的支援・教育的ニーズへの取組）などで、積み上げてきた子ど
もたちへの教育効果を踏まえ、環境整備をすすめ、教育の充実に努めていく。

具体的施策

③子どもの健やかな成長のためのきめ細かな教育の充実

◇近年深刻化する子どもを取り巻く問題を未然に防止、解決する支援体制の充実や、子どもの居場所づくりを進め
ます。
◇特別な支援が必要な子どもが、安心してのびのびと学習できるよう、環境整備を進めます。

＊教育相談活動の充実
＊子どもの居場所づくりの充実のための人的支援及び施設整備（適応教室「Pal たからづか」、中学校別室指導室
の整備及び子ども支援サポーター、支援ボランティア、幼稚園巡回カウンセリング、学校園訪問相談の充実）
＊いじめ防止に係る活動の推進
＊特別支援教育の充実のための人的支援及び施設整備（介助員、看護師、作業療法士、言語療法士）

KPI

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○不登校児童生徒に対して、居場所づくりや社会的自立のために、学習指導・創
作・スポーツ活動等を行う適応教室［Ｐａｌたからづか」や別室登校指導員による支援
などに継続して取り組んだ。
    平成３０年度　　4.31%    不登校生徒226人(12校)　     生徒数　5,245人
    平成２９年度　　3.85%　  不登校生徒208人（12校）　　  生徒数　5,406人
　　平成２８年度　　3.21%　　不登校生徒178人（12校）　　　生徒数　5,537人
　　平成２７年度　　3.01%　　不登校生徒168人（10校）　　　生徒数　5,579人
平成３０年度実績
　　・教育相談事業　　受理件数　319件　面接回数　7889回　電話相談437件
　　・適応教室「Palたからづか」運営事業　　在籍生徒数　25人
　　　適応教室では不登校状況にある生徒に個別教科学習　スポーツ活動　調理
実習　室内活動　宿泊体験　季節行事を行い学校復帰や社会的自立のための力
を高める。
　　・子ども支援サポーター配置事業　　別室登校指導員9人　　配置数11校
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　心理相談員　30人　配置校35校
○いじめの未然防止・早期発見・対処のため、いじめ防止基本方針の改訂を行っ
た。また、児童向けワークショップ（CAP）、教職員の研修会、いじめアンケートの定
期実施を行った。
○特別支援教育について、特別支援学級在籍児童生徒は、平成24年度では238
人、平成28年度は409人、平成29年度は477人、平成30年度は519人と年々増加し
ており、平成30年度は小・中学校に83人の介助員を配置している。個別の指導計
画に基づいた個に応じた教育活動を通して、能力の伸長及び社会性を培ってい
る。通常学級に在籍する支援を要する児童生徒に対しても、子ども支援サポーター
等を配置し、児童生徒について、学校と情報交換を行い、特性に応じた指導を行っ
ている。

効果があった取組など
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　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○保護者に対する取組については、保護者同士が支えあう場の必要性を踏まえたうえで、従来の教育相談に加
え、市内で開催されている保護者会との連携を考えていく。
○より多面的な方策については、教育機会確保法を踏まえたうえで、子どもの多様な学びを保証することを目指し、
適応指導教室のさらなる充実、家庭訪問や登校支援、フリースクールとの連携、IT出席の意図を持った運用など、
個々にあった対応を学校とともに考え、ともに取り組む。
○家庭訪問や登校支援等、アウトリーチが有効であると思われる場合も多いため、さらなる人的支援が急務である。
その実現に向けて、取り組む。

今後の課題と改善策など

○不登校児童生徒の低年齢化に対応するため、小学生に対して家庭訪問や適応
教室「Palたからづか」での対応を行い、支援の充実を図る。
○いじめ基本方針に基づく、いじめ防止等の取組を実効的に進めていくため、いじ
め防止等対策推進会議を立ち上げ、全市的にいじめ防止等の対策を行う。
○学校における児童生徒理解の観点から、ストレスを抱えている子どもたちを把握
し、迅速に対応するために、心理教育とリラクセーションの体験、「こころとからだの
アンケート」および個別面談の充実を図る。
○支援を要する児童生徒が年々増加する傾向にあり、介助員及び支援員の適正
配置が課題である。

外部有識者意見

4段階評価
Ａ：０名　Ｂ：０名　Ｃ：８名　Ｄ：０名
※令和元年7月26日開催の有識者会議における出席者数８名

○不登校の子どもを持つ保護者が落ち着くと改善する場合もあるため、当事者同士の支え合いであるピアサポート
が大切である。保護者が集まり、ほっとできるような機会を提供できるよう取り組んでいただきたい。
○不登校の要因が複雑化、多様化している中で、要因に合わせた多様な方策が必要である。
○不登校の増加傾向に対して、より多面的な方策（保護者の会、フリースクール、子どもの居場所等）が望まれる。
○保護者及び保護者同士の対応も不可欠である。
○手は打っているが、ＫＰＩの成果として表れていない。
○不登校児童に対する取組だけでなく、その家族に対しても積極的な働きかけを充実していってほしい。
○人的支援が年々充実してきていることは感じているが、それを上回るぐらい支援の必要な児童、生徒、家庭が増
えているため、今後もますますの充実 をお願いしたい。

総合評価
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

学校支援ボランティア
活動回数

回
5,757

（H26 年度）
5,834 6,060 6,370 6,944 6,000

○たからづか寺子屋については、放課後や長期休業日に地域の方が学習支援を
行い、学力の向上や学習習慣の確立を図った。昨年度より2校増え、14校で実施し
た。
○スクールソーシャルワーカー（SSW）については、7人を拠点となる12小学校に配
置し、学校や家庭及び関係機関が連携して適切な支援を行った。
○宝塚コミュニティ・スクールについては、平成30年度からモデル校として小学校2
校に導入し、5年以内に全小中学校での導入を目指す。各まちづくり協議会の定例
会で制度の説明を行った。
○たからづか学校応援団については、小・中34校で事業を実施。地域コーディ
ネーター9名と校長等の調整により、各学校でボランティアによる支援に取り組んで
いる。上半期は、新任校長の学校を中心に学校訪問を行い、下半期には、ボラン
ティア研修と交流学習会を開催して事業にかかわる者の交流と学習機会の提供に
取り組んだ。
○トライやる・ウイークについては、中学校2年生の生徒全員が地域や自然の中で
体験活動を行うことで、他者と協力・協働して社会に参画する態度や自ら考え主体
的に行動し問題を解決する能力の育成を図った。

○たからづか寺子屋については、実施校の拡大が課題。コミュニティ・スクールの導
入と連携して実施校を増やす。
○SSWの配置については、より円滑に学校、家庭、関係機関との連携を進めていく
ためにSSWの増員が必要である。
○宝塚コミュニティ・スクールについては、地域で活動されている方々の高齢化に
伴う人材発掘、育成が課題である。
○たからづか学校応援団については、地域コーディネーターの担い手が少なく配
置校が増えていないことが課題。コミュニティ・スクールの導入と連携して、配置校を
増やす。
○トライやる・ウイークについては、単なる職業体験ではなく、他者と協力・協働して
社会に参画する態度や自ら考え主体的に行動し問題を解決する能力等を育成す
る多様な社会体験活動であることを、学校・家庭・地域の三者が再認識できるよう、
保護者や地域の方に丁寧な説明を行う。

（３）　「生きる力」を育み、次代の社会を担う子どもへの学校教育の充実

１－（３）－④

学校教育部、社会教育部、子ども未来部

１　子どもと子育てにやさしい「まち」

④地域の力を生かした学校支援

◇地域の力を学校教育に活用するとともに、学校・地域・家庭が一体となった教育活動を推進します。

＊地域の教育力を生かした学校・地域・家庭が一体となった教育活動の推進（「みんなの先生」、たからづか学校応
援団、たからづか寺子屋、放課後子ども教室）
＊学校・地域・家庭をつなぐことによる子どもの健全育成の推進（スクールソーシャルワーカー）
＊地域に学ぶキャリア教育の推進

Ｂ

○たからづか寺子屋については、地域支援員の子ども理解が年々進み、地域との
つながりを深めている。また、学校と支援員が情報共有し、学校の普段の学習・生
活にも生かされている。
○SSWの配置については、事業実施後8年が経過し、学校や家庭及び関係機関と
の効果的な連携が着実に進んできた。校内支援体制の強化・深化が図られてい
る。
○宝塚コミュニティ・スクールについては、文科省からのマイスターによる講演とモデ
ル校での実践例の紹介を目的とした市民・教職員向け研修会を開催した。平成31
年度からは新たに10校で導入される予定である。
○たからづか学校応援団については、地域コーディネーターや校長等の調整によ
り、登下校の見守りや学校図書ボランティア等の活動が増加しており、地域と連携し
た学校支援の取組が進んでいる。

具体的施策

KPI

総合評価

4段階評価

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

今後の課題と改善策など
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　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○学校を取り巻く課題の解決にあたっては、家庭、地域、関係機関との連携が不可欠になってきている。そうした
中、スクールソーシャルワーカーの重要度は高まってきており、これまでも少しずつではあるが増員してきている。今
後もできるだけ多くの学校に配置できるよう増員に向けて取り組んでいく。
○平成３０年度から宝塚コミュニティ・スクールの導入を進めている。先行して導入した学校の成果と課題を共有し、
できるだけ早期に全ての小中学校への導入を進めていく。導入にあたっては学校が地域と適切に連携できるよう支
援をしていく。
○宝塚コミュニティ・スクールを導入することで、学校運営協議会を設置することになるが、そこに日頃学校を支援し
てくださっている皆様が参画いただくことで、横のつながりが生まれ、より効率よく・効果的に支援いただけるようにな
ると考えている。

4段階評価
Ａ：１名　Ｂ：５名　Ｃ：２名　Ｄ：０名
※令和元年7月26日開催の有識者会議における出席者数８名

○問題の複雑化により、学校だけではどうしようもないこともある。家庭、地域、関係機関との連携の必要性が高まっ
ている中で、スクールソーシャルワーカーの増員は非常に重要なことであるため、増員に向けて取り組んでいただき
たい。
○学校側の積極的な働きかけも必要であるが、それを受け取る地域の受け皿もなければうまく進んでいかない。市
民協働とタイアップしながら、学校と地域がうまく関われるようなきめ細かな対策や支援をお願いしたい。
○まちづくり協議会が各団体や地域住民をコーディネートできる団体であれば円滑に進んでいくこともあるので、ま
ちづくり協議会のコーディネート力をアップさせることも重要である。
○地域側のコーディネート力の強化も課題の一つである。
○ボランティア活動が増加していることは評価できるが、同じ人に負担が偏っていないか、またボランティアの高齢
化等の課題がないかチェックする必要がある。
○多様な関係団体のネットワークの確立が不可欠である。
○地域からの学校支援はできていると思うが、もう少し組織の整理をした方が良い。
○地域の力を学校教育に活用する様々な取組が行われており、KPIも目標を大きく上回っている。
○地域と学校がうまく一体となるようなサポートを行っていただきたい。いろいろな組織があるが、縦割りにならず、横
のつながりが持てるよう取り組んでいただきたい。

外部有識者意見
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２　地域資源を生かした活力ある「まち」

　地場農商工業の活性化を図るとともに、起業家、やる気のある事業者に対する支援を拡
充します。また、地域における雇用機会の確保や創出につながる施策と就労支援策の拡充
により雇用の促進を図ります。

基本的方向（3）　多様な文化施策の展開

　豊かな感性と創造性を育み、多様な交流の促進を図るために、市の歴史学習、スポー
ツ、文化芸術活動などを推進します。

基本目標

　本市の豊かな資源を生かし、まちの個性と魅力を高めるとともに、産業の活性化による
雇用機会の創出や就労支援に取り組み、活力あるまちをめざします。
  市民が心豊かな生活を送るために、文化芸術やスポーツは欠かせないものと言えます。
生涯を通じてだれもが文化芸術やスポーツとふれあい、楽しむことのできるまちをめざし
ます。

基本的方向

基本的方向（1）　観光集客の推進

　市全域にわたり点在する魅力ある地域資源を生かし、まちの賑わいや観光消費の拡大な
ど地域活性化につながる観光振興を推進します。
　また、国内外からさらに人を呼び込むため、情報発信力の強化と受入環境の整備を進め
ます。

基本的方向（2）　地域における産業振興と雇用の促進
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

観光入込客数 人
8,572,816

（H26 年度）
8,550,571 8,434,630 8,601,788 11,789,116 9,173,000

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（１）観光集客の推進

２－（１）－①

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

今後の課題と改善策など

宝塚北サービスエリアのオープンにより、観光入込客数については、増加しており、そ
の他の来宝者についても市内で周遊いただき、楽しんでいただけるよう宝塚市国際
観光協会会員をはじめとする観光振興における関係者との連携をこれまで以上に
図っていく必要がある。

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

①宝塚の魅力を生かした誘客事業の展開

◇本市への誘客数及び訪問者の市内での滞在時間の増加を図るため、地域資源の掘り起し、磨き上げを進めるとと
もに、資源を活用した新たな観光コースの設定やイベント企画、また、多様な媒体を活用した情報発信に取り組みま
す。

＊地域資源の掘り起し、磨き上げ
＊新たな観光コース、イベントの設定
＊ホームページの見直し
＊まちかど観光情報ステーションの増設
＊手塚治虫記念館の整備

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

他都市（横浜市や大分市など）で観光キャンペーンを実施し、観光誘客増に向けた
取組を行うとともに、観光大使サファイアによるイベントやメディア出演によるＰＲを実
施した。各事業においては、アニメフェスタにおいて、ハンバーガーイベントやコスプ
レパレードなどを誘致し、多くの来宝者に楽しんでいただいたほか、サマーフェスタで
の花火打上演出、まちあるきツアー、周遊パス事業などを展開し、観光振興による経
済効果創出に努めた。

効果があった取組など

外部有識者意見

具体的施策

KPI

総合評価

昨年（2018年）３月に宝塚北サービスエリアがオープンし、多くの来場者で賑わってお
り、本市の特徴を生かした地域の特産品のＰＲや販売、元タカラジェンヌレビュー
ショーなどを行うことで、他のサービスエリアとの差別化を図っている。宝塚周遊パス
事業では、旅行社と連携し、他都市からの観光客に対して、本市の観光スポットやグ
ルメスポットを紹介し、経済効果創出に一定の成果が確認できた。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

外国人観光客 人
13,591

（H26 年度）
18,291 15,867 17,493 16,265 15,500

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（１）観光集客の推進

２－（１）－②

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

海外観光客向けの旅行社を招へいし、本市の魅力発信に努めるとともに、インバウ
ンドをはじめとした観光についての勉強会を実施し、本市における観光振興（イン
バウンド）の必要性の共有を図った。各事業としては、ジャパン碁コングレスの開
催、留学生歌劇観劇事業などにより、本市の魅力をインバウンドにつなげる取組を
推進した。また、手塚治虫記念館リニューアルにおいて、英語表記を増やす調整を
進めた。

効果があった取組など

外国人観光客数は前年比で減少となっているが、旅行社との連携や本市への招
へいにより、欧米圏やムスリム圏からの観光客増加に向けた課題などの整理を行っ
た。国内での少子高齢化が進むなか、今後もハード面、ソフト面で対策を図り、イン
バウンドによる市内における経済効果創出に取り組む。

今後の課題と改善策など

欧米豪をはじめとするエージェントを招へいした事業を継続し、インバウンド獲得に
向けた取組を推進する。また、兵庫県（阪神北県民局）や近隣市などとも連携し、広
域での対応を図っていく。また、第6次宝塚市総合計画策定に合わせて、インバウ
ンドを含む観光振興の戦略を見直し、2030年度までの観光施策の展開を図ってい
く。

外部有識者意見

総合評価

具体的施策

②外国人観光客誘客のための環境整備

◇外国人観光客数の拡大を図るため、情報発信力を強化するとともに、ボランティアガイドの育成、パンフレットの
多言語対応などを図ります。また、外国人の観光をサポートする環境整備を進めます。

＊情報発信力の強化
＊多言語対応の観光案内の充実
＊ボランティアガイドの育成
＊公衆無線LAN の整備
＊観光情報を入手できるアプリの整備

KPI
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

市内の主な市場、商業
施設における空き店舗
割合

％
20.5

（H26 年度）
19.0 20.5 20.0 21.2 17.5

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（２）地域における産業振興と雇用の促進

２－（２）－①

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○空き店舗活用事業補助金（家賃補助）や空き店舗等出店促進補助金（改装費補
助）運用により、空き店舗解消に向け取り組んだ。空き店舗活用事業補助金につい
ては35件、空き店舗等出店促進補助金については3件の交付実績となった。
○「モノ・コト・バ宝塚」のあり方を検討するため、民間のコンサルタント事業者に委
託し、今後のあり方や効果的なプロモーションの手法について具体的検討を行っ
た。

効果があった取組など

今後の課題と改善策など

○空き店舗の解消に向けては、出店者の意欲のほか、空き店舗オーナーの意欲も
重要であることから、オーナー自身が「店のシャッターを空けたい」と思う仕掛けづく
りが必要である。今後も引き続き、出店者やオーナーにヒアリングを行い、効果的
取組を模索していく。
○「モノ・コト・バ宝塚」におけるプロモーションの具体的手法を着実に実施し、市外
からの来訪者に向けた「宝塚らしさ」の発信を効果的に行うとともに、シビックプライ
ドの醸成を図っていく。

外部有識者意見

総合評価

具体的施策

①地域資源を生かしたブランドの強化や商店街の活性化

◇地域資源を生かし、魅力的で信頼性の高いブランドの強化を支援するとともに、市内外への情報を発信します。
また、空き店舗対策など商店街の魅力向上に向けた取組を支援します。

＊宝塚ブランド「モノ・コト・バ宝塚」の資源の発掘や情報発信の強化
＊空き店舗対策など商店街の魅力向上に向けた取組実施

KPI

○近郊に複数存在する誘客効果の高い大型店舗による影響は依然として続いて
おり、若干空き店舗割合は増加したが、空き店舗活用事業補助金及び空き店舗等
出店促進補助金の運用により、空き店舗の大幅な増加はなく、特に清荒神参道周
辺の賑わい創出につながっている。
○「モノ・コト・バ宝塚」について、的確なマーケティングにより、効果的にプロモー
ションを実施するための具体的方法を決定した。(集まっている人、場所ごとに選定
資源を分類し、訴求効果を高めるプロモーションを展開する。)
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

認定農業者数 人
21

（H26 年度）
20 19 9 15 25

新規就農者数 人
1

（H26 年度）
2 4 1 1 各年度2

玉瀬地区ほ場整備の
進捗率

％
52.5

（H26 年度）
80.5 85.9 92.3 100

Ｈ30年度
完了

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（２）地域における産業振興と雇用の促進

２－（２）－②

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

②農産物の生産量増加と地産地消の推進

◇農業の担い手や新規就農者への支援拡充、集落営農など、農作物を安定供給できる生産体制づくりを支援しま
す。また、地域性を生かした特色ある農産物づくりや販路拡大への支援、地産地消の拡大などに取り組みます。

＊農業の担い手や新規就農者への支援
＊地元農産物の学校給食への供給や地元での販路拡大支援、収穫体験ツアーなど地産地消の拡大

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

今後の課題と改善策など

○後継者不足による農業者の高齢化は一層加速している。令和元年度には、新
規就農希望者の研修施設として、西谷地域にビニールハウスを設置する。
○収穫体験ツアーの人気は高いものの、リピーターが増えている。事業を見直し
て、新たな参加者獲得に繋げる。
○学校給食の食材に昨年度、太ねぎを導入した。令和元年度には、レタス、イチ
ゴ、黒豆の使用を検討している。

Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○本市での就農希望者に対しては、貸付希望等がある農地に現地案内する等丁
寧な対応に努めた。
○集落営農化を目指す集落とは、県とともに協議を行ったほか、補助制度の活用
を勧めた。
○認定期間が満了した農業者に対して、改めて認定農業者のメリットを説明するな
ど勧奨活動を行った。

○オリーブ栽培を志す農業者1名が、西谷地域で新たに就農した。
○上佐曽利営農組合が設立されたことで、本市内での集落営農組合は4団体と
なった。
○収穫体験ツアーには、市民80名が参加。参加者の満足度は高かった。
○農業者が小中学校で講演する「ゲストティーチャー」を9回実施（平成29年度は4
回）。収穫仕立ての野菜を生徒、児童が触れる機会をつくった。

具体的施策

KPI

外部有識者意見

総合評価

4段階評価

効果があった取組など
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

農業振興施設の来場
者

人
60,438

（H26 年度）
62,243 56,226 50,302 47,202 64,000

市民農園利用者数 人
490

（H26 年度）
514 523 539 544 580

ダリア園入園者数 人
2,313

（H26 年度）
4,768 5,264 2,814 5,059 5,300

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（２）地域における産業振興と雇用の促進

２－（２）－③

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

③身近に農業や花きの魅力に触れる機会の提供

◇西谷の農作物やダリア、牡丹、山本の植木など、地域資源の充実と施設間の連携や参加型・体験型農業の拡
充による地域の魅力向上を図ります。
◇特産品や加工品の開発等に向けた取組の支援による地域農産物のブランド力の向上を図るとともに、新名神高
速道路SA での販売、ＰＲによる魅力発信に取り組みます。

＊園芸関連施設や農業振興施設等の充実と各施設の連携強化、魅力向上
＊市民農園や収穫体験など参加型・体験型農業の推進
＊特産品や加工品の開発に向けた取組や販路拡大、設備投資への支援
＊新名神高速道路SA における農作物、加工品の販売及びスマートIC 利用促進
＊ダリア、牡丹などの花きの普及促進

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

今後の課題と改善策など

○植木事業者が中心となる木接太夫ブランド協議会の活動が活発化していること
から、本市植木産業の伝統を伝える取組や植木産業の振興に資する施策の展開
を検討する。
○農業者の減少に加え、猛暑や台風の影響により販売農産物が減少している。
○宝塚名産の黒枝豆を宝塚北サービスエリアで販売し好評を得ていることから、ＪＡ
とも協調して販売機会を増やしていくことが必要と認識している。

Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○木接太夫ブランド協議会と協調して、本市の植木産業の歴史等を伝える接木体
験会等を開催した。
○地方創生推進交付金を活用し、長谷牡丹園では園内のバリアフリー化、牡丹・
芍薬の補植、牡丹育成の技術者の招へいに取り組んだ。
○ダリアによる花飾りを、植木祭りや宝塚北サービスエリアで実施し、来訪者にダリ
アの魅力を知っていただいた。

○木接太夫ブランド協議会では、活動のシンボルとなるロゴマークを制作したほ
か、関連商品の開発を行った。また、市内小学校2校において、課外学習として接
木学習会を開催した。
○経年に亘るダリア園の周知活動により、入園者数は増加している（台風被害等に
より9日間の閉園有）。また、新たに、ダリア生産に関わる農業者も増加している。

具体的施策

KPI

外部有識者意見

総合評価

4段階評価

効果があった取組など
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

起業相談・指導を受け
た人のうち起業した事
業者数

人
19

（H26 年度）
26 18 24 7 24

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（２）地域における産業振興と雇用の促進

２－（２）－④

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画により、創業セミナーや起業相
談を商工会議所と連携して実施した。また、ソーシャルビジネスの創業支援を目的
として、ソーシャルビジネススタートアップスクールを実施した。
○高齢者の就労・起業意欲を受け、「シニアワークフェア」と題した就労等相談・面
接会を行い、就労や起業、ボランティア活動など、高齢者がいきいきと活躍できる
場の創出に取り組んだ。

効果があった取組など

○創業セミナーや起業相談によって起業した事業者数は、KPIに記載のとおり7人
であった。外に、ソーシャルビジネススタートアップスクール受講による起業者は1
人となった。前年度比大幅減の理由については、起業がその事業の計画から資金
調達など、準備にある程度の期間を要することから年度単位での増減にばらつき
がでることや、民間の起業家等支援施設が開設されるなど、多様な起業支援が増
えたことによるものと考えられる。
○シニアワークフェアについては、前年度比31人増の91人が参加し、15人が就職
するなど、高齢者の活躍の場の創出に一定の効果があった。

今後の課題と改善策など

○起業家を増やし、その事業を継続的に実施していくためには、事業承継も含め
た多様な起業のあり方を支援する必要がある。今後は、民間の起業家等支援施設
と密に連携しながら、起業したい人や、事業を発展させたい人に向け、効果的な支
援を行っていく。
○高齢者の就労・起業意欲は高まり続けており、その活躍の場の創出が喫緊の課
題である。エイジフレンドリーシティの取組に合致する施策展開を図り、部局を横断
して取り組んでいく。

外部有識者意見

総合評価

具体的施策

④起業家や事業者への支援強化

◇地域の活性化や市内における雇用促進に向け、起業や事業拡張をめざす事業者に対する支援制度の充実や
情報発信など、事業者支援を強化します。
◇地域の課題を解決するソーシャルビジネスや高齢者の生きがいビジネスなど、身近なビジネスの立ち上げへの
支援を、NPO 団体と協働して行います。

＊起業や事業拡張への支援制度の充実や情報提供
＊ソーシャルビジネスや高齢者の生きがいビジネスなどの立ち上げ支援

KPI
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

ワークサポート宝塚の
就職件数

件
1,200

（H26 年度）
1,075 1,128 1,101 887 1,330

障がい者就業・生活支
援センターの支援によ
る就職人数

人
28

（H26 年度）
58 87 94 76 33

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（２）地域における産業振興と雇用の促進

２－（２）－⑤

産業文化部、健康福祉部、総務部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○ワークサポート宝塚の来所者数は、人手不足の状況などから、対前年度1,693人
減の21,960人となったため、就職件数も減少した。一方、ワークサポートに来所す
る人のうち、就職に不安を抱え、個別に相談を求める人の数は増加しており、対前
年度174人増の1,009人となった。
○障がい者就業・生活支援センターの支援による就職人数は、前年度と比較して
18名減の76名となった。そのうち就労継続支援A型事業所への就職は24名で前年
度より12名の減となっている。本人及び家族からの相談件数は6,416件で過去最高
件数となっており、特に、本人の来所の件数が多くなっている。

効果があった取組など

○引き続き、ワークサポート宝塚における的確な就職あっせんを行うとともに、就職
に不安を抱える人への個別相談により、152件の就職を実現した。また、シニアワー
クフェアと題した高齢者向け就労等相談・面接会を実施し、91人の参加があった。
これら来所者のうち、15人が就職を実現した。
○就労に関する相談件数が増加しているため、平成30年度は相談員1名を増員し
て支援体制を強化し丁寧な支援を行うことができた。

今後の課題と改善策など

○発達障碍（がい）など、就労に不安を抱える若者は近年増加の一途をたどってい
る。それら若者に対し的確な支援を行い、就職を実現させるとともに、職場定着の
支援も充実させる必要がある。また、高齢者の就労・起業意欲が高まり続ける中、
高齢者の活躍の場の創出が課題であるため、エイジフレンドリーシティの取組に合
致する施策を展開していく。
○発達障碍（がい）のある方やその家族からの相談が多くなってきており、障害者
手帳の取得や医療機関への受診など本人や家族に障碍（がい）への理解を求め、
関係機関とも連携しながら就労支援を行うことが必要となっている。

外部有識者意見

総合評価

具体的施策

⑤働く意欲を持つすべての人に対する就労支援

◇働く意欲を持つすべての人が就労することができるよう、国、県及び関連機関と連携し、相談事業の拡充など、
就労支援に取り組みます。

＊国、県及び関連機関と連携した女性、若者、高齢者などの相談事業の拡充や就労支援
＊障碍（がい）のある人や生活支援者に対する就労・定着支援の推進
＊発達障碍（がい）のある人への特性に応じた就労支援の推進

KPI
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

文化施設の利用率 ％
71

（H26 年度）
70 72 74 77 73

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（３）多様な文化施策の展開

２－（３）－①

産業文化部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

文化施設（ベガ・ホール、ソリオホール、宝塚文化創造館）のうち、ベガ・ホールにつ
いて、安全性と利用環境向上のため修繕工事を実施するとともに、引き続き、文化
施設の指定管理者として宝塚市文化財団を選定した。また、新たな文化振興の拠
点として、2020年春のオープンを目指して文化芸術センター、庭園の整備を進め、
同センター、庭園の指定管理者を公募し、宝塚みらい創造ファクトリーを選定した。

効果があった取組など

文化芸術センター、庭園の事業概要を多くの方に周知するため、親子向け説明会
や体験型ワークショップを開催した。また、大分市、浜松市との文化交流を実施した
ほか、市内高校生吹奏楽部のコンサートや美術部展を開催し、多くの方との文化
交流を図った。国際・文化センターでは国際交流の拠点施設として指定管理者（宝
塚市国際交流協会）による外国人市民への支援や多文化共生に向けた事業を実
施し、相互理解が深まるよう努めた。

今後の課題と改善策など

宝塚市文化芸術振興基本計画では、「創造力を育む文化芸術の薫り高い　宝塚」
を将来都市像に掲げている。そのため、既存の文化施設や新施設、民間施設など
で活発な文化活動が行われるよう役割分担や有機的連携、次世代の育成や情報
発信を行う必要がある。また、第６次宝塚市総合計画策定に合わせて、同計画を見
直し、2030年度までの文化施策の展開を図っていく。

外部有識者意見

総合評価

具体的施策

①文化芸術活動等の振興

◇上質で多様な文化芸術の鑑賞の場や機会の充実などにより、市民をはじめ多くの人が文化芸術に触れることの
できるよう、施設の整備充実や情報発信の拡充など、環境整備を進めます。 また、文化芸術活動などを通じた市民
主体の都市間交流や国際交流を促進します。

＊文化芸術の拠点整備
＊文化芸術に関する情報発信
＊市民主体の都市間交流、国際交流の促進

KPI
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

本市の郷土資料や文
化財にかかる資料展示
開催回数（企画展）

回
9

（H26 年度）
11 10 10 13 12

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（３）多様な文化施策の展開

２－（３）－②

社会教育部、産業文化部、企画経営部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

〇中央図書館では「なつかしいあの頃の宝塚写真展 」、「江戸時代の宝塚」など4
回の歴史資料展示と、「古文書入門講座　江戸時代のくずし字を読む」、「歴史講
演会　近代日本史のなかの阪鶴鉄道」の2回の講演会を実施、また、国指定文化財
「旧松本邸」の一般公開を春（7日間）と秋（4日間）の2回実施した。
〇小浜宿資料館での企画展示を３期に分けて、　「文化財さんぽマップで巡るたか
らづかのまち」「石造物の世界」「弥生の響　銅鐸の世界」をそれぞれ開催した。ま
た、万籟山古墳発掘調査成果報告講演会、小浜宿歴史さんぽ、旧和田家住宅で
絵本の読み聞かせと昔の遊び体験及び歴史講演会をそれぞれ開催した。
○文化財や歴史資源について、たからづか文化財さんぽマップの多言語版（英
語・韓国語・中国語）を作成し、まちかど観光情報ステーション等に配布し情報発信
を行った。

効果があった取組など

○中央図書館聖光文庫展示室での「なつかしいあの頃の宝塚写真展」など４回の
歴史資料展示の総開催日数は104日、閲覧者総数は2,037人（前年度比211％、前
年度は2回の開催）、「古文書入門講座」と「歴史講演会」の2回の講演会の参加者
数はそれぞれ、38人、93人、「旧松本邸」の一般公開は計11日間、入館者数は
1,381人（前年度比113％）であった。
○文化財や郷土資料の展示方法を充実させた結果、小浜宿資料館と旧和田家住
宅の利用者は8,993人であった。

今後の課題と改善策など

○中央図書館聖光文庫展示室を使った資料展示だけでは限界があり、近縁施設
での資料展示や展示資料の提供にも取り組む。「旧松本邸」の公開については文
化財としての建物の保護、保存についても目配りしながら、市民への公開を通じた
保有資源の一層の活用に取り組む。
○より多くの方に本市の郷土資料や文化財が目に触れる機会をつくるため、ICTの
活用等による情報発信や企画展の開催に取り組むとともに、観光部門との連携を
進める。

外部有識者意見

総合評価

具体的施策

②文化財や歴史資料の公開や情報の発信

◇本市の郷土資料や文化財を積極的に公開するとともに、これらの資料のデジタル化やホームページでの紹介な
ど、ICT 社会に対応した情報発信を推進します。

＊郷土資料や文化財の積極的な公開
＊ ICT の活用による情報発信

KPI
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

スポーツクラブ21 の会
員数

人
5,347

（H26 年度）
5,674 5,560 5,193 5,190 6,680

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

具体的施策

③市民スポーツの活性化

◇市民スポーツの活性化に向け、宝塚市大使、スポーツ公社、体育協会、スポーツクラブ21等の協力を得て、市
民が楽しめる新たなスポーツイベント等を実施します。
◇市民が地域において生涯スポーツを楽しむことができるよう、スポーツ推進委員の増員を進めるとともに、スポー
ツクラブ21 の情報発信、活動の活性化、クラブ会員の増員をめざします。

＊新たなスポーツイベントの実施
＊「スポーツクラブ21」に関する活動促進

KPI

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

総合評価

今後の課題と改善策など

○スポーツクラブ２１については、会員の高齢化に伴い、減少するという大きな問題
があるため、市広報への掲載や、市ホームページによる情報の発信を行い、「ス
ポーツクラブ２１」の活動について周知に努める。また、スポーツクラブ２１で交流を
目的としたイベントを開催するために取り組む。

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○スポーツ推進委員主催のニュースポーツ大会や市内団体へスポーツ指導を行う
ことで、スポーツ推進委員の周知に努め、増員に取り組んだ。
○スポーツ実施希望者にスポーツクラブ２１を紹介し、クラブ会員の増員に取り組ん
だ。
○宝塚市大使である間寛平氏と共に市民誰もが参加できる「市民大運動会」を開
催した。
○宝塚市大使である吉田輝氏に協力いただき、イタリア・プロチームのフットサル選
手が来訪した際に、小学校等を訪問し、世界レベルのトップアスリートのプレイを見
てもらい、スポーツに対する関心を高めてもらう事業を開催した。
○宝塚市障害者スポーツ協会と協力し、スポーツ教室や大会を開催し、障碍（が
い）のある方の社会参加とスポーツに取り組むきっかけを作った。

効果があった取組など

○市民大運動会には、約１，１００人に参加いただき、大いに盛り上がった。
○フットサルイタリアチャレンジでは、イタリア選抜チームと関西リーグのチームエキ
シビションマッチを行ったが、前売り券が全て売り切れてしまうほどの盛況であっ
た。また、市内小学校へフットサルの出前教室も行い、約４００人の小学生が参加し
た。
○総合体育館で実施した障碍（がい）者スポーツ体験会及び大会（ボッチャ大会）
では、合せて約３００人の方が参加し、年々、参加者が増えている。

－

（３）多様な文化施策の展開

２－（３）－③

社会教育部

２　地域資源を生かした活力ある「まち」
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３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

基本的方向（2）　安全で安心、快適な暮らしの提供

基本目標

　子どもや高齢者をはじめすべての市民が、地域のなかで健康で安心して暮らすことがで
きるよう、ハード、ソフト両面において環境を整備し、健康で安心して暮らせる住みやす
いまちをめざします。
＊また、北部地域は、里山と農地が保全されている自然豊かな地域ですが、人口減少と高
齢化の進行により生活環境への影響が懸念されることから、交流促進と定住促進により元
気なまちをめざします。

基本的方向

基本的方向（1）　地域を支える基盤の整備

　多様な都市機能を集約したコンパクトシティの形成を見据え、社会インフラ（道路、交
通、公園など）の充実や良質な住宅ストックの活用を図り、安心で快適なまちづくりを推
進します。

　市民の生命、財産を守るための地域の防災力の向上、防犯意識の啓発を推進します。ま
た、豊かな生活を支え、災害に強く安全で安心な施設整備を推進します。
　住み慣れた地域で、地域と連携しながら市民一人ひとりが健康で元気に安心して暮らす
ことができるまちづくりを推進します。

基本的方向（3）　良好なまちなみと豊かな環境の保全

　「宝塚らしい景観」の維持・形成につながる環境づくりに取り組みます。また、地球温
暖化対策として、環境に対する意識向上とそれに基づくライフスタイルの実践として、省
エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入を図り、持続可能なまちづくりを推進しま
す。
　また、市街地、市街地近郊での環境の保全と創造に取り組み、環境負荷の少ない循環型
社会の構築に向け、ごみの減量・資源化を推進します。

基本的方向（4）　北部地域のまちづくり

　都市近郊でありながら中山間地域の様相の北部地域が抱える諸課題を解決するための総
合的施策を展開します。
　また、平成29 年（2017 年）の新名神高速道路の開通を契機に、地域資源を生かして広
域に情報や人の交流を促し、地域の活性化を図ります。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

都市計画道路整備率 ％
77.0

（H26 年度）
79.2 80.1 81.0 81.1 82

道路改良率（規格改良
済）

％
64.0

（H26 年度）
64.1 64.3 64.4 64.4 64.9

歩道改良バリアフリー
の延長整備率

％
20.0

（H26 年度）
21.0 22.0 22.5 22.5 50.0

市民アンケートの「安
全・都市基盤（道路・交
通）」に関する現在の満
足度

％
14.3

（H26 年度）
- - － 15.3 14.3以上

長寿命化計画に基づく
橋りょうの修繕箇所数

橋
1

（H26 年度）
16 22 31 37 61

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○新名神高速道路や関連する市道等の整備が完了し渋滞が緩和されたことや、
通学路の整備等により生活道路の安全性が向上したことが、市民アンケートの満
足度を押し上げたものと考えている。
○橋りょうの修繕は、長寿命化修繕計画に基づき5年ごとに点検を行うこととなって
おり、年次計画に基づいて修繕工事を進めている。

○計画道路等の整備は、昨年度策定した道路網基本構想に基づき、道路整備
プログラムを作成して計画的、効率的な整備を進める。
○歩道のバリアフリー化や橋りょうの修繕等は年次計画に基づき整備を進めてき
たが、国の交付金の不足等により進捗が遅れており、新たな財源を含めた予算の
確保に努めるとともに、計画の見直しを図る。
○公共交通の拡充は、社会状況の変化を踏まえ、地域住民や交通事業者と市が
連携して協議し、持続可能な公共交通の在り方を検討する。また、駅舎やバス車
両のバリアフリー化に向けた取組も継続していく。

（１）地域を支える基盤の整備

３－（１）－①

都市安全部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

4段階評価

－

具体的施策

①すべての人にやさしい、安全で快適な道路等環境の整備

◇高齢者、障がい者などの交通弱者や通学児童が安全で円滑に歩行できるよう整備プログラムを策定し、歩道のバリア
フリー化や通学路の安全対策を推進するとともに、適正な管理による安全で快適な道路環境を保全します。
◇市民の快適な交通環境を確保するため、道路網の総合的な整備プログラムを策定し、主要道路の計画的な整備や
開発等に併せた生活道路等の整備を行います。また、バス路線網の拡充、駅舎やバス車両のバリアフリー化など、利便
性の向上のため公共交通の充実を図ります。

＊計画道路・生活道路等の整備
＊歩道のバリアフリー化
＊通学路の安全対策の推進
＊バス路線等公共交通の拡充
＊駅舎・バス車両のバリアフリー化

KPI

外部有識者意見

総合評価

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

Ｂ

今後の課題と改善策など

○計画道路等の整備は、荒地西山線、競馬場高丸線や尼崎宝塚線の整備を着
実に進めており、生活道路等も開発による帰属等で1257ｍを整備した。
○橋りょうの修繕は、新たに6橋の修繕を行った。通学路の安全対策は、国の交
付金により順次整備を進めている。
○公共交通の拡充は、仁川地区で住民要望を受けたバス路線のルート延伸や朝
時間帯の増便等の試走を開始した。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

遊具の更新箇所数 箇所
10

（H26 年度）
14 20 24 31 35

市民一人当たりの公園
面積

㎡/人
3.9

（H26 年度）
5.1 5.1 5.1 5.1 5.1

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

令和元年度　外部評価対象外

（１）地域を支える基盤の整備

３－（１）－②

都市安全部、都市整備部、産業文化部、企画経営部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

4段階評価 Ｂ

－

具体的施策

②魅力ある空間の整備

◇公園の主な利用者である地域の子どもや高齢者等の意見を取り入れ、子どもたちが安心して遊ぶことができる
とともに、利用者にとって魅力的な公園整備を進めます。
◇多くの人が憩い、交流できる空間を整備します。

＊地域の意見を取り入れた公園整備
＊宝塚ガーデンフィールズ跡地における文化芸術の拠点及び庭園の整備
＊市役所周辺における市民の憩いと交流の空間整備

KPI

総合評価

外部有識者意見

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○公園施設（遊具）長寿命化計画に基づき、国の社会資本整備総合交付金を活
用し老朽化した遊具等について平成30年度は7公園更新した。
○市民一人当たりの公園面積は、宝塚市緑の基本計画のH37目標値7.0㎡/人を
目指しているが、計画策定から18年が経過し、社会情勢の変化や本市の緑を取り
巻く状況の変化等から、平成30年度に計画見直しに着手した。
○地域のニーズにあった公園整備と地域課題の解決を図ることを目的に、平成29
年度から公園アドプト活動団体と市が協働して新たな公園づくりに取組む、公園リ
ノベーション事業に着手した。

効果があった取組など

○公園施設（遊具）長寿命化計画について、当初調査から一定期間経過したた
め、平成29年度に公園施設（遊具）健全度再調査を行い、計画を見直した。また、
遊具更新時には事前に地域と協議を行い、地域の意見を反映した整備を進めて
いる。
○緑の基本計画見直しにあたり、平成30年度は緑に関する市民意識調査（市民
1,000人対象）を行った。
○公園リノベーション事業により、平成29年度はすみれが丘南公園、中山五月台
公園、平成30年度は花の道さくら橋公園、北中山公園で地域提案による再整備
を行った。
○文化芸術センター、庭園の事業概要を多くの方に周知するため、親子向け説
明会や体験型ワークショップを開催した。

今後の課題と改善策など

○公園施設（遊具）長寿命化計画の効果発現のため、平準化された予算確保が
必要。
○緑の基本計画見直しにあたり、緑の役割である、環境保全・レクリエーション・防
災・景観の観点を踏まえ、緑の質の強化、人口減少を見据えた施設緑地の整備・
管理方針、ストック効果の向上、官民連携の推進等を考慮して見直しを進める。
○文化芸術センター、庭園では、市民をはじめ多くの人の活動に支えられ、市民
とともに成長する施設とするため、市民サポーター制度を導入する。そこで、令和
元年度から市は指定管理者とともに市民サポーターの育成支援や組織充実を図
る。

4段階評価
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

長期優良住宅（認定件
数）

件
350

（H26 年度）
418 452 406 336 350

親との近居・同居等のた
めの住宅購入支援件数

件
0

（H26 年度）
0 23 35 26 100

空き家利活用実績（北
部地域を含む）

件
0

（H26 年度）
0 0 3 3 13

犯罪発生件数 件
1,758

（H26 年度）
1,748 1,664 1,370 1,191 1,670

空き家対策件数 件
19

（H26 年度）
4 4 1 1 9

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

○長期優良住宅の認定件数は減少したが、既認定住宅の維持保全を適切に実施
することが重要であることからその啓発に取り組んだ。
○住宅購入支援については、申請対象要件の緩和や宅建業界団体の研修会に
て広報するなどの活動に取り組んだ。
○空き家の利活用を前提に貸したい・借りたいシステムの新規登録はなかったが、
空き家セミナーを1回、出前講座を1回行い、個別相談を継続した。
○犯罪を未然に防止し、市民の日常生活の安全を確保するため、市域全体を見
据えた主要幹線と生活道路が交差する箇所を中心に、平成28年度から4箇年の計
画で市が設置・管理する防犯カメラ（安全・安心カメラ、最大280台）整備事業に着
手し、平成30年度末で約200台設置、運用開始している。

○長期優良住宅については、維持管理について啓発を行うとともに、維持保全の
状況について報告を求めることで、良質な住宅ストックの形成と市民意識の醸成に
効果があった。
○セミナー等で所有者の責務の周知、管理促進のアドバイスを行った。
○個別相談において、前年度より継続して危険と思われる空き家が1件撤去され
た。
○防犯カメラの設置について、最小の経費で最大の効果が得られるよう必要最低
限の設置に努め、令和元年度に最終合計230台の整備を予定している。

（１）地域を支える基盤の整備

３－（１）－③

都市整備部、都市安全部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

4段階評価 Ｃ

－

具体的施策

③良好な住環境の整備

◇新たな市内転入者を積極的に呼び込むため、各種住宅購入に係る支援を行うほか、転入者が住みつづけたい
居住場所となるよう、ライフスタイルに応じた住宅改修やリノベーションが進められる支援を行うとともに、空き家情報
を公開し利活用を推進します。
◇犯罪抑止効果のある防犯カメラの設置、特定空き家の対策等、良好な住環境整備を進めます。

KPI

＊各種住宅支援体制の確立
＊空き家（廃屋）解消
＊防犯カメラの設置

＊長期優良住宅の認定
＊若年世帯への住宅購入支援
＊親との近居・同居のための住宅購入支援
＊住宅改修やリノベーションに関する助成制度の斡旋

総合評価

外部有識者意見

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

今後の課題と改善策など

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

○長期優良住宅については、住宅購入予定者へ長期優良住宅のメリットについて
広く周知する必要がある。
○住宅購入支援だけでは、市内転入のきっかけにならなかった。市内転入の促進
には、他市より充実した子育て支援など庁内の連携した取組が必要と考える。
○貸したい・借りたいシステムの利用促進について強化する必要がある。
○市が設置する防犯カメラと地域が設置する補助カメラとの連携により市域全体の
防犯力が強化されるため、補助カメラの設置促進を図る必要がある。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

国民健康保険特定健
康診査受診率

％
38.5

（H26 年度）
38.7 38.0 38.0 38.1 60

市民アンケートの「意識
的に健康づくりに取り組
んでいる」市民の割合

％
54.0

（H26 年度）
- 57.5 － 52.5 54以上

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

具体的施策

①地域の健康づくりの推進

◇市民が地域のなかで健康に暮らすことができるよう、各種健康診査の受診促進を図るとともに生活習慣病の重症
化予防のための保健事業を充実するほか、市民が健康づくりに積極的に取り組むことができる地域の健康づくり活
動や介護予防活動を支援します。

＊特定健診やがん検診の受診促進
＊保健事業の充実
＊地域の健康づくり活動の支援
＊介護予防活動の支援

KPI

総合評価

外部有識者意見

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○特定健康診査受診率は横ばいで推移している。健康センターでの健診につい
て、平成30年9月からＷｅｂ予約を導入した。
○乳がん検診、子宮頸がん検診については、年齢や過去の受診歴を考慮して受
診勧奨を行った。
○「いきいき百歳体操」のグループの構成人数を10人以上から5人以上へと変更
し、市民が気軽に取り組めるようにした。

効果があった取組など

○乳がん検診の受診者数は増加したが、対象者が増えたため、受診率は平成29
年度実績から0.4ポイント減少した。子宮頸がん検診は、受診者数・受診率とも増加
した。
○いきいき百歳体操は、市内の理学療法士や作業療法士の協力を得て、一部の
グループに体操指導を行い、効果的な体操や介護予防の意識啓発につながり、市
民から好評を得ている。また、グループ数は平成29年度の101から127へ増加した。

今後の課題と改善策など

○75歳以上の高齢者に対する保健事業を、国保や介護保険の事業と一体的に実
施するよう関係法案が改正され、高齢者の医療・健診・介護情報を一括して把握で
きるよう規定の整備等が行われている。
○今後は、これらのデータを分析し、運動、口腔、栄養、社会参加等のアプローチ
により、フレイル予防の取組を広げていくことが求められており、本市においても、
健康福祉部内で課を横断したプロジェクトチームを立ち上げ、検討を始めている。

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

（２）安全で安心、快適な暮らしの提供

３－（２）－①

健康福祉部　市民交流部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

4段階評価 Ｃ
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

市民アンケートの「宝塚
市内に住み続けたい」
と思う市民の割合

％
79.8

（H26 年度）
－ 81.3 － 77.1 79.8以上

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

具体的施策

②エイジフレンドリーシティの推進

◇住み慣れたまちで生涯を過ごすことができるよう、これまでの市の取組を高齢者目線で見直すとともに、高齢者
による多様な社会参加を促すため、「エイジフレンドリーシティ行動計画」を策定し、取組を推進します。

＊超高齢社会に対応したまちづくりの推進

KPI

外部有識者意見

4段階評価

令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

（２）安全で安心、快適な暮らしの提供

３－（２）－②

主な担当部　　                 健康福祉部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○平成29年度に行ったワークショップ参加者に公募市民を加えて、エイジフレンド
リーシティ推進に向けた市民との協働の取組である縁卓会議を立上げ、3つの部
会(健康いきがい就労部会、居場所部会、広報情報部会）に分かれて活動を開始
したほか、市民、職員向け講演会を開催した。
○平成29年度Yahooとのコーポレートフェローシップを経て、平成30年度は庁内で
総務省によるオープンデータアカデミーを開催するとともに、地域共生に向けて本
市と共通のアプローチ手法を実践する豊中市福祉部局、子ども部局とともにデー
タ活用の勉強会を開催した。また、近畿大学薬学部と連携協定を結び薬の多剤
処方のレセプト分析を実施した。

効果があった取組など

○健康いきがい就労部会では、シニアが身近な介護福祉施設で現場の若者を支
援しつつ、収入を得るモデル事業を立上げることで、介護人材不足に悩む現場の
支援とシニアの健康維持、経済活動の地域内循環の一助となった。また、これら
事業所を巻き込む取組を市民が主体的に企画し、行政が後方、側面支援する事
業モデルとなった。
○居場所部会では、子育て世代の市民が地縁団体の管理する会館などを使っ
て、子育て世代の居場所づくりをモデル的に開始し、フェイスブックで配信した。ま
た、兵庫県住宅部局とともに、県営住宅の一室や集会所を活用して、世代間交流
を目指すテーマ型活動者と地縁団体とのお互いさまの協働関係の構築に向けた
取組が始まった。

今後の課題と改善策など

○あらゆる人が日常生活で役割や生きがいを持って活躍することが超高齢、人口
減少社会への対処策になるとの考え方をエイジフレンドリーシティの取組を通して
周知していく必要がある。
○モデル事業として、健康いきがい就労の取組を保育園など他分野の事業所に
横展開を図るほか、居場所部会の活動を通して、世代間、分野間交流を育むため
の居場づくりのモデル化を目指す。
○お互いさまのまちづくりに向けて、市民や企業、行政などそれぞれの立場を超
えて意識をつなぐためのツールとなり得るデータの活用法について学んでいく必
要がある。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

自主防災組織活動率 ％
77.2

（H26 年度）
85.2 86 97 92 100

消防サポート隊の発隊 －
なし

（H26 年度）
- 創設 － - 創設

市内全24 時間コンビニ
エンスストア（現在52 店
舗）にAED を設置

店舗
20

（H26 年度）
30 40 50 55 52

雨水施設整備延長比
率

％
79

（H26 年度）
79.2 79.3 80.0 81.4 82.0

護岸改修延長 ｍ
500

（H26 年度）
587 717 778 828 750

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

３－（２）－③

都市安全部、消防本部、上下水道局施設部

－

外部有識者意見

4段階評価

令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

総合評価

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○活動率は、新規結成３団体を含め全240組織中、220組織の91.7％であった。
○消防サポート隊は、平成28年7月1日に発隊し、現在登録者数は35人である。
○24hAED事業は、新たに24時間の5店舗にAEDを設置し、55店舗へ拡充した。
○道路整備の進捗にあわせて雨水幹線を整備するとともに、低地帯の浸水対策
事業として排水施設工事に取り組んだ。
○平成30年度は約50ｍ（滝本川）の普通河川護岸改修工事を行った。

効果があった取組など

○リーダー研修会の開催、福祉施設との相互応援協定、防災資機材等の助成。
○サポート隊は、市総合防災訓練や消防署行事への参加、伝達訓練の実施。
○市内24時間営業の全55店舗へＡＥＤを設置し、救急講習の普及啓発を実施。
○(都)荒地西山線道路整備の進捗に併せ小林雨水幹線の排水施設工事を実施
したこと、また区画整理事業や阪急山手台住宅など開発事業の進捗により雨水施
設の整備延長比率が向上した。

今後の課題と改善策など

（２）安全で安心、快適な暮らしの提供

○各組織の人数や年齢構成に合った対応と、地域ニーズの把握と反映。
○サポート隊との更なる連携強化並びに新規隊員の加入促進。
○24時間営業店舗への継続設置。市内全域での救急講習と普及啓発。
○近年の雨の降り方が局地的で集中化しているため、引き続き、浸水被害の頻度
が高い地域の雨水排水施設の整備を促進する。
○平成30年7月豪雨で観音谷川、僧川、境野川等が被災した。市内には相当数
の普通河川があるため、河川の現状を把握し、適正な管理を行うためには河川管
理台帳の整備に早急に取り組む必要がある。

具体的施策

③災害に強いまちづくりの推進

◇平時より防火、防災、救命に対し、市民に自助共助の意識高揚を図るとともに、公助の責務として危機管理施設
や市民救護体制の充実など、緊急時に即時対応のできる環境整備を進めます。また、浸水被害の解消のため施
設の整備を行います。

＊被害や影響を最小限に抑えるための危機管理施設と情報伝達施設の整備
＊ 24 時間コンビニエンスストアへのAED（自動体外式除細動器）設置促進及び市民救護体制の充実
＊市民による消防支援体制の確立
＊浸水区域における雨水排水施設の整備
＊緊急度に応じた護岸改修の推進

KPI
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

議決機関のあるまちづ
くり協議会数

団体
9

（H27 年度）
9 9 9 9 20

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

令和元年度　外部評価対象外

（２）安全で安心、快適な暮らしの提供

３－（２）－④

市民交流部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

4段階評価 Ｂ

－

具体的施策

④豊かな地域社会づくりに向けた地域自治の確立

◇市民主体の豊かな地域社会づくりに向けて、まちづくり協議会と自治会の連携を促進するとともに、地域自治に
関わる様々な主体が地域のまちづくりについて協議する仕組みを構築します。

＊まちづくり協議会と自治会の連携の促進
＊地域の様々な主体がまちづくりについて協議する仕組みの構築
＊中間支援団体、事業者、事業者団体などとの連携による市民活動の支援及び育成

KPI

総合評価

外部有識者意見

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○まちづくり協議会と自治会の連携の促進及び地域の様々な主体がまちづくりに
ついて協議する仕組みの構築については、前年度に引き続き、まちづくり協議会
の定例会議に市民協働推進課の地域担当職員が出席するとともに、まちづくり協
議会のブログによる情報発信の支援を行ったほか、地域ごとのまちづくり計画見直
しに地域自治推進担当次長が地域に出向き協働で見直しを進めるなどの支援を
行った。また、まちづくり協議会を条例で位置付けることについて、協働のまちづく
り促進委員会において検討を進めた。
○市民活動の支援及び育成については、中間支援組織と連携し相談支援事業を
実施しており、平成30年度は544件（前年度は646件）の相談支援を行った。また、
きずなづくり推進事業では、平成30年度に8件の市民活動について補助金を交付
した。きずなの家事業では、平成30年度に申請があった1件は認定に至らなかった
が、既存の7件に補助金を交付することにより市民活動を支援した。

効果があった取組など

○地域自治の確立に向けて様々な支援を行うことにより、地域活動は活発化して
いることから、効果があったものと認識している。また、まちづくり協議会を条例で位
置付けることにより、活動がさらに活発になるものと期待している。

今後の課題と改善策など

○ＫＰＩに掲げる数値は前年度と変わりはないが、今後もまちづくり協議会の運営に
関するガイドラインを活用するなどにより「議決機関のあるまちづくり協議会数」の増
加を図るとともに、組織運営への若い世代や女性の参画を促進する。
○平成29年1月に決定した「地域自治の推進に向けての今後の取組」に掲げる項
目について、協働のまちづくり促進委員会や関係団体の意見を踏まえて着実に推
進することにより、まちづくり協議会の活動の活性化及び組織運営への幅広い世代
の参画等を図り、地域自治の確立を目指していく。また、市民活動の支援及び育
成に関しては、中間支援組織と連携した相談事業及びきずなづくり推進事業等の
補助事業について、取組内容を検証しながら継続的な支援を展開する。

4段階評価

39



平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

市民アンケートの「都市
景観」に関する現在の
満足度

％
30.3

（H26 年度）
－ - － 34.0 30.3以上

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

３－（３）－①

都市整備部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

（３）良好なまちなみと豊かな環境の保全

具体的施策
①良好な都市景観の整備と保全

◇都市景観の維持・形成にあたっては、市、市民及び事業者が連携し、協働で進めます。

－

＊景観計画特定地区の導入の推進
＊景観法に基づく景観重要建造物の指定
＊違反広告物の簡易除却及び是正指導の推進

KPI

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○景観については、景観計画特定地区の新たな導入はなかったが、きずなづくり
推進事業の行政提案型を利用し、市民との協働による景観活動を行った。また、
良好な景観の形成に重要な建造物として、景観重要建造物の指定についての協
議を行った。
○違反広告物の簡易除却及び是正指導の推進については、ボランティア活動団
体による除却活動と市の直接実施により3,024枚の除却を行った。

効果があった取組など

○景観については、きずなづくり推進事業の行政提案型を利用し、景観まちある
き、写真展、フォーラム、イベントなど市民が主体となり市との協働による景観活動
を行った。また、良好な景観の形成に重要な建造物として、景観重要建造物の指
定につながる手続きや協議を行った。
○屋外広告物については、市民ボランティアにより、違反広告物の簡易除却の活
動を7回行った。

今後の課題と改善策など

○今後も市民や事業者と協働して良好な景観形成に取り組む施策を推進していく
必要がある。
○また、景観、屋外外広告物ともに、地域住民や市民ボランティア団体の活動を
活性化するよう、継続的な活動支援を行う必要がある。

外部有識者意見
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

太陽光発電システム設
置件数（累計）

箇所
3,200

（H26 年度）
3,500 3,799 4,090 4,254 5,264

温室効果ガス排出量削
減（1990 年度比で2020
年度に22％削減）

t-
CO2

667,000
（H2 年度）

793,000 746,000 741,000 689,000 525,152

％ 自給率1.2 2.4 2.8 3.4 - 8.9

％
活用率10.4

（いずれもH26 年度）
12.0 13.8 13.1 - 20.9

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

今後の課題と改善策など

○再生可能エネルギーの推進については、講演会などの参加者が固定化してい
るとともに高齢化も進んでいる。若い世代や働き盛り、子育て世代の人の関心を呼
び起こし、参加できる切り口やテーマの設定を考えるとともに、啓発方法の工夫も
必要である。
○省エネルギーの推進については、省エネへの関心は高いと思われるが、東日
本の震災後、8年経過しており、多少マンネリ化しているため、家庭で省エネを楽
しく体験できるような取組を検討する。

３－（３）－②

環境部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

（３）良好なまちなみと豊かな環境の保全

○省エネルギーについては、高効率給湯機の買替を助成するとともに、ケーブル
テレビの啓発番組の制作・放送、市内で一番古い冷蔵庫を探すコンテスト、親子
で参加できるイベントの開催などにより、幅広い世代への啓発に努めた。
○再生可能エネルギーについては、住宅用太陽光発電設備の講演会の開催や
広報誌やホームページによるソーラーシェアリングのPRなど、太陽光発電設備の
導入推進を図るとともに、小水力やバイオガスなど、他の再生可能エネルギー導
入の可能性を探った。

具体的施策

②省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入

◇安全で安心、持続可能なまちづくりの推進に向け、節電の必要性や効果を市民と共有するとともに、公共施設
における省エネ化や再生可能エネルギーの利用を先導的に進めます。
◇民間施設の省エネ化支援、再生可能エネルギー導入を推進します。

＊公共施設の省エネ化（BEMS や省エネ機器の導入）
＊水道施設における太陽光発電や小水力発電などの活用

KPI

再生可能エネルギー自
給率及び活用率の増
加促進

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

○市内で一番古い冷蔵庫を探すコンテストは、取組の斬新さや最も初期の冷蔵庫
が発見されるなどの話題性からメディアに紹介され、多くの市民が家庭の省エネ
ルギーを考える機会となった。
○親子で参加する実験イベントは、省エネ・再エネの仕組みや効果を体感し、理
解できる内容で実施し、家族ぐるみでを省エネ・再エネを実践する機会を創出し
た。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

市民アンケートの「豊か
な自然環境が保全され
ている」と思う市民の割
合

％
55.2

（H26 年度）
- 60.9 - 56.5 55.2以上

市民アンケートの「自然
環境保全の活動に参加
している」市民の割合

％
6.9

（H26 年度）
- 7.8 - 30.3 6.9以上

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

３－（３）－③

環境部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

（３）良好なまちなみと豊かな環境の保全

具体的施策
③環境保全への啓発と支援

◇市民、事業者へ環境保全の意識啓発等を行うとともに、環境保全に関する活動団体の取組を支援します。

－

＊環境団体との協働により、環境活動の実践にむけた環境学習・教育活動の推進
＊環境活動に取り組む人・団体との情報交換や交流・連携の場の提供

KPI

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○平成30年度実施状況
　　ECO講座（全10回）　　22人参加　　　　　環境フォーラム（1回）　　　140人参加
　　生物多様性セミナー　79人参加　　　　　ホタル観賞の夕べ（2回）1,900人参加
　　環境バスツアー（2回）75人参加　　　　　環境ポスターの募集・表彰
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　505名応募　34名表彰

効果があった取組など

○ECO講座については、講座を実施する前に協議を行い、内容の充実を図ってい
る。
○環境フォーラムでは、「服と暮らしと自然のつながり」と題して、エシカルファッショ
ンについての講演や映画「トゥルーコスト」を上映したが、環境保全の面だけでなく
人権・経済・倫理というさまざまな課題がつながっていることを学ぶとともに服という
身近なところから暮らしのあり方を考え直す良い機会となった。
○生物多様性セミナーについては、親子で楽しめ共通体験ができる環境学習イベ
ントとなっており、好評である。

今後の課題と改善策など

○環境に対する関心の高さは、市民によって様々である。これまで様々な啓発事業
を実施してきたが、これからもより多くの市民に関心を持ってもらうことや今以上に高
い関心を持っていただくために、新しい切り口で多くの市民の参加を呼び込める内
容の検討が必要である。
○また、環境（特に生物多様性）については、幼い子どもの頃から関心を持ってもら
うことが有効であり、関係団体との協働により、今ある自然に触れ、それを維持して
いくことの大切さを知ってもらえるよう、教育機関等との連携を高め、環境学習の充
実を図っていく。

外部有識者意見
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

ごみ焼却処理量 ｔ
55,052

（H26 年度）
54,982 54,619 54,732

55,182
（暫定
値）

51,219

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

具体的施策
④ごみの発生抑制・再使用・再生利用（３Ｒ）の推進

◇ごみの発生抑制・再使用・再生利用（３Ｒ）を、市民・事業者・行政の連携により進めます。

＊ごみの発生抑制・再使用・再利用の推進

KPI

総合評価

外部有識者意見

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○ごみ排出に関する意識改革及びごみの適正排出を支援するための取組として
集団回収事業・分別収集指導・ごみゼロ推進員制度・ふれあいトーク・クリーンセン
ター施設見学・各種イベントでの啓発活動を実施した。
○ごみの適正排出に関する情報発信の充実として、スマートフォン用のごみ情報ア
プリの普及啓発を行った。
○資源ごみの抜き去り対策の取組として、事前パトロール実施型事業者直接収集
区域の拡大と市民からの通報による市職員の巡回指導を徹底した。
○現有処理施設の適正稼働を実施した。
○新ごみ処理施設整備に向けた整備基本計画を策定した。
○事業系ごみの発生抑制活動に取り組んだ。

効果があった取組など

○資源ごみの抜き去り対策の取組として、事前パトロール実施型事業者直接収集
区域を市域の20％から80％に拡大したほか、市民からの通報による市職員の巡回
指導の徹底により、資源化量を増やすことができた。
○クリーンセンター施設見学を継続的に実施することにより、ごみ処理事業の重要
性やごみの資源化の理解が深まり、ごみに対する意識改革ができた。
○地元住民に対し丁寧な説明を行い、現在地での建て替えを明記した新ごみ処理
施設整備基本計画を策定した。

今後の課題と改善策など

○景気動向に連動して事業系ごみの排出量の増加抑制が課題であり、改善策とし
ては引き続き事業者及び市民への３Rの啓発が必要であると考える。
○老朽化している現有処理施設を新ごみ処理施設が稼働するまでの間、安定的
に稼働させることが課題であり、改善策としては適正な維持管理と予防保全を実施
することと考える。

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

（３）良好なまちなみと豊かな環境の保全

３－（３）－④

環境部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

4段階評価 Ｃ
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

北部地域の世帯数 世帯
1,132

（H26 年度）
1,120 1,104 1,107 1,101 1,132

北部地域における空き
家利活用実績

件
0

（H26 年度）
0 0 3 3 3

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

効果があった取組など

今後の課題と改善策など

具体的施策実現のために
取り組んだこと

○各種会合にて、地元団体（自治会）へ空き家の利用相談に対応する旨の呼び
かけを継続した。
○住民ニーズの把握に努め、北部地域まちづくり基本構想の方針に沿って、各施
策の実現に努めた。また、施策の一つである土地利用規制の弾力化については、
北部地域における土地利用に関する新条例及び北部地域土地利用計画を策定
した。

○相談案件は無かったが、地域内で移住受入れの勉強会や空き家活用登録制
度の立ちあげ検討など、話し合いが開始された。
○施策の一つである土地利用規制の弾力化について、地元協議会への協議や
住民説明会、庁内関係課との協議を重ね、北部地域における土地利用に関する
新条例及び北部地域土地利用計画を作成するなど、北部地域の土地利用規制
の弾力化に係る制度を策定することができた。

○市が把握した新規居住世帯が3件あり、地元でも空き家活用に関する新たな組
織作りについて検討が開始されている。今後も居住者の増加をめざし、地元を支
援しつつ連携を保ちながら相談体制を維持する。
○「北部地域まちづくり基本構想」に沿って各種施策を進めるにあたり、市民との
協働及び庁内間の調整が必要である。特に土地利用規制の弾力化に関しては、
商工、農政、観光との十分な連携に加え、地域住民の意向や理解が必要である。

３－（４）－①

都市整備部、都市安全部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

（４）北部地域のまちづくり

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

令和元年度　外部評価対象外

総合評価

4段階評価 Ｃ

具体的施策

①市街化調整区域における都市計画制度の弾力的運用と空き家活用

◇北部地域における居住者の増加をめざし、ＵＩターン等を促進し、転入者等の居住場所を確保するため、空き
家の活用や都市計画制度の弾力的運用に取り組みます。

KPI

＊空き家の活用
＊市街化調整区域における都市計画制度の弾力的運用の推進
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

市民アンケートの「安
全・都市基盤（道路・交
通）」に関する現在の満
足度

％
14.3

（H26 年度）
－ － － 15.3 15.3以上

改良計画区間
（3,510m）の整備延長

ｍ
1,010

（H26 年度）
1,010 1,230 1,707 2,094 2,527

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

（４）北部地域のまちづくり

○公共的活動の拠点施設の見直しについては、自然休養村センターを廃止して
北部地域に所在する出先機関を集約する整備方針を定め、次年度の耐震改修工
事着手が決定した。
○道路改良の整備延長(KPI)について、計画に従い道路改良事業を施行し、市道
1508号線は150ｍ、市道1509号線は237ｍ、併せて387ｍ整備した。
○公共交通ネットワークの再編に向けて、地元住民で組織する西谷公共交通対策
会議において、バス路線網や運行本数、運賃等課題解決に向けて協議を継続し
ている。その中で、要望の多い朝の通勤通学時間帯の増便に対して目標値を掲げ
ながら試走を実施したが、目標値には至らなかったため、実現していない。

効果があった取組など

○公共施設を廃止するために地域住民と対話を重ね、地域活動の場の移転に対
して相互理解の下、工事着手の目処を立てた。
○道路改良の整備延長については、ほぼ計画通りに順調に推移している。また、
新名神高速道路と関連する一般道の改良が完了したことが、市民アンケートの満
足度を押し上げる要因の一つになったと考えられる。

今後の課題と改善策など

○拠点施設の見直しでは、遅延なく工事を進め、令和2年度には災害対応や日常
業務において初期の目的が達成されるよう確実に準備を整える。
○道路整備は、順調に推移しているが、次期計画期間中も着実に事業を継続し、
早期に計画区間3,150ｍを完成させる必要がある。
○公共交通については、要望の強さと実態が乖離している原因などを追究しつつ
更に効率的で利用者満足度の高い運行をめざす。

３－（４）－②

産業文化部、都市安全部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

令和元年度　外部評価対象外

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

総合評価

具体的施策

②北部地域における拠点機能の見直しと公共交通網の再編

◇北部地域の活性化に向け、市民活動や行政活動の拠点機能を見直し、効果的・効率的なサービスを展開しま
す。併せて、地域住民の利便性向上のために交通結節点機能の向上や周辺集落との公共交通ネットワークを再編
します。

＊公共的活動の拠点施設の見直しと効果的　・効率的なサービスの展開
＊交通結節点機能の向上
＊公共交通ネットワークの再編

KPI

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

認定農業者数 人
21

（H26 年度）
20 19 9 15 25

新規就農者数 人
1

（H26 年度）
2 4 1 1 各年度2

玉瀬地区ほ場整備の
進捗率

％
52.5

（H26 年度）
80.5 85.9 92.3 100

Ｈ30年度
完了

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

－

令和元年度　外部評価対象外

３－（４）－③

産業文化部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

（４）北部地域のまちづくり

KPI

具体的施策

③農産物の生産量増加と地産地消の推進（施策２－（２）－②再掲）

◇農業の担い手や新規就農者への支援拡充、集落営農など、農作物を安定供給できる生産体制づくりを支援し
ます。また、地域性を生かした特色ある農産物づくりや販路拡大への支援、地産地消の拡大などに取り組みます。

＊農業の担い手や新規就農者への支援
＊地元農産物の学校給食への供給や地元での販路拡大支援、収穫体験ツアーなど地産地消の拡大

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

総合評価

4段階評価

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

今後の課題と改善策など

○後継者不足による農業者の高齢化は一層加速している。令和元年度には、新
規就農希望者の研修施設として、西谷地域にビニールハウスを設置する。
○収穫体験ツアーの人気は高いものの、リピーターが増えている。事業を見直し
て、新たな参加者獲得に繋げる。
○学校給食の食材に昨年度、太ねぎを導入した。令和元年度には、レタス、イチ
ゴ、黒豆の使用を検討している。

Ｂ

○本市での就農希望者に対しては、貸付希望等がある農地に現地案内する等丁
寧な対応に努めた。
○集落営農化を目指す集落とは、県とともに協議を行ったほか、補助制度の活用
を勧めた。
○認定期間が満了した農業者に対して、改めて認定農業者のメリットを説明する
など勧奨活動を行った。

○オリーブ栽培を志す農業者1名が、西谷地域で新たに就農した。
○上佐曽利営農組合が設立されたことで、本市内での集落営農組合は4団体と
なった。
○収穫体験ツアーには、市民80名が参加。参加者の満足度は高かった。
○農業者が小中学校で講演する「ゲストティーチャー」を9回実施（平成29年度は4
回）。収穫仕立ての野菜を生徒、児童が触れる機会をつくった。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

農業振興施設の来場
者

人
60,438

（H26 年度）
62,243 56,226 50,302 47,202 64,000

市民農園利用者数 人
490

（H26 年度）
514 523 539 544 580

ダリア園入園者数 人
2,313

（H26 年度）
4,768 5,264 2,814 5,059 5,300

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

３－（４）－④

産業文化部

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

（４）北部地域のまちづくり

－

令和元年度　外部評価対象外

具体的施策

④身近に農業や花きの魅力に触れる機会の提供（施策２－（２）－③再掲）

◇西谷の農作物やダリア、牡丹、山本の植木など、地域資源の充実と施設間の連携や参加型・体験型農業の拡
充による地域の魅力向上を図ります。
◇特産品や加工品の開発等に向けた取組の支援による地域農産物のブランド力の向上を図るとともに、新名神
高速道路SA での販売、ＰＲによる魅力発信に取り組みます。

＊園芸関連施設や農業振興施設等の充実と各施設の連携強化、魅力向上
＊市民農園や収穫体験など参加型・体験型農業の推進
＊特産品や加工品の開発に向けた取組や販路拡大、設備投資への支援
＊新名神高速道路SA における農作物、加工品の販売及びスマートIC 利用促進
＊ダリア、牡丹などの花きの普及促進

KPI

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

総合評価

4段階評価

具体的施策実現のために
取り組んだこと

効果があった取組など

今後の課題と改善策など

○植木事業者が中心となる木接太夫ブランド協議会の活動が活発化していること
から、本市植木産業の伝統を伝える取組や植木産業の振興に資する施策の展開
を検討する。
○農業者の減少に加え、猛暑や台風の影響により販売農産物が減少している。
○宝塚名産の黒枝豆を宝塚北サービスエリアで販売し好評を得ていることから、Ｊ
Ａとも協調して販売機会を増やしていくことが必要と認識している。

Ｃ

○木接太夫ブランド協議会と協調して、本市の植木産業の歴史等を伝える接木体
験会等を開催した。
○地方創生推進交付金を活用し、長谷牡丹園では園内のバリアフリー化、牡丹・
芍薬の補植、牡丹育成の技術者の招へいに取り組んだ。
○ダリアによる花飾りを、植木祭りや宝塚北サービスエリアで実施し、来訪者にダリ
アの魅力を知っていただいた。

○木接太夫ブランド協議会では、活動のシンボルとなるロゴマークを制作したほ
か、関連商品の開発を行った。また、市内小学校2校において、課外学習として接
木学習会を開催した。
○経年に亘るダリア園の周知活動により、入園者数は増加している（台風被害等
により9日間の閉園有）。また、新たに、ダリア生産に関わる農業者も増加してい
る。
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平成30年度　　夢・未来 たからづか創生総合戦略 評価シート【具体的施策】

主な担当部

基本目標

基本的方向

主な事業の内容

ＫＰＩ 単位 基準値 H27 H28 H29 H30 Ｈ31 目標値（Ｈ31）

自然体験活動事業の
参加者（自然の家主催
事業参加者数）

人
1,253

（H26 年度）
1,412 343 1,946 2,410 2,500

　外部有識者の
　意見を受けて
　の対応

※4段階評価について
　Ａ：非常に効果があった　　Ｂ：相当程度効果があった　　Ｃ：効果があった　　Ｄ：効果がなかった

３－（４）－⑤

社会教育部

○宝塚自然の家は、平成27年度末をもって休所しているが、平成30年度は日・祝
に限り、施設を一般開放し、10月以降は臨時職員を雇用し管理運営を行ったほ
か、利用希望の多かったアスレチックコースの点検を行い、コースの一部を改修し
た。
○地元住民や宝塚自然の家に関わりのある市民活動団体の協力を得ながら、ギフ
チョウ観察会をはじめ、地域や市民活動団体による西谷野菜を使った野外炊飯や
自然観察会などの自然体験活動事業のほか、親子で楽しむキャンプファイアーを
開催した。
○馬とのふれあいを通じて生きる力を育むため、子どもたちと特別支援学級に在籍
する市内中学校３年生を対象に乗馬セラピーを実施した。

効果があった取組など

○幼少期から親子で自然とふれあう機会を多く体験することは、五感を刺激し、豊
かな感受性や好奇心を育むことができる。宝塚自然の家の環境を生かした自然体
験活動やアスレチックの活用は、心身ともに健やかな子どもたちの健全育成の契機
となっている。
○様々な体験活動は、関係団体や地域住民の協力で実施しており、市民との協働
の実践を行うことで地域住民の施設への愛着心が高まっている。
○兵庫県レッドデータＢランクに指定されている日本の本州にしか生息しないギフ
チョウの繁殖活動を関係団体と協働で行い、ギフチョウ観察会を行うなど環境学習
の実践の場として活用し、子どもたちは生きたギフチョウに触れることで命のつなが
りや自然保護への関心の高まりなどの効果があった。
○小学校3年生の校外学習で利用した子どもたちは、昔の里山の暮らしの学習や
自然の中で仲間と群れながら遊ぶなど、日常から離れた異空間での思い出づくり
の効果がある。
○自然の中でのびのびとした乗馬セラピーを体験することで子どもたちが笑顔で馬
と触れ合うことができた。さらに特別支援の中学校3年生では、精神面や身体面へ
のセラピー効果があり、子どもと保護者から大変よかったとの感想を得ている。

－

（４）北部地域のまちづくり

３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」

令和元年度　外部評価対象外

今後の課題と改善策など

○市の財政が大変厳しい状況にあるが、本館の耐震補強と老朽化した部分の修
繕、老朽化した水道管の更新などの施設整備を行い、できるだけ早期の再開に向
けて取り組む必要がある。
○アスレチックなどの整備に関して、森林環境譲与税の活用を検討する。
○自然の家の活用方法等については、引き続き宝塚自然の家部会で検討するとと
もに、令和元年度は冬季を除く日曜、祝日に限り、自然の家を暫定的に一部開放
する。
○自然体験等の事業プログラムについて、地域や関係団体と協働で実施し、あわ
せて施設の管理運営についても検討を積み重ねていく。

外部有識者意見

4段階評価 令和元年度　外部評価対象外

総合評価

具体的施策

⑤自然体験活動等の学習機会の提供

◇西谷の豊かな自然の中で、自然に親しむ心を育むため、野外活動、自然体験、自然環境学習などの学習機会
を提供します。

＊宝塚自然の家の整備
＊宝塚自然の家での自然体験、環境学習の推進

KPI

4段階評価 Ｂ

具体的施策実現のために
取り組んだこと
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地方創生推進交付金　評価シート（総括）

（１） （２） （３） （４） （５）

基準値 目標値 単位 目標年月 実績値 事業効果 内容
課題・苦労の

有無

課題・苦労に対する取組中
における修正・改善

※左記①の場合に記載
事業の評価 外部有識者からの意見 今後の方針 今後の方針の理由

指標① 観光入込客数
8,550,571
（H27）

9,017,500 人 H31.3 11,789,116

指標② 外国人観光客数
18,291
（H27）

20,000 人 H31.3 16,265

指標③
市内年間商品販売額（卸
売業及び小売業を対象）

155,748
（H27）

155,898 百万円 H31.3 183,112

指標④

指標① 観光消費額
63,646,000

（H28）
65,748,000 千円 H31.3

64,877,000
(H29)

指標②
社会増減における転入超
過数

569
（H28）

1,229 人 H31.3 80

指標③
文化芸術に関連した市民
との協働事業数

149
（H28）

155 事業 H31.3 164

指標④

指標①
社会増減における転入超
過数

569
（H28）

1,229 人 H31.3 80

指標②
エイジフレンドリーシティ推
進員制度を活用して新た
に取り組む協働事業数

0
（H28）

7 事業 H31.3 3

指標③
「ソーシャルビジネス創業
支援講座」受講者における
起業者数

0
（H28）

10 事業者 H31.3 1

指標④

52,476,000 50,569,846

【事業効果】
①　地方創生に非常に効果的であった
②　地方創生に相当程度効果があった
③　地方創生に効果があった
④　地方創生に対して効果がなかった

【課題・苦労の有無】
①　課題・苦労があった
②　課題・苦労がほとんどなかった
③　課題・苦労が全くなかった

【事業の評価】
①　総合戦略のKPI達成に非常に有効であった
②　総合戦略のKPI達成に相当程度有効で
あった
③　総合戦略のKPI達成に有効であった
④　総合戦略のKPI達成に有効とは言えない

【今後の事業展開方針】
①　事業の継続
②　事業の発展
③　事業の改善
④　事業の中止
⑤　事業の終了

事業
No

（６） （７） （８） （９） （１０）

実績値を踏まえた事業の今後について

指標

交付対象事業の名
称

事業の概要
交付金
の種類

交付
決定額
（円）

1

地域資源を生かした
活力あるまち～宝塚
ならではの過ごし方、
楽しみ方の提案～

手塚治虫記念館等のインバウ
ンド対応を進めるとともに、地域
資源を組み合わせ、市民や事
業者、店舗等が一体となって、
魅力的なストーリー性のある「宝
塚ならではの過ごし方、楽しみ
方」を提案し、国内外の観光客
を誘客し、消費の拡大、商業の
活性化を図っていく。

地方創
生推進
交付金

28,387,000

実績額
（円）

本事業における重要業績評価指標（KPI）

①　課題・苦
労があった

　国内外からの観光客増に
向けて、各事業において、よ
り効果的な事業になるよう新
たな要素を取り入れたが、今
後も本市の魅力発信につい
て、各事業者と連携した取
組を進める必要がある。 ①：0名

②：6名
③：2名
④：0名

※2019/7/26
出席有識者数
8名

本事業終了後における実績値 事業を進める中での課題・苦労の有無 外部有識者からの評価

8,865,370
②　地方創生
に相当程度効
果があった

27,357,500
②　地方創生
に相当程度効
果があった

　手塚治虫記念館でのインバウン
ド対策として、映像部分で英語字
幕化や館内ガイド機能を充実さ
せた。また、囲碁の世界大会であ
る「ジャパン碁コングレス」の開催
や宝塚周遊パスの運用により国
内外からの観光客増に向けた取
組を行った。外国人観光客につ
いては目標を達成できなかった
が、観光入込客数については、
宝塚北サービスエリアのオープン
もあり、大幅に増加した。今後も
本市の魅力を発信し、観光客の
増及び観光消費の増による地域
経済の活性化につなげていく。

2

文化芸術を核とした
戦略的なプロモー
ションによる移住・定
住・交流促進～とき
めく日々がたからも
の。宝塚～

官民一体となった戦略的なプロ
モーションやイベントを通じた情
報発信を展開することで、「文
化芸術のまち」としての地域イ
メージを確立させていく。あわ
せて、文化芸術産業及び関連
産業の活性化等に取り組み、
「文化芸術」のまちづくりを推進
する。

地方創
生推進
交付金

9,020,000

○最も重要な人口増に結びつ
いていない。
○まちの魅力を強く広範囲に発
信するには、民間の力の活用が
必要である。
○シティプロモーション室又は
課を創設するべきである。
○中途半端な状態となってお
り、もう少し掘り起して戦略的に
考えてほしい。
○KPIに一定の効果が出ている
が、今後は情報発信の強化を
図る必要がある。
○せっかくこれだけ魅力ある資
源があるので、宝塚をもっとうま
くアピールしていっていただきた
い。
○公民協働で進展させなけれ
ばならない。
○ライフスタイルブックはとても
良かったので、今後も是非継続
してほしい。

①　事業の継
続

○多様な事業を連携すれば
もっと効果が上がると思われる。
外国人誘客が伸び悩んでいる
ため、効果的な施策展開が必
要である。
○観光資源の魅力アップに効
果があったと評価するが、今後
の展開について課題がある。
○宝塚歌劇をコアにしたアピー
ルも必要である。
○今後は地域内で経済が循環
する仕組みを考えていく必要が
ある。
○宝塚北サービスエリアがオー
プンしたことを活かし、今後も積
極的な地域経済の活性化に取
り組んでいただきたい。
○効果のある有効な施策は継
続してほしい。

①　事業の継
続

○多様な事業や施設間での連
携による国内外からの観光誘
客について、市国際観光協会
を中心に引き続き、方策を検
討し、取り組んでいく。
○歌劇をはじめとした観光資
源の魅力の再認識、再発見、
魅力発信について、今後も積
極的に取り組んでいく。
○観光誘客による経済効果に
ついては、観光施策の目的そ
のものであり、宝塚北ＳＡでの
展開を含めて、持続可能な方
策を検討し、取り組んでいく。
○公民連携、関係者間での連
携などにより、効果的な事業の
継続を目指していく。

合計

○シティプロモーションについ
ては、シティプロモーション戦
略で定めるターゲットである「ラ
イフスタイルに高い意識を持つ
女性」に向けた情報発信によ
り、効果的・効率的なPRが行え
るようその手法を研究するとと
もに、事業者や市民等との協
働を意識した事業展開を図り、
本市の魅力を戦略的にアピー
ルすることで人口増やまちの
活性化につなげていく。
○観光誘客イベントにおいて
は、今後も公民連携で魅力あ
る事業展開を図り、交流人口
増から定住人口増を目指して
いく。

3

エイジフレンドリーシ
ティの創造～市民の
参画・交流・活躍によ
る豊かな地域づくり
～

市民自らがまちの課題につい
て考え、決めて、行動する「地
域自治」確立のため、本市20の
まちづくり協議会の役割や活動
の周知、地域ごとのまちづくり
計画見直しに向けた支援等を
行うとともに、組織強化や連携
促進を図る。
また、高齢者をはじめあらゆる
世代にやさしいまち「エイジフレ
ンドリーシティ」を推進し、「お互
いさま」があふれるまちの実現
に向け、多様な主体が参加す
る推進体制づくりに取り組むとと
もに、地域の住民同士が助け
合い、支え合う仕組みや居場
所づくりを進める。

地方創
生推進
交付金

15,069,000 14,346,976
③　地方創生
に効果があっ
た

　まちづくり協議会ごとのまちづく
り計画策定支援策として、地域の
情報を集めた地域カルテを作成
するなど、地域住民の話し合いを
促すきっかけを提供し、住民自治
の推進のための支援を行った。
　エイジフレンドリーシティ推進員
制度を活用して新たに取り組む
事業については、前年度のワーク
ショップを基に公募市民による縁
卓会議を立ち上げ、3つの部会
(健康いきがい就労部会、居場所
部会、広報情報部会）に分かれて
活動を開始した。健康いきがい就
労部会では、シニアが身近な介
護福祉施設で現場の若者を支援
しつつ、収入を得るモデル事業を
立上げることで、介護人材不足に
悩む現場の支援とシニアの健康
維持を兼ねた生きがいづくり、経
済活動の地域内循環の一助と
なった。
　ソーシャルビジネスの創業支援
を目的として、ソーシャルビジネス
スタートアップスクールを実施し、
1名の方が起業した。

①　課題・苦
労があった

　本市らしい美しく洗練されたイ
メージで構成したライフスタイル
ブックvol.2を制作、配布した。PR
動画は約100万回再生するととも
に、全国広報コンクールで入選を
果たした。
　また、花のみち周辺で「宝塚ア
ニメフェスタ2018×ハロウィン」を
開催し、メインイベントとしてコスプ
レパレードの実施や宝塚ファミ
リーバーガーランドの同時開催に
より、4万人を超える集客があり、
本市観光の中心地の賑わいや活
気を創出した。
　引き続き、文化芸術を核とした
情報発信を行うとともに、文化芸
術産業及び関連産業の活性化に
取り組む。

①　課題・苦
労があった

　シティプロモーションに関し
ては、市外から人を呼び込
むためのPR媒体や手法の研
究のほか、効果的・効率的
に取り組むため庁内関係部
署とのさらなる連携が必要で
ある。
　観光施策（事業）における
目的は市内経済の活性化
（観光消費額増）であること
を共有したうえで、事業展開
を進めた。

①：0名
②：4名
③：4名
④：0名

※2019/7/26
出席有識者数
8名

　今後さらに続く少子高齢化
傾向と担い手が減少する社
会を見据えた場合、地域で
活動、活躍する人材の確
保、育成は、もっとも大切な
要素となる。
　行政においても人員の増
加は見込めないことから、こ
れまでのような行政完結型
のサービス提供手法から、
市民、事業者の力を借りつ
つ、市民の満足度を高める
まちづくり手法へと転換を図
る必要があるが、そのために
は、職員、市民、事業者への
意識改革、行動変容の呼び
掛けとともに、できるところか
ら少しづつ成功事例を積み
上げる必要があるため、取組
に対するスピード感を実感し
づらい現状がある。

①：0名
②：3名
③：5名
④：0名

※2019/7/26
出席有識者数
8名

○最も重要な人口増に結びつ
いていない。
○従来のボランタリーな「お互い
さま」より、事業化によるエイジフ
レンドリーシティを目指すべきで
ある。
○市民が主体で取り組む市民
意識の向上を図る必要がある。
○まだ実績が見えない。
○施策がKPIの成果にしっかり
結びついていない。
○宝塚という住みやすいまちづ
くりの支援に取り組むとともに、
産業の創出などまちの活気に
つながる取組を今後も期待す
る。
○公園の整備は今後も継続し
てほしい。

③　事業の改
善

○高齢化・少子化が進展する
中、持続可能なまちづくりをい
かに進めるかは市政運営にお
いて最も重要な課題であるが、
これからの社会を見据え、行政
だけでなく民間の人、場所、お
金、情報といった社会資源をま
ちづくりに最大限活用する仕
組みづくりが不可欠となってい
るため、住民主体のお互い様
の取組が、住みやすいまち、
住み続けたいまちづくりにつな
がるように、経済的な循環も視
野に入れながら多くの市民が
活動しやすい基盤（プラット
フォーム）を整備することを目
指していく。

 

資料５ 

①　地方創生に非常に効果的であった（全ての指標が目標値を達成するなど、大いに
成果が得られたとみなせる場合）

②　地方創生に相当程度効果があった（一部の指標が目標値に達しなかったものの、
概ね成果が得られたとみなせる場合）

③　地方創生に効果があった（指標達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よ
りも取組が前進・改善したとみなせる場合）

④　地方創生に対して効果がなかった（指標の実績値が開始前よりも悪化した、もしく
は取組としても前進・改善したとは言い難いような場合）

本事業における外部有識者からの意見を記載。

「有効であった」という評価の場合、本事業の良かった点は何か等、外
部有識者から評価された点等を記載。

「有効とは言えなかった」という評価の場合、本事業の何が良くなかった
のか、何が原因で、どのような改善策が考えられるのか等、外部有識
者からの意見を記載。

①　事業の継続（計画通りに事業を継続する）

②　事業の発展（事業が効果的であったことから取組の追加等更に発展させる）

③　事業の改善（事業の効果が不十分であったことから見直し（改善）を行う（または、行った）

④　事業の中止（継続的な事業実施を予定していたが中止する（または、した））

⑤　事業の終了（当初予定通り事業を終了する（または、した））

外部有識者からの評価をどう
受けて「今後の方針」欄の選
択としたのか、その理由を記
載。
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事業No．１
地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

（１） 業務委託料 15,972,120

２ スマートフォンアプリ作成費

（１） 業務委託料 7,992,000

３ 近隣飲食店舗とのコラボレーション

（１） グッズ制作費用 169,992

24,134,112

12,067,056

（１） 5,100,000

5,100,000

2,550,000

（１） 2,340,576

（２） 373,140

2,713,716

1,356,858

【手塚治虫記念館管理運営事業（インバ
ウンド等の推進）】
　館内映像の作品追加及びインバウンド
対応として英語字幕化を行うとともに、
館内のガイド機能や展示物に連動した機
能をもったスマートフォンアプリの開発
（多言語対応）を行う。また、近隣飲食
店舗とのコラボレーション企画を実施す
る。

12,085,000 12,067,056宝塚市

（ソフト事業） 　訪日外国人が多く来館する施設において、
日本語が分からない方でも内容を理解し、記
念館を楽しめるツールを充実させることが出
来た。また、飲食コラボノベルティ（コース
ター）については、当初作成数を大幅に上回
る人気を博し、飲食店舗とのコラボレーショ
ンの盛り上がりに大きく寄与した。より一層
の広報活動に努め、今後のインバウンド需要
をうまく取り込み、海外からの来館者数が増
加するよう努めていく。

１ 映像ホール作品追加・翻訳費

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　映像ホールの上映作品に、手塚治虫のアニメへの情熱が感じ
られる「実験アニメーション」を14作品追加した。手塚治虫記
念館でしか上映していないオリジナルアニメ3作品と合わせて
全作品を英語字幕化した。
　館内をより楽しみながら観覧して頂くツールとして、アプリ
を制作。多言語による館内ガイドや、写真機能を活用した遊べ
るコンテンツも充実させた。
　企画展「MACROSS:THE ART」の関連企画として、近隣飲食店
舗とのコラボレーションで、飲食をすればもらえる飲食コラボ
ノベルティ（コースター）を作成、配布した。

【実績】
飲食コラボノベルティ（コースター）3,700枚作成
最終配布数：10,842枚

　前年度の運用期間（10月～3月）に比べ、
11月～3月の実施と、1ヶ月短くなったが、パ
スの配布数・配布先の拡充・拡大により、利
用回数・売上実績・回遊率の全てにおいて前
年度実績を上回ることができた。
　経済波及効果が高いとされる滞在型ビジ
ターの獲得や市内経済の活性化等の事業目的
を達成することができた。

事業費計

宝塚市

【宝塚周遊パス事業】
　滞在型ビジターの増加を図るため、旅
行代理店と連携して、観光集客施設、飲
食・物販店等で利用できる「周遊パス」
を作成し、市内の店舗や観光施設、交通
機関や宝塚向け旅行商品購入者等に配布
する。

2,550,000 2,550,000

交付金実績額（事業費計×1/2）

　旅行代理店と連携し、市内の対象施設で料金割引等の様々な
サービスが受けられる特典付周遊パスポート「宝塚周遊パス」
を制作、発行し、観光客の来宝意欲の向上、経済波及効果が高
いとされる滞在型ビジターの増加、消費拡大による地域活性化
を促した。
　実施（配布）期間は平成30年11月1日～平成31年3月31日。

【実績】
配布数：45,000部（昨年16,000部）
参画施設：計74施設 ※うち48施設は特典（一部プレゼント
キャンペーン賞品）提供店舗。残り26施設は地図上に店舗名の
み記載。
（昨年37施設）
総利用者数：4,822人（昨年1,274人）
アンケート回収数：89件（昨年196件）
※今年度は賞品当選者（計136名）に対してのみ実施
（回収率65.4％）
参画店舗総売上（経済効果）：1,490,260円
（昨年1,348,110円）

（ソフト事業）

宝塚周遊パス事業補助金

宝塚市

【園芸振興事業（花き植木のまち魅力向
上事業）】
　市内の個人宅・事業者に庭を公開して
もらうオープンガーデンフェスタを開催
し、市民に花と緑に親しみをもってもら
う。

1,357,000 1,356,858

（ソフト事業） 　市に登録されている市民緑化団体は110団
体を超えており、緑化団体によるまちかど緑
化により、道路沿いや地域の花壇が花や緑で
彩られ、本市の魅力の一つとなっている。こ
れらの花壇をはじめとして、緑化団体以外の
市民も参加して、93箇所で市内外の方に花と
緑を楽しんでもらえるよう各庭園を公開し
た。
　市主催のバスツアーに加えて、旅行会社に
よるツアーの開催もあり、あいあいパークを
はじめ、開催地域の観光誘客に寄与した。
行政と地域住民、企業が一体となって花き植
木のまち宝塚をPRすることができた。

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

　約1,000年の花き植木の歴史を有する山本地区を中心に市内
93箇所で、個人や事業所の庭園を一般公開するオープンガーデ
ンを開催した。庭主が参加しやすいよう開催期間を前期と後期
に分けるとともに、後期はバラ庭園が参加できるよう開催日を
定めた。
　オープンガーデンのガイドブックを宝塚市役所内、各サービ
スセンター・サービスステーション（支所）、あいあいパーク
に設置。また、ラジオや地域情報誌で広報を行い、情報宣伝活
動を行った。

【実績】
開催期間：前期（4/26～4/28）後期：（5/20～5/22）
参加庭園数：93庭園
来場者数：8,000人
オープンガーデンフェスタガイドマップ：8,000部

１ オープンガーデンフェスタの開催

オープンガーデン普及促
進事業（指定管理料）
（その１）

オープンガーデン普及促
進事業（指定管理料）
（その２）

1,029,500

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

総事業費
※交付金以外含

56,775,000
交付決定額

(A)
28,387,000

実績額
（B)

27,357,500
過不足額
（Ａ－Ｂ)
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事業No．１
地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

1,029,500

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

総事業費
※交付金以外含

56,775,000
交付決定額

(A)
28,387,000

実績額
（B)

27,357,500
過不足額
（Ａ－Ｂ)

（１） 277,000

277,000

138,500

（１） 500,000

（２） 499,780

（ハード事業）

１ バリアフリー化工事

（１） 1,747,440

2,747,220

1,373,610

１ 南部地域における委託事業

（１） 3,486,240

２ 北部地域における委託事業

（１） 1,188,000

4,674,240

2,337,120

業務委託料（その１）

業務委託料（その２）

　栽培技術指導による牡丹・芍薬の開花期間
の延長等の成果が見られ、入園者アンケート
では例年より満足度が非常に高い結果となっ
た。
　園内のバリアフリー化により利便性が上昇
したことで、平成30年度の入園者数は前年度
比約15%増となった。

（ソフト事業） 　昭和4年から行われている本市のダリア球
根栽培は、全国の約4割のシェアを誇る地場
産業であり地域資源であるが、ダリアと宝塚
のつながりの認知度は高くなかった。
　本事業により、市内にむけて、宝塚のダリ
アを継続的にPRするとともに、宝塚北サービ
スエリアやSNSの活用により、市外へむけて
も積極的にPRを行ったことで、宝塚ダリア園
の来園者数は前年度より増加した。
　なお、平成29年度は甚大な台風被害によ
り、開園期間を大幅に短縮した。また、平成
30年度も酷暑と台風の影響により開園期間を
9日間短縮したものの、左記のとおりの来場
者数となった。

事業費計

【長谷牡丹園管理運営事業（長谷牡丹園
観光機能強化事業）】
　園内の植栽充実及び園路舗装によるバ
リアフリー化工事を実施し、農業観光施
設の核としての魅力増進を図る。また、
全国最大の産地である島根県大根島のJA
に技術指導を依頼し、栽培技術の向上を
図る。

1,500,000 1,373,610

（ソフト事業）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　長谷牡丹園の観賞魅力を高めることを目的とし、新たに芍薬
苗300株の増殖を行った。更に、日本有数の牡丹・芍薬の産地
である島根県松江市大根島よりJAしまねの技術者を4名招き、
栽培技術や庭園運営に関する指導を受けた。
　また、砂利敷きであった園路のアスファルト舗装（バリアフ
リー化工事）を行い、周遊の利便性拡大を図った。

【実績】
新規芍薬苗植栽：300株
栽培技術指導：3回実施（5月･9月･2月）
園路舗装：165.0㎡（アスファルト舗装）
　　　　　105.0m （縁石工）
来園者数：6,186人（平成29年度:5,372人）

　花の植樹に関しては、当日の植樹活動とは
別に広く地域内に募金を呼びかけ、多くの方
の賛同を得て、約250,000円の募金が集ま
り、次年度以降の活動の原資を獲得すること
ができた。
　宝塚北サービスエリアでの物産展開催につ
いては、NEXCO西日本やエリアの運営事業者
と調整し、エリア内の一角での継続開催に目
処を立てた。また、物産展に参加する事業者
も徐々に増え、商品数も増加傾向にある。

【新名神高速道路利活用等地域活性化推
進事業（「宝塚 花の里・西谷」推進事
業】
　宝塚北サービスエリア及び宝塚北ス
マートインターチェンジの供用開始に伴
い、名産品、観光ＰＲなど地域の魅力発
信を行い、「宝塚 花の里・西谷」ブラン
ドの基盤強化及び発展に向けた支援を行
う。

375,000 138,500 事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　新名神高速道路開通1周年を記念して、地域の有志や小中学
生約30名で宝塚北スマートインターチェンジ付近にササベザク
ラの苗木8本の植樹を行った。
　特産品・加工品販売促進を目的に宝塚北サービスエリアでの
物産展開催に係る、供用の什器類購入に対して補助を行った。

（ソフト事業）

「宝塚 花の里・西谷」
活動事業補助金

栽培技術指導手数料

芍薬苗購入（消耗品費）

園路舗装工事費

宝塚市

2,337,120 交付金実績額（事業費計×1/2）

　南部市街化区域では、あいあいパークにおいて、ダリアのプ
リザーブドフラワーやフラワーアレンジメント、ダリア花飾り
の展示を行うとともに、写真スポットを設置した。また、ダリ
アのフラワーアレンジメント講座やイベント会場にてダリアの
花じゅうたん体験を行い、ダリアと身近に触れ合ってもらえる
機会を提供した。
　北部西谷地域では、4地区でダリアの植栽と技術指導を行っ
たほか、宝塚北サービスエリアにおいても花かざりを設置し
た。また宝塚ダリア園では、「花釣り」や「花びらしおりづく
り」などのイベントを開催したり、写真スポットを設け、来園
者がダリアに親しんでもらえるよう取り組んだ。
　加えて、市役所を中心に市公共施設で切り花の展示を行い、
ダリアの魅力をPRした。

【実績】
ダリア花かざり：7個（プリザーブドフラワー含む）
ダリア花じゅうたん（秋の植木まつり）：約7,500本使用
公共施設等ダリア生け花飾り：約2,000本配布
宝塚ダリア園PR用チラシ：10,000枚
来園者数：5,059人（平成29年度2,814人、平成28年度5,264
人）

【ダリアで彩る花のまちづくり事業（ダ
リアまちなか普及事業）】
　地域資源としてのダリアＰＲのため、
ダリアの花の魅力を活かした情報発信や
花飾りイベント等を実施し、市内外に情
報発信を行う。
　また、宝塚ダリア園を観光農業施設と
して魅力ある施設へと充実を図り、来園
者の増加に結び付けるとともに、担い手
の育成を図る。

宝塚市 2,375,000

宝塚市
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事業No．１
地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

1,029,500

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

総事業費
※交付金以外含

56,775,000
交付決定額

(A)
28,387,000

実績額
（B)

27,357,500
過不足額
（Ａ－Ｂ)

（１） 1,350,000

（１） 583,200

1,933,200

966,600

（１） 2,400
（２） 48,000
（３） 324,000

374,400

187,200

（１） 234,800

（２） 118,265

353,065

176,532

　宝塚自然の家の活用方法等について、地元
や関係団体と検討を行うとともに、自然体験
等の事業プログラムの試行を効果的に実施す
ることができた。

　宝塚自然の家において、地元や関係団体と協働で、ギフチョ
ウ、ハッチョウトンボ、星空などの観察会や、自然クラフト、
地元の野菜を使ったアウトドア体験などの体験活動の機会を提
供した。

【実績】
イベント参加者数：2,504名

業務委託料

業務委託料

施設使用料

業務委託料
車両借上料

試行プログラム実施に係
る協力

試行プログラム実施に係
る消耗品費

（ソフト事業）

宝塚市

【宝塚自然の家利活用推進事業】
　平成30年度の再オープン、以降のリ
ニューアルオープンに向けて、有識者か
らの意見聴取、プログラムの試験的開催
に取り組む。

220,000 176,532

宝塚市

【自然休養村運営事業（観光農業推進事
業）】
　収穫祭の開催や新名神高道路の開通に
係る案内看板の設置により誘客増のため
の施策を実施する。
　また、地産地消の意識醸成のために収
穫体験の開催や学校給食で地元産野菜を
提供するなどの施策を実施する。

1,000,000 966,600

（ソフト事業）

１ 観光農業の推進

２ 地産地消の推進

（ソフト事業）

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

≪自休村管理運営指導委託≫
　収穫祭開催日数を1日としたため来場者数
は減少したが、長谷牡丹園の来園者数は
6,186人と前年度比約15%増加、ダリア花まつ
りも1,332人と平成28年度比約25%増加（平成
29年度は台風の影響により中止）した。
　また、西谷収穫祭や朝市の活動により、都
市住民に「地産地消」、「食の安全・安心」
の意識醸成が図れた。

≪地産地消委託≫
　親子収穫体験ツアー参加者へのアンケート
調査の結果によると、収穫体験に参加した子
どものうち約80%が以前よりも野菜を食べる
ようになったとの回答が得られたことから、
子どもたちを中心に農業や地産地消への関心
が高まったと言える。
　生産者が学校で授業を行うゲストティー
チャーでは、収穫直後の野菜を洗ったり、手
入れをするなど、日常生活では、生徒、児童
が行わないような農作業の一部を体験しても
らうことで、農業や地産地消に興味や関心を
持ってもらうことができた。

≪自休村管理運営指導委託≫
　北部西谷地域の豊かな自然を都市住民に提供するため、秋の
実りの時期に西谷で収穫祭を開催し、南部地域では、消費者と
生産者との交流を深める朝市等を開催した。
　また、観光農業推進を図るため牡丹園やダリア園の事業実施
に協力した。

【実績】
○観光農業推進事業
　・観光案内看板修繕
○特産物育成流通促進事業
　・宝塚朝市の開催：年間11回開催　来場者数8,767人
○集落活性化事業（西谷収穫祭）
　・開催日：11月3日（土）
　・来場者数：3,500人
　・その他：牡丹と芍薬まつり、ダリア花まつりへの協力

≪地産地消委託≫
　親子収穫体験ツアー（12月1日（土））を開催、80名の参加
者に農業を身近に感じてもらい、地産地消の意識醸成を図っ
た。
　学校給食では、生産者がゲストティーチャーとして子どもた
ちに授業を行ったり、学校調理員や栄養教諭にも農業体験指導
を行った。また、学校給食の新メニュー開発に向けて西谷産野
菜等の食材を提供した。

【実績】
○親子収穫体験ツアー
　・参加者の親子に対してお土産（西谷産野菜）を提供
○学校給食
　・ゲストティーチャー：小学校3校、中学校6校実施
　・農業体験指導：3回実施

　農業・園芸体験をとおして下記の交流を実施した。

【実績】
○親子収穫体験ツアー：大型バス借上料等
　・生産者の指導のもとに収穫体験をとおして交流
　・参加者：親子80人
○宝塚西谷を巡るモニターツアー：業務委託料
　・西谷の観光農園・伝統植物体験をとおして交流
　・田園や里山風景の広がる宝塚の体験型リゾート「西谷
　　地区」と題した案内チラシを制作・配布
　・参加者：18人

　親子収穫体験ツアーでは、定員を2割近く
上回る応募があり、抽選の結果28組80人の参
加があった。若手生産者の指導のもと、小学
生以下の子どもを中心に西谷の農業に触れて
もらい、地元農業への関心を高めてもらっ
た。

１ 農業・園芸体験交流事業

宝塚市

【農業・園芸体験交流促進事業（観光農
業推進事業）】
  市域北部の生産者と南部の都市住民及
び市内外の人的交流を促進し、農業・園
芸資源を市内外にＰＲし、地域産業の活
性化を図る。

250,000 187,200
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事業No．１
地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

1,029,500

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

総事業費
※交付金以外含

56,775,000
交付決定額

(A)
28,387,000

実績額
（B)

27,357,500
過不足額
（Ａ－Ｂ)

　宝塚自然の家の活用方法等について、地元
や関係団体と検討を行うとともに、自然体験
等の事業プログラムの試行を効果的に実施す
ることができた。

　宝塚自然の家において、地元や関係団体と協働で、ギフチョ
ウ、ハッチョウトンボ、星空などの観察会や、自然クラフト、
地元の野菜を使ったアウトドア体験などの体験活動の機会を提
供した。

【実績】
イベント参加者数：2,504名

宝塚市

【宝塚自然の家利活用推進事業】
　平成30年度の再オープン、以降のリ
ニューアルオープンに向けて、有識者か
らの意見聴取、プログラムの試験的開催
に取り組む。

220,000 176,532
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事業No．１
地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

1,029,500

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

総事業費
※交付金以外含

56,775,000
交付決定額

(A)
28,387,000

実績額
（B)

27,357,500
過不足額
（Ａ－Ｂ)

（１） 3,397,500

（２） 282,000

（３） 187,180

3,866,680

1,933,340

5,154,000

5,154,000

2,577,000

（ソフト事業）

1　大分市との文化交流事業

（１） 627,415

627,415

313,707

　平成28年の日本初開催から3回目を迎え、
前年度開催と比較すれば、費用面の関係から
会場規模の縮小、前夜祭を取りやめたことで
延べ参加者数は前年度を下回ったが、参加者
の国数は1増となり、イベントを通じてより
多くの国に対して本市をPRできたと考える。
また、ウェルカムサインを設置したことで、
周辺の歓迎ムードを醸成するとともに、これ
までイベントのことを知らなかった市民や通
行人に対してもPRを行うことができた。
　そのほか、海外の参加者を対象とした店舗
周遊企画では、市内での消費を促し、実際に
レシートを回収することで、海外の方が市内
で何を購入し、どの店を利用したか等のデー
タを取ることができたが、参加者が囲碁以外
のことに興味を示さなかったことや企画の周
知が不十分であったこともあり、海外の参加
者は55名程度となった。今後同類の企画を実
施する際は、海外の方に効果的な周知方法を
検討する必要がある。
　大会内でのスペシャルイベントではアジア
3か国からトップ女流棋士を招待したことも
あり、参加者の口コミやSNS、メディアを通
じて世界中の囲碁ファンに本市をPRできた。

１ 海外誘客事業補助金

旅費（大分）

旅費（首都圏）

観光宣伝事業補助金

　世界的な囲碁イベント「ジャパン碁コングレス」の開催（平
成30年（2018年）7月13日（金）～16日（月・祝））にあた
り、関連団体と連携してホストタウンとしての取組を行った。
また、各国から集まった参加者間の交流と周辺店舗の回遊を促
進する会場内通訳の手配や海外参加者の日本文化体験、新たに
会場周辺での歓迎サインの設置、市内店舗周遊企画等の取組を
行うとともに、誰もが気軽に参加できるサブイベントを実施
し、まちの賑わいづくりに取り組んだ。

主催：ジャパン碁コングレス2018in宝塚　実行委員会
会場：ソリオホール、宝塚商工会議所、男女共同参画セン
ター・エル

【実績】
来場者：4日間延べ約1,200人（前回：5日間延べ2,500人）
参加者国数：17の国と地域（前回：16の国と地域）

　平成30年10月20日、大分市内34会場、計約900人の出演者が
参加する「おおいた夢色音楽祭」に、ベガ ジュニア アンサン
ブルが出演。ガレリア竹町ドーム広場及び大分駅前の2会場に
てそれぞれ20分間で5曲を演奏した。インタビューでは、ベガ
ジュニア アンサンブルの活動の様子や平成24年に「災害相互
応援に関する協定」を結んだ大分市と本市の関係を紹介した。
大分市にゆかりのある滝廉太郎の曲「荒城の月」や手塚治虫に
ちなんだ曲「鉄腕アトム」等を演奏し、大分市との文化交流を
意識した演奏を行った。

【海外誘客事業（ジャパン碁コングレ
ス）】
　海外誘客に向け、日本文化として関心
の高い碁の大会「ジャパン碁コングレス
2018」を開催する。

2,577,000 2,577,000

（ソフト事業）

1,916,000 1,933,340

（ソフト事業）

業務委託料

　週末に往来の多い広場や駅前会場で、音楽
を通じた交流と大分市と締結している協定に
ついて大分市民向けにPRする機会が持てたこ
とは評価できると考えている。また、観光PR
についても、宝塚市の魅力を知ってもらう良
い機会となった。

　前年度と同様の横浜地域、大分地域にて実
施した。
　横浜地域ではイベントの参加者数も大幅に
増加し、令和元年（2019年）5月に実施した
横浜市のイベントにおいては、横浜市から招
待を受け、宝塚市からバラの寄贈を行うな
ど、本事業を通しての行政間連携が深まっ
た。
　大分地域では前年度に引き続き、船内イベ
ントを実施したほか、現地の百貨店の協力も
得たため、現地メディアの取材を受けるまで
となった。
　これらの取組により開催地での宝塚市の認
知度がより向上し、交流人口の増加に繋がっ
た。

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　観光協会が主体となり、首都圏での観光キャンペーンを横浜
市みなとみらい地区にて実施。また、大分での観光キャンペー
ンでは宝塚歌劇団OG、民間事業者と連携を行い、船内や現地百
貨店でのイベントを実施。大分地域でのメディア2社の取材を
受けた。遠隔地で本市のPR、イベントを実施することで交流人
口の増加を図った。

【実績】
○横浜地区
　・現地旅行代理店など参加者数：16団体47名（前年度13団体
42名）
　・一般参加者数：約1,000名（前年度約650名）
○大分地区
　・船内イベント参加者：約200名（前年度約200名）
　・百貨店イベント参加者：約300名
　・取材メディア：OAB（大分朝日放送）、OBS（大分放送）
　　※両社とも同日夕方のニュースにて放送。

宝塚市

宝塚市

【観光振興・宣伝事業（観光キャンペー
ン）】
　宝塚歌劇団等との連携により、首都圏
での観光キャンペーンを実施する。ま
た、宝塚歌劇OG、民間事業者（フェリー
会社）等との連携により、大分で観光
キャンペーンを実施する。

【文化振興事業（都市間交流誘客促進事
業）】
　本市と友好都市である大分市における
文化芸術交流及び誘客活動を実施する。

568,500 313,707

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

宝塚市
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事業No．１
地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

1,029,500

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～

総事業費
※交付金以外含

56,775,000
交付決定額

(A)
28,387,000

実績額
（B)

27,357,500
過不足額
（Ａ－Ｂ)

（ソフト事業）

（１） 1,686,435

1,686,435

843,217

（１） 576,720

（２） 496,800

1,073,520

536,760

　ガイドマップを契機として、掲載施設に訪
れる方も見受けられ、一定の集客効果があっ
たと考えられる。より多くの方に、文化財が
目に触れる機会をつくるため、引き続き、関
係団体や観光部門との連携を図る。

　市内の各スポーツ施設において、交流試合
を実施し、両市におけるスポーツを通じた交
流を推進させることができた。今後もスポー
ツ交流を柱とし、引き続き来訪される方々の
ニーズに対応し、姉妹都市である両市の相互
発展に寄与するよう活動を促進させていく。
併せて、来訪された方々に、再度宝塚市を訪
れてもらえるよう、姉妹都市相互の魅力を認
識してもらえるための取組を進めていく。

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　平成30年5月19日・20日、松江市からスポーツ愛好者58人、
役員19人が来訪し、宝塚市立スポーツセンター及び宝塚市立花
屋敷グラウンドにおいて、軟式野球、サッカー、サイクリン
グ、バドミントン、バレーボールの交流試合を行い、相互の友
情と親睦を深める場となった。

　「歴史さんぽガイドマップ」の多言語版（英語6,000部、中
国語（簡体字）3,000部、韓国語1,000部）を作成し、市ホーム
ページに掲載するとともに、公共施設や関係団体に配布し、情
報発信を行った。

【実績】
歴史さんぽガイドマップ：英語6,000部、中国語（簡体字）
3,000部、韓国語1,000部

松江市交流事業委託費

マップ印刷製本費

翻訳手数料

（ソフト事業）

宝塚市

【社会体育振興事業（都市間交流誘客促
進）】
　姉妹都市の松江市とスポーツ交流を実
施するとともに、誘客活動を行う。

846,500 843,217

宝塚市

【文化財保護事業（宝塚の歴史 魅力発信
事業）】
　平成29年度に作成した「歴史散歩ガイ
ドマップ」の多言語版を作成し、配布す
るとともに、市ホームページに掲載し、
情報発信する。また、作成したガイド
マップを文化財ガイドソサエティ等と連
携し、有効活用を図る。

28,387,000 27,357,500

767,000 536,760
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事業No．２
文化芸術を核とした戦略的なプロモーションによる移住・定住・交流促進～ときめく日々がたからもの。宝塚～

（１） 20,800

20,800

10,400

１

　

　

　
　
（１） 7,644,672

（１） 129,000

（２） 203,148

7,976,820

3,988,410

ソフト事業

（１） 627,000

627,000

313,500

ソフト事業

（１） 7,500,000

7,500,000

3,750,000

　イベントでもより多くの集客が見込める
“食”の要素を盛り込むことで幅広い世代の
集客を図った。また、コスプレパレードでは
ファミリー層の参加者が著増し、過去最高の
来場者数を記録した。近隣店舗にヒアリング
を実施した結果、対前年度同日売上比で約
150％を記録するなど、本事業が近隣に与えた
経済効果も大きかった。
　各イベントでは様々な団体と協力連携する
ことにより、それぞれのイベントの質を落と
さずコストの削減圧縮を可能とした。

　手塚治虫ゆかりの地である宝塚市で、アニメに関連したイベン
トを実施することにより、市内外からの来場者がアニメや漫画文
化に親しむ機会を作るとともに、会場となる宝塚駅、花のみち周
辺といった本市観光の中心的なゾーンの賑わいや活気を創出し
た。今年度は‟食”のイベントである宝塚ファミリーバーガーラ
ンドを実施し、より集客を図った。
　実施期間は平成30年10月25（木）～11月4日（日）。※メイン
イベントは10月27日（土）、28日（日）

【実績】
集客人数：42,300人（前年度16,898人）

　企業と交渉を行い、通常の広告掲載コスト
を大きく削減した。
　多様化する観光客に合わせ、様々なシーン
において本市が印象づくよう、効果的かつ広
域的な情報発信を行う必要があることから、
どの媒体がどれほど効果があるのか検討する
必要がある。

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　平成29年7月に、著名な劇作家・演出家であり、文化芸術や教
育の分野等の専門的な知識を有する平田オリザ氏に政策アドバイ
ザーに就任いただいた。
　新たな文化芸術センターについて、美術作品の展示機能だけで
なく、市民活動・交流機能を持つ複合施設として整備することの
意義や管理運営の考え方などについて助言をいただいた。

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　平成29年度に引き続き、「ときめきに満ちた日々」を送る4組
のライフスタイル等を紹介するライフスタイルブックvol.2を制
作・配布するとともに、周知ポスターを阪急神戸線・JR神戸駅で
2週間、JR大阪駅・JR三宮駅で4週間掲出した。また、阪急沿線情
報誌TOKK3月1日号にて2ページの特集を掲載する等、本市のPRを
行った。
　平成29年度に制作した本市の文化芸術都市のイメージを生かし
たシティプロモーション動画の15秒版をYouTube TrueViewで発信
した。
　宝塚大学の学生及び教員の協力のもと、インスタグラムに市の
PRに資する写真を投稿いただいている「たからづかなフォトグラ
ファー」との協働により、フォトブック「ときめく日々のたから
ばこvol.2　小さな発見」を制作、配布した。

【実績】
○ライフスタイルブックvol.2：40,000部
○YouTube TrueViewでの情報発信
　・15秒版を近畿、関東、東海地域で1箇月間
　・動画再生回数（平成30年度末時点）：約100万回
○フォトブック「ときめく日々のたからばこvol.2　小さな発
見」：3,000部

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

宝塚市

【観光振興・宣伝事業（アニメ・ハロ
ウィンによる文化芸術のまち発信）】
　花のみちライトアップを中心とした
「宝塚アニメフェスタ2018×ハロウィ
ン」を開催する。コスプレパレードやア
ニメ関連のワークショップなど、アニメ
のまちならではの企画を実施し、同時に
参加型イベントを地元の商工関連事業者
と連携して開催することで誘客と経済効
果を狙う。

3,750,000 3,750,000
交付金実績額（事業費計×1/2）

観光宣伝事業補助金

宝塚市
【観光振興・宣伝事業（観光PR）】
　紙媒体への特集等の掲載により、観光
PRを行い、誘客を促進する。

313,500 313,500

　ライフスタイルブックvol.2については、
vol.1に引き続き、宝塚市らしい美しく洗練さ
れたイメージで構成し、阪急沿線の主要駅や
多くの観光客等が訪れる大規模施設のほか、
ふるさと納税記念品にも同封し、市外に向け
て広く配布した。また、冊子の中で読者アン
ケートを実施したところ、内容について高い
評価をいただいた。
　YouTube TrueViewについても、1箇月間で動
画再生回数が約100万回に上り、広域において
宝塚市の魅力を発信できたといえる。また、
シティプロモーション動画については、兵庫
県広報コンクール（映像部門）において最優
秀である「特選」を受賞し、全国広報コン
クールにおいて入選を果たした。
　フォトブックvol.2についても、日々の生活
の中で発見したときめきの一瞬が詰まったも
のとなっており、多くの方から好評を得た
が、市外での配布が課題である。
　ライフスタイルブック、シティプロモー
ション動画、フォトブック等によって宝塚市
のイメージやブランド価値の向上を図ること
ができた。

２ フォトブックの制作

　観光イベント情報を紙媒体や観光協会HPにて発信。誘客の促進
を行った。

【実績】
○「旅と鉄道」平成30年11月号
　・配布部数：10万部
　・販売エリア：全国
○「遊・悠・WesT」平成31年5-6月号
　・配布部数：85万部
　・配布エリア：NEXCO西日本管内

観光宣伝事業補助金

宝塚市

【シティプロモーション推進事業】
　時代に即した総合的な情報発信の仕組
みを構築するとともに、市民等との協働
により地域イメージやブランド価値の向
上を図るため、官民一体となってシティ
プロモーションを展開する。

4,093,000 3,988,410

（ソフト事業）

10,400

（ソフト事業）

報償費

制作費

印刷製本費

業務委託

ライフスタイルブック、ポスターの制
作、紙媒体での特集等の掲載、シティ
プロモーション動画のYouTube
TrueViewでの情報発信（シティプロ
モーション推進業務委託）

　平田オリザ氏からの助言を参考にして、多
くの来訪者の交流・創造をもたらす場所とし
て、また文化芸術振興の拠点として「心豊か
な生き方」を提案できる運営を目指すことを
掲げた「文化芸術センター・庭園に係る管理
運営の基本方針」を策定した。

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 文化芸術を核とした戦略的なプロモーションによる移住・定住・交流促進～ときめく日々がたからもの。宝塚～

過不足額
（Ａ－Ｂ)

154,6309,020,000
実績額
（B)

8,865,370
総事業費

※交付金以外含
18,040,000

交付決定額
(A)

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

宝塚市

【企画調整事業（政策アドバイザー）】
　「文化芸術」の専門的な知識を有する
本市政策アドバイザーに、指導、助言を
受け、「文化芸術」のまちづくりを推進
する。

10,500
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事業No．２
文化芸術を核とした戦略的なプロモーションによる移住・定住・交流促進～ときめく日々がたからもの。宝塚～

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 文化芸術を核とした戦略的なプロモーションによる移住・定住・交流促進～ときめく日々がたからもの。宝塚～

過不足額
（Ａ－Ｂ)

154,6309,020,000
実績額
（B)

8,865,370
総事業費

※交付金以外含
18,040,000

交付決定額
(A)

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額 事業経費内訳 実施内容 評価

（１） 406,121

406,121

203,060

0

0

（ソフト事業）

1,200,000

600,000

0

0

　京阪神間の大学に在籍している外国人留学生を対象に、本市が
誇る日本文化「宝塚歌劇」の観劇料の一部（1人あたり1,000円）
を補助し、観劇した留学生にその素晴らしさを体感してもらっ
た。また、参加留学生からの口コミやSNSにより、母国の友人や
家族への情報発信を図った。実施日は平成30年11月17日（土）、
18日（日）、25日（日）、12月2日（日）の4日程。

【実績】
参加校数：11大学（前年度：11大学）
参加者数：296名（前年度：307名）
インスタグラムによる拡散数：フォロワー3,282人、いいね！629
人（前年度：フォロワー2,413人、いいね！288人）

　本事業については、「事業No.1地域資源を活かした活力あるま
ち」の「新名神高速道路利活用等地域活性化推進事業」に統合し
て執行した。

　過去に参加している大学からは喜ばれてお
り、前年同様11大学からの参加申し出があっ
た。参加留学生からアンケートをとった結果
は、概ね高い満足度を得ている。
　SNSにおける情報発信については、各国にお
いて主流となっている媒体は異なっているた
め、全ての参加者にSNSでの発信を促すのは難
しく、参加者を巻き込んだ効果的な拡散手段
の検討が必要である。

　窓口やホームページで制度についての情報
発信を行うとともに、関係機関と連携し出店
希望者への制度の周知を図っていく。

　商店街の空き店舗への出店する事業者に対する家賃補助制度を
実施したが、ギャラリーを設置する事業者からの申請はなかっ
た。

9,020,000 8,865,370

宝塚市

【新名神高速道路建設促進事業（新名神
高速道路活用魅力発信）】
　平成30年3月に供用を開始した新名神高
速道路のスマートインターチェンジ、
サービスエリアにおいて、道路会社と連
携し、特産品販売などのイベントを開催
し、同施設の認知度増を図るとともに、
本市の魅力をPRする。

0 0
交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

宝塚市

【学力向上推進事業（自己表現力向
上）】
　小学校の授業で、劇作家による演劇手
法を活用したワークショップを実施す
る。コミュニケーション能力や自己表現
力の向上を図るとともに、文化芸術に触
れる機会を創出する。

600,000 600,000

　普段の生活の中では、人間関係が固定化し
てしまい、それが原因で自己を表現すること
に抵抗を持つ子どもも少なくない。このよう
な状況の中、専門家による演劇的手法を活用
したワークショップを実施し、自己の内面を
表現することを通して、これからの時代を生
きる子どもにとって必要な基礎能力であるコ
ミュニケーション能力を培うとともに、自己
表現力の向上を図れ、文化芸術に触れるよい
機会となった。自己表現力ワークショップ実
施校において、児童の活き活きした活動の様
子が見られた。今後、引き続き、市内小学校
全校でワークショップを実施できるよう事業
を進める。

宝塚市

【商工振興事業（文化芸術産業等活性化
事業）】
　商店街の空き店舗へギャラリーなどを
設置する事業者へ家賃の補助を行い、文
化芸術産業や関連産業の振興を図る。

50,000 0
事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　市内小学校において、5年、6年生児童を対象に専門家による自
己表現力向上のためのワークショップを開催した。
　6人から7人のグループに分かれ、決められたテーマに即した対
話劇の台本を創作する。その後、役割分担を行い発表し合う。発
表後、対話劇を通してお互いに面白かったことや難しかったこ
と、不自然に見えたところ、気づいた点などの意見交換を行い、
交流を図った。
1,2校時：対話劇について
3校時：台本作成及び対話劇練習
4校時：発表及び評価・振り返り

【実績】
小学校6校、延べ13クラスで演劇ワークショップを実施

1,200,000演劇のワークショップ
に係る講師（劇作家）
派遣手数料

（１）

宝塚市

【海外魅力発信事業】
　大学と連携し、外国人留学生に宝塚歌
劇を観劇してもらい、日本が誇る舞台芸
術の魅力を伝えるとともに、留学生自身
によるSNSや口コミなどで広い情報発信を
図る。

203,000 203,060

（ソフト事業）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

海外誘客事業補助金
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事業No．３
エイジフレンドリーシティの創造～市民の参画・交流・活躍による豊かな地域づくり～

（１） 9,990,000

9,990,000

4,995,000

（１） 1,550,000
（２） 32,700

（１） 158,000
（２） 32,960
（３） 124,092

（４） 6,000

（１） 58,320

（１） 131,786
（２） 410
（３） 51,830

2,146,098

1,073,049

（１） 2,509,920

2,509,920

1,254,960

事業経費内訳 実施内容 評価

宝塚市

【住民自治組織支援事業】
　まちづくり協議会の取組を支援し、地
域自治の確立を図り、官民一体となった
総合的なまちづくりを推進する。
　まちづくり協議会の周知、組織体制の
強化、自己評価を行うとともに、まちづ
くり計画見直しにかかる地域課題の洗い
出しやまちづくり計画にかかるワーク
ショップの開催、まちづくり計画の策定
にかかるまちの将来像のとりまとめに取
り組む。

4,995,000 4,995,000

（ソフト事業）

事業費計

　地域ごとのまちづくり計画見直しは、平成
29年度から令和元年度にかけて行うこととし
ており、平成30年度中に実施を予定していた
支援事業については全て実施達成した。協働
のまちづくり促進委員会とともに作成した
「まちづくり計画見直しガイドライン」を基
に、地域自治推進担当次長が地域に出向き支
援する体制を構築し、地域と行政が協働で見
直しに取り組むことができた。来年度も引き
続き、見直し完了に向けて取り組むととも
に、冊子等を活用しながらのまちづくり協議
会の周知等、さまざまな方法で住民自治組織
を支援していく。

　地域ごとのまちづくり計画見直しのため、平成30年度は、ま
ちづくり計画見直しガイドラインの作成・印刷、現行の地域ご
とのまちづくり計画の検証、各まちづくり協議会でのまちづく
り計画見直し組織（部会等）の運営の支援、地域ごとのまちづ
くり計画に盛り込む具体的内容の整理、基礎的な資料「地域カ
ルテ」の充実を行った。

【実績】
地域ごとのまちづくり計画見直しを支援した協議会数：20協議
会
まちづくり計画見直しガイドライン：3,000冊

住民自治組織支援業務委
託費

宝塚市

【市民協働推進事業】
　協働のまちづくりを推進するため、官
民の取組内容の充実を図るとともに、普
及啓発を行う。
　協働を進めるための仕組みづくりの検
討を行うとともに、協働のまちづくりに
向けた市民・職員研修会、説明会の開
催、協働に関する冊子等の発行に取り組
む。

1,649,500 1,073,049

（ソフト事業）

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 エイジフレンドリーシティの創造～市民の参画・交流・活躍による豊かな地域づくり～

総事業費
※交付金以外含

30,138,000
交付決定額

(A)
15,069,000

実績額
（B)

14,346,976
過不足額
（Ａ－Ｂ)

722,024

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額

　協働のまちづくり促進委員会との協働によ
り、「まちづくり計画見直しガイドライン」
を作成した。市民説明会では、「協働の指
針」に基づく取り組みの進め方について普及
啓発を行うことが出来た。職員研修会では、
若手職員が地域に出向くことにより、地域活
動の内容を知り、協働の取組の進め方を学ぶ
ことが出来た。令和元年度も同委員会と協働
し、市民や職員に対して、協働による取組の
進め方について、引き続き周知を図り、協働
のまちづくりを継続して推進する。

　まちづくり協議会ホームページのポータル
サイトにおいては、情報発信支援によって、
16万強のアクセス件数となり、まちづくり協
議会広報活動の活性化につながった。ブログ
に掲載するスマホ写真の撮影方法講座を実施
するなどし、広報力向上につながるよう支援
を図った。令和元年度も様々な施策による支
援を継続していく。

　協働のまちづくりを推進するため、協働のまちづくり促進委
員会を開催した。平成30年7月30日および平成31年2月2日には、
協働の指針について市民に対する説明会を開催した。また、若
手職員がまちづくり協議会に出向く実地研修「地域活動きずな
研修」をはじめとする職員研修会を開催した。
　また、地域ごとのまちづくり計画見直しに関する共通の指針
として「まちづくり計画見直しガイドライン」の作成や、まち
づくり協議会を条例で位置付けることについて、さまざまな議
論を行った。
　さらに、協働に関する冊子として、宝塚市きずなの家PRパン
フレットを作成し、市内に7つあるきずなの家の周知等に向けて
取組を行った。

【実績】
協働のまちづくり促進委員会開催回数：13回
協働の指針市民説明会開催回数：2回
協働の指針市民説明会出席者数：40人
協働の指針職員研修会開催回数：28回
宝塚市きずなの家PRパンフレット：4,500冊

　まちづくり協議会ホームページのポータルサイトを運営し、
まちづくり協議会のブログによる情報発信について、面談や電
話による支援を行った。また、まちづくり協議会の活動の活性
化を図ることを目的とした広報等の企画として、ポータルサイ
ト内で訪問記『お出かけまちキョン』を掲載し、地域と活動の
魅力を伝えた。さらに、まちづくり協議会の広報力を向上させ
るための講座（情報発信及びスマホ写真講座）などを実施し
た。

【実績】
面談・電話による支援件数：39件
ホームページアクセス件数：167,944件
訪問記『お出かけまちキョン』記事回数：17回
情報発信及びスマホ写真講座参加者数：18人

１ 協働のまちづくり促進委員会の開催

２ 協働の指針市民説明会・職員研修会の開催

委員報酬
会議録作成手数料

一時保育手数料

啓発物（ポスター、チラ
シ等）印刷製本費

手話・要約筆記料
謝礼

宝塚市きずなの家PRパン
フレット

会議等における食糧費
写真焼き付け費
消耗品費

３　協働に関する冊子等の発行

４ その他

宝塚市

【市民活動促進支援事業】
　まちづくり協議会の活動の活性化を図
るため、広報活動に関する支援を行う。
　まちづくり協議会に関するホームペー
ジの運営
を行うとともに、まちづくり協議会への
ブログ等の運営に関する支援を行う。

1,255,000 1,254,960

（ソフト事業）

市民活動促進支援業務委
託費（情報発信等支援業
務）

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）
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事業No．３
エイジフレンドリーシティの創造～市民の参画・交流・活躍による豊かな地域づくり～

事業経費内訳 実施内容 評価

地方創生推進交付金　評価シート（個別事業）

交付対象事業の名称 エイジフレンドリーシティの創造～市民の参画・交流・活躍による豊かな地域づくり～

総事業費
※交付金以外含

30,138,000
交付決定額

(A)
15,069,000

実績額
（B)

14,346,976
過不足額
（Ａ－Ｂ)

722,024

(単位:円）

事業主体名称 事業名及び内容 交付決定額 実績額

１　講演会・職員研修

（１） 謝礼 120,000

（２） 手話・要約筆記料 73,950

（３） 消耗品 1,782

（４） 食糧費 2,250

（５） 会場使用料 58,887

２　エイジフレンドリーシティ推進事業

（１） 委託料 6,366,600

（２） 消耗品 3,460

（３） 印刷製本費 248,400

（４） 郵便料 4,343

（５） 食糧費 5,865

6,885,537

3,442,768

（１） 2,462,400

2,462,400

1,231,200

（ソフト事業）
（１） 984,798

（ハード事業）

4,699,998

2,349,999

　縁卓会議では、地縁団体で活動されている
方、子育てなどテーマを持って活動されてい
る方、元企業勤めの方などが混じり、話し合
いながらモデル事業を実施されている。
　「健康・生きがい就労」は、予想を上回る
反響があり、今後も、就労受入れ事業所の拡
大と、介護業界以外への展開を図っていく。
　「居場所づくり」では、月1回の開催を継
続し、市内で誰もが居場所づくりに取り組め
るように、ノウハウ等を継承できる仕組みづ
くりに取り組む。
　「広報・情報」では、市民や企業、事業所
などの活動を対象とした取材研修などを検討
し、WEBサイトを中心に、効果的な情報発信
の工夫を行っていく。
　次年度は交付金の最終年度となるため、交
付金終了後を見据えた、自走可能な仕組みを
検討していく。併せて、市民、企業や事業者
がこれまでから取り組み、活動されている実
践例を表彰、認定するイベントを実施するこ
とにより、互いの活動を認め合い、協力し合
うお互いさまのまちづくりの考え方を広く市
民に周知する。

宝塚市

【エイジフレンドリーシティ推進事業】
　高齢になってもいきいきと暮らせるま
ちづくりを実現するため、エイジフレン
ドリーシティの取組を推進する。

3,438,000 3,442,768

（ソフト事業）

宝塚市

【新事業創出総合支援事業】
　地域や社会課題をビジネスの手法を用
いて解決に取り組む「ソーシャルビジネ
ススタートアップ講座」を開催し、ソー
シャルビジネスの起業、成長を促進す
る。

1,231,500 1,231,200

（ソフト事業）

交付金実績額（事業費計×1/2）

　ソーシャルビジネス起業講座を受講した1
名の方が既に新たな起業に繋がっており、ま
た3名の方が具体的に起業準備中であり、起
業支援として一定の効果があったと評価して
いる。また、受講者からの講座に対する満足
度も高かった。
　今年度は、新たにソーシャルビジネスに取
り組む対象者のコミュニティを形成するた
め、交流会を開催した。この交流会では、
ソーシャルビジネスで重要となる参加者同士
のつながりを生むことに成功し、今後の起業
に向けての仕組みづくりや土壌づくりを行う
ことができた。

　宝塚NPOセンターに業務委託を行い、ソーシャルビジネスの起
業と成長を応援するため、ソーシャルビジネスに取り組む対象
者のコミュニティ形成、スタートアップスクールの開講、ソー
シャルビジネス成功事例視察等を実施し、事業化の応援や仕組
みづくりを行った。

【実績】
・ソーシャルビジネスに取り組む対象者のコミュニティ形成
　交流会の開催（1回）  参加者数：51名
・ソーシャルビジネス起業講座
　ソーシャルビジネススタートアップスクール（計4回）
　受講者数：18名
・ソーシャルビジネス成功事例見学会
　平成31年3月7日（宍粟町）

ソーシャルビジネス創業
支援事業業務委託料

2,349,999

　花のみち・さくら橋公園については、児童
向け遊具が充実し、遊具付近にベンチを設置
したこと、また、高齢者向けの健康遊具が新
しく設置されたことにより、幅広い年代が集
える公園になった。今後申請団体より、ミニ
運動会やペタンク競技など児童から高齢者ま
で参加できるイベントが開催される計画であ
り、より多くの地域住民に親しまれる公園に
なることが期待できる。
　北中山公園については、健康遊具の設置
や、講師を招いて定期的に開催される健康体
操教室によって、地域住民やハイキングに訪
れる人の健康推進を図れる公園となった。

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　平成30年12月から平成31年3月の期間で、花のみち・さくら橋
公園において児童向け遊具・健康遊具・ベンチの設置工事を
行ったほか、秋祭りやミニ運動会等の用具を購入した。同期
間、北中山公園では、健康遊具の設置工事を行い、雑木林の整
備に必要な機材や会合に使用するテーブル・ベンチの購入、そ
れらを保管するための倉庫の購入設置を行った。また健康体操
教室を開催し、3月末時点で計2回の開催があり、1回につき平均
10名の地域住民が参加した。

2,059,560

1,655,640

公園リノベーション事業
補助金

花のみち・さくら橋公園
施設整備工事

（１）

北中山公園施設整備工事（２）

15,069,000 14,346,976

事業費計

交付金実績額（事業費計×1/2）

　エイジフレンドリーシティの推進に関する庁内向けの研修会
を実施し、職員52名が参加した。また、社会参加が健康に良い
影響を与えるという統計的根拠を示しながら、市民に地域での
活動を促す市民向け講演会などを2回開催し、延べ222名の参加
があった。
　市民から公募したメンバーでエイジフレンドリーシティを推
進する取組を検討、実践する「宝塚市お互いさまのまちづくり
縁卓会議」を設置し、延べ20回開催した。「居場所づくり」
「健康・生きがい就労」「広報・情報」に分かれてモデル事業
に取り組んだ。
　「健康・生きがい就労」では、元気な高齢者と人員不足の介
護業務をマッチングさせ、本市の経済活動の循環の一助にもな
る「健康・生きがい就労トライアル」に取り組み、1法人3施設
で17名の就労者がトライアルに参加した。
　また、「居場所づくり」では、子育て世代を中心とした居場
所を立ち上げ、毎月開催するとともに、県営住宅の空き部屋等
を活用し、高齢者や子育て世代を支える環境づくりとしての活
用を検討し、現地視察を実施した。
　「広報・情報」では、地域活動の取材やFacebookページの立
ち上げ、運営、WEBサイト構築の検討に取り組んだ。

事業費計

宝塚市

【公園リノベーション事業】
　公園を新たな市民活動の場として活用
できるようリノベーションを施す。市民
が自ら計画し、実施する活動内容を公募
により募集し、市民活動の活性化やエイ
ジフレンドリー社会に寄与するかを審査
し選定する。市は選定された団体の希望
に応じて公園をリノベーションするほ
か、活動開始にあたる支援を行う。

2,500,000
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平成30年度　夢・未来 たからづか創生総合戦略　外部有識者意見【全体にかかる事項】

外部有識者意見 外部有識者の意見を受けての対応

○評価シートの記載内容について
・「今後の課題と改善策など」については、もう少し踏み込
んで記載すればより分かりやすいものとなる。
・取組内容について、質問すれば的確な答えは返ってくる
が、記載内容だけではその頑張りがしっかりと伝わってこな
いものがある。取り組んだことをしっかりアピールできるよ
うな評価シートの記述をお願いしたい。

昨年度、総合評価欄については記述する視点を明記していたものの、原
則自由記述としていたため、施策によって記述内容の具体性にバラつき
があった。今回からは総合評価欄を「具体的施策実現のために取り組ん
だこと」「効果があった取組など」「今後の課題と改善策など」の3項
目に分け、記述内容の視点を統一したうえで分かりやすい評価シートと
なるよう改善に努めた。今後もより具体的な課題や改善策を明記するほ
か、頑張り成果がしっかりとアピールできるような分かりやすい評価
シートとなるように努める。

○KPIの設定について
・目標値として高い方が良いのか低い方が良いか不明なもの
がある。
・KPIの実績が下がっている以上は高い評価をすることが難
しくなるため、実態に合わせて頑張っていることが適切に反
映、評価できる設定や手法を検討いただきたい。

ご指摘いただいた内容を踏まえ、次期総合戦略策定時には、それぞれの
施策に対するKPIの妥当性や適正性について十分検討のうえ、成果を的
確に計ることができるKPIの設定に努める。

○ターゲットについて
・生駒市の総合戦略では調査段階でターゲットを絞り込み、
明確にしたうえで具体的な施策を打ち出している。ターゲ
ティングにメリハリをつけることは重要である。総合計画は
総花的な内容となるが、総合戦略は必ずしも総合計画と同じ
にする必要はなく、むしろメリハリをつけ、特色を前面に押
し出すために尖ったものにした方が良い。

次期総合戦略は総合計画と一体的に策定する予定であるため、総合戦略
の施策として位置付けたものについては、ターゲットの設定について検
討するとともに、それに合わせたメリハリのある効果的な具体的施策の
内容を検討する。

○情報発信について
・一般の方々はマスメディアから情報を吸収することが多い
ため、いかにマスメディアに露出し、マスメディアの力を借
りて情報発信をできるかがポイントである。露出するために
は尖った施策を打ち出し、それをどのようにリリースしてい
くのかという広報戦略を考えて取り組む必要がある。
・動画での記録や発信が非常に効果的であることから、イベ
ントを実施した際には必ず動画で記録し、ホームページ等で
発信していただきたい。

マスメディアの目につくような特徴ある施策を立案するとともに、庁内
でも連携のうえ、マスメディアに取り上げてもらえるよう、適時的確な
情報発信や魅力ある施策のアピールに努めていく。また、動画での記
録、発信については、今後はYouTube、各種SNSや市ホームページ等での
発信に向けて取組、研究を進める。

○地方創生の推進に向けたプロモーションについて
・宝塚市にはシティプロモーション担当はあるが、兼務と
なっている。シティプロモーションの底上げを図るために
も、室や課ぐらいまで格上げするべきである。そうすれば、
プロモーションの観点から観光や産業、広報等のいろいろな
部署との連携が可能となり、宝塚市の魅力発信にも大きく繋
がる。

現在の組織形態としては、政策推進課がシティプロモーション担当を兼
務しているため、いただいたご意見や他市の組織形態等を参考にするな
ど、今後の体制について研究していく。今後も引き続きシティプロモー
ション戦略に則り、本市を好きな人や、定住人口・交流人口・関係人口
を増やすための方策について検討し、実行していく。

○地方創生推進交付金採択事業について
・事業の組み立てとしては半分以上が既存事業であり、せっ
かく各事業をパッケージングした良い機会であるので、既存
事業以上に効果が発揮できるよう全体的なシナリオを描き、
各事業で連携していくと良い。

採択を受けた地方創生推進交付金事業については、本市の課題を、観
光、文化、地域づくりの観点から整理し、取り組むべき個別事業を検討
したうえで事業立てを行った。今後、交付金申請を行う際には、交付金
制度の趣旨に則り、外部有識者会議でのご意見や、これまでの取組の効
果検証のほか、各細事業間での連携を検討のうえ、事業としての全体的
なシナリオをよりイメージできるような事業構成を心掛け、各事業で相
乗効果を生み出すような事業展開を検討する。

○今後の地方創生の取組について
・効果がある事業については交付金終了後も継続していただ
きたい。
・現在はどこの大学にも、学内外の情報やニーズを収集・分
析するためにIR（インスティテューショナル・リサーチ）推
進室が設置されている。自治体でもデータに基づく政策形成
を行うためには、データ分析ができる専門部署が必要であ
る。

交付金終了後は運営主体が自立して独自に実施していくことを本来の狙
いとしているが、事業の成果や効果検証等を行いながら、継続の必要性
について検討していく。
働き方改革が進む中、市民サービスの向上と業務効率化を図るうえで
は、本市が抱える様々な課題の解決にデータ分析が必要不可欠であるこ
とは認識していることから、平成30年度には庁内でRESAS活用研修を実
施した。専門部署の創設については検討が必要であるが、今後ともデー
タ分析の必要性について庁内で共有し、職員の意識醸成を図っていく。

資料６ 
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夢・未来　たからづか創生総合戦略　令和2年度における目標値（案）について

基本目標１　子どもと子育てにやさしい「まち」 基本目標

担当部 （案）
NO. 指標 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

子ども未来部 32,363人

（H27年6月）

子ども未来部 48.50%

（H26年度）

基本目標２　地域資源を生かした活力ある「まち」 基本目標

（案）
NO. 指標 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

産業文化部 8,572,816人

（H26年度）

産業文化部 市内民営事業者の従業員数 51,077人

（経済センサス
※
） （H24年）

基本目標３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」 基本目標

（案）
NO. 指標 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

健康福祉部 79.80%

（H26年度）

健康福祉部 -305人

（H26年度）

総合計画指標

1 年少人口の数 32,363人31,980人 31,629人 31,569人 32,363人 指標なし

2
市民アンケートの「宝塚市は子育て
がしやすい環境である」と思う市民
の割合

48.5％以上－ 52.2% － 49.70% －

31,202人

49.7%

総合計画指標

3 観光入込客数 9,173,000人8,550,571人 8,434,630人 8,601,788人 11,936,000人 9,300,000人

4 52,000人53,197 － 54,498 55,000人 指標なし

11,789,116人

－

総合計画指標

5
市民アンケートの「宝塚市内に住み
続けたい」と思う市民の割合

79.8％以上－ 81.3% 77.1%－

6 社会増減における転入超過数 プラスに転換130人 569人 643人 80人 プラスに転換 指標なし

79.8％以上 －
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基本目標１　子どもと子育てにやさしい「まち」 具体的施策

担当部

健康福祉部 施策1-(1)-①

（案） 総合計画指標

NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

・4か月児：97.4% ・4か月児：98.0% ・4か月児：97.5% ・4か月児：98.8% ・4か月児：98.4%

・10か月児：94.4% ・10か月児：96.4% ・10か月児：96.1% ・10か月児：97.2% ・10か月児：96.7%

・1歳6か月児：95.2% ・1歳6か月児：96.6% ・1歳6か月児：97.6% ・1歳6か月児：98.0% ・1歳6か月児：97.3%

・3歳児：94.7% ・3歳児：93.1% ・3歳児：94.3% ・3歳児：94.3% ・3歳児：94.9%

(H26年度)

7,199人

(H26年度)

主な事業

＊乳幼児等・こども医療費助成事業

＊母子保健健康診査事業

＊母子保健相談指導事業

＊母子保健訪問指導事業

＊救急医療対策事業

＊児童虐待防止施策推進事業

＊産後・育児支援ヘルパー派遣事業

＊子育て家庭ショートステイ事業

＊在宅児支援事業

＊あそびっこ広場運営事業

＊障害児相談支援事業

子ども未来部 施策1-(1)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

200,736人

（H26年度）

主な事業

＊児童館運営事業

＊子ども家庭支援センター事業

＊家庭教育推進事業

＊ファミリーサポートセンター事業

＊子どもの人権擁護事業

＊子ども議会・子ども委員会事業

子ども未来部 施策1-(2)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

7人

（H27年度）

116人

（H27年度）

主な事業

＊市立保育所保育実施事業

＊私立保育所保育実施事業

＊認定こども園施設整備事業

＊小規模保育事業所誘致整備事業

＊地域児童育成会事業

＊民間放課後児童クラブ運営支援事業

総務部 施策1-(2)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

8.30%

（H26年度）

100%

（H26年度）

主な事業

＊男女共同参画センター管理運営事業

＊男女共同参画施策推進事業

＊労働行政事業

総務部 施策1-(2)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

2回

（H26年度）

100%

（H26年度）

主な事業

＊男女共同参画センター管理運営事業

＊男女共同参画施策推進事業

＊労働行政事業

＊就労支援事業

100% 指標なし

＊男女共同参画プラン推進フォーラム、広報たからづかへの啓発
記事の掲載

＊男女共同参画センターにおける講演会、セミナーの開催

主な内容

5回 指標なし8
事業所に対する出前講座の実施回数
（年間）

1回 1回 1回 5回

100%

＊男女共同参画プラン推進フォーラム、広報たからづかへの啓発
記事の掲載

＊男女共同参画センターにおける講演会、セミナーの開催

主な内容

72.6%9 セミナー等の定員充足率 80.8% 70.1%

7 講演会等の定員充足率 76.7% 50.0% 83.7% 100% 指標なし

40% 指標なし6
市民アンケートの「育児において男
女の不平等を感じない」と思う市民
の割合

－ － － 40%

100%

0人5
放課後児童健全育成事業の待機児童
数

116人 12人 53人 0人0人

＊放課後児童クラブ
※
の充実

＊多様な保育サービスの充実

主な内容

34人 128人 0人4 認可保育所待機児童数

194,400人 199,587人 190,854人 210,000人 210,000人

0人0人

2
阪神北広域子ども急病センターの診
療利用者数

7,141人 6,425人 7,049人 7,199人

1 乳幼児健診の受診率 各100％ 各100％各100％

7,199人

3
児童館延べ利用者数（出前児童館含
む）

指標なし

210,000人

6,394人

182,083人

116人

58人

－

84.3%

1回

75.6%

妊娠・出産・子育てにおける切れ目な
い支援体制の強化

子育てしやすい環境の整備

子育てと仕事の両立支援に向けた環境
整備

ワーク・ライフ・バランス※の推進

女性の労働環境の整備と支援

主な内容

＊障碍(がい)や発達に遅れのある子どもと家庭への支援の充実

＊ひとり親家庭等への支援の充実

＊児童虐待防止施策の充実

＊阪神北広域子ども急病センターにおける夜間・休日小児科診療
と電話相談の実施

＊母子健康づくりの支援

＊乳幼児等・こども医療費助成制度の充実

＊子ども参加型のまちづくりの推進

＊子どもの権利全体にかかる救済・立ち直りのための支援の充実

＊三層構造
※
による子育て支援システムの強化

＊赤ちゃんの駅の充実

＊道路の段差解消、幅員確保等の推進

＊公共施設、公共交通機関のバリアフリー化の推進

主な内容

7人
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教育委員会
管理部

施策1-(3)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

開設年度実績の

50％増

70%

（H27年度調査の目標）

主な事業

＊幼稚園施設整備事業

＊幼稚園運営事業

＊保幼小中連携教育推進事業

＊ICT活用推進委託事業

＊スクールネット活用事業

＊パワーアップ支援室運営事業

＊学校図書館教育推進事業

教育委員会
管理部

施策1-(3)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

9%

（H26年度）

週3回

（H26年度）

主な事業

＊学校給食事業

＊米飯自校炊飯実施事業

＊地産地消推進事業

＊「宝塚市のおいしい学校給食」Ｐ
Ｒ事業

教育委員会
学校教育部

施策1-(3)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

2.85%

（H26年度）

主な事業

＊教育相談事業

＊子ども支援事業

＊いじめ防止対策推進事業

＊特別支援教育推進事業

教育委員会
学校教育部

施策1-(3)-④

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

5,757回

（H26年度）

主な事業

＊TAKARAっ子いきいきスクール推進
事業

＊学校支援地域本部事業

＊学力向上推進事業

＊青少年相談事業

＊放課後子ども教室推進事業

＊トライやる・ウィーク推進事業

主な内容

＊特別支援教育の充実のための人的支援及び施設整備（介助員、
看護師、作業療法士、言語療法士）

＊いじめ防止に係る活動の推進

学校支援ボランティア活動回数 5,834回 6,280回 6,370回 6,000回

＊地域に学ぶキャリア教育の推進

＊学校・地域・家庭をつなぐことによる子どもの健全育成の推進

（スクールソーシャルワーカー
※
）

（「みんなの先生」、たからづか学校応援団、たからづか寺子
屋、放課後子ども教室）

＊地域の教育力を生かした学校・地域・家庭が一体となった教育
活動の推進

主な内容

2.00%3.21% 3.85% 2.00%

＊料理検索サイト「クックパッド」を活用した学校給食のPR

＊各校に炊飯設備やその他の多様な調理設備の整備

＊地産地消や米飯給食の推進

主な内容

指標なし

14
不登校生徒の割合（宝塚市内中学校
生徒総数に対する不登校生徒数）

6,000回 6,000回15

2.00%

80%

10
幼児教育センターでの研修における
私立保育所・幼稚園からの参加者数

H29年度開設予定

13 米飯給食回数 3回 3回 3回 週5回

16.1% 26.5% 33.8% 35% 指標なし

週5回

121人 50%増 指標なし

12 地産地消の割合（品目数）

指標なし

39%

＊教員のICT機器活用スキル向上

＊小中学校におけるICTを活用したわかりやすい授業の実施

＊園舎・園庭の環境整備

主な内容

11
授業が楽しく、よくわかるように
なった児童生徒の割合

77.5% 77.8% 81.9% 80%

－ － 125人

83.5%

32.8%

3回

4.31%

6,944回

魅力ある学校園づくりのための教育環
境の充実

地域の力を生かした学校支援

子どもの健やかな成長のためのきめ細
かな教育の充実

安全安心な魅力ある学校給食を通じた
食育の推進

＊学校図書館司書の配置による学校図書館の活性化及び言語環境
の充実

＊教員の授業力向上

＊子どもの居場所づくりの充実のための人的支援及び施設整備（適応教

室「Palたからづか」※、中学校別室指導室の整備及び子ども支援サ

ポーター※、支援ボランティア、幼稚園巡回カウンセリング、学校園訪
問相談の充実）

＊教育相談活動の充実

3.01%
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基本目標２　地域資源を生かした活力ある「まち」 具体的施策

産業文化部 施策2-(1)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

8,572,816人

（H26年度）

主な事業

＊観光振興・宣伝事業

＊宝塚魅力体験事業

＊温泉施設等管理事業

＊観光施設維持管理事業

＊宝塚花火大会事業

＊手塚治虫記念館管理運営事業

産業文化部 施策2-(1)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

13,591人

（H26年度）

主な事業

＊観光振興・宣伝事業

＊海外誘客事業

産業文化部 施策2-(2)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

20.50%

（H26年度）

主な事業

＊商工振興事業

＊宝塚ブランド発信事業

産業文化部 施策2-(2)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

21人

（H26年度）

1人

（H26年度）

都市安全部 52.50%

（H26年度）

主な事業

＊ほ場整備事業

＊自然休養村運営事業

＊農業振興事業

産業文化部 施策2-(2)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

60,438人

（H26年度）

490人

（H26年度）

2,313人

（H26年度）

主な事業

＊商工振興事業

＊農業振興事業

＊市民農園事業

＊園芸振興事業

＊長谷牡丹園管理運営事業

＊農業振興施設管理事業

＊農業・園芸体験交流促進事業

＊西谷交流事業

＊ダリアで彩る花のまちづくり事業

6,000人

580人

5,300人 指標なし

600人

24 ダリア園入園者数 4,768人 5,264人 2,814人

＊特産品や加工品の開発に向けた取組や販路拡大、設備投資への
支援

＊市民農園や収穫体験など参加型・体験型農業の推進

＊園芸関連施設や農業振興施設等の充実と各施設の連携強化、魅
力向上

19 認定農業者数 20人 19人

20 新規就農者数

23 市民農園利用者数 514人 523人 539人 600人

62,243人 56,226人 50,302人 65,000人

25人

65,000人22 農業振興施設の来場者

92.3%21 玉瀬地区ほ場整備の進捗率 80.5% 85.9% H30年度完了 100%

64,000人

主な内容

＊地元農産物の学校給食への供給や地元での販路拡大支援、収穫
体験ツアーなど地産地消の拡大

＊農業の担い手や新規就農者への支援

主な内容

＊空き店舗対策など商店街の魅力向上に向けた取組実施

＊宝塚ブランド「モノ・コト・バ宝塚」※の資源の発掘や情報発信の強化

3人 2人2人 4人 1人

9人 25人 25人

各年度2人

H30年度完了

18
市内の主な市場、商業施設における
空き店舗割合

16,100人 16,100人

11,936,000人 9,300,000人

17 外国人観光客 18,291人 15,867人 17,493人 15,500人

17.50%

主な内容

＊観光情報を入手できるアプリの整備

＊公衆無線LAN
※
の整備

＊ボランティアガイドの育成

＊多言語対応の観光案内の充実

＊情報発信力の強化

19.0% 20.5% 20.0% 17.50% 17.60%

16 観光入込客数 8,550,571人 8,434,630人 8,601,788人 9,173,000人

＊手塚治虫記念館の整備

＊まちかど観光情報ステーションの増設

＊ホームページの見直し

＊新たな観光コース、イベントの設定

＊地域資源の掘り起し、磨き上げ

主な内容

11,789,116人

16,265人

21.2%

15人

1人

100%

47,202人

544人

5,059人

身近に農業や花きの魅力に触れる機会
の提供

農産物の生産量増加と地産地消の推進

地域資源を生かしたブランドの強化や
商店街の活性化

外国人観光客誘客のための環境整備

宝塚の魅力を生かした誘客事業の展開

＊ダリア、牡丹などの花きの普及促進

＊新名神高速道路SAにおける農作物、加工品の販売及びスマート
IC利用促進

主な内容

62
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産業文化部 施策2-(2)-④

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

19人

（H26年度）

主な事業

＊新事業創出総合支援事業

＊企業活動支援事業

＊中小企業振興資金融資斡旋事業

＊商工振興事業

産業文化部 施策2-(2)-⑤

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

1,200件

（H26年度）

健康福祉部 28人

（H26年度）

主な事業

＊労働行政事業

＊就労支援事業

＊ワークサポート宝塚運営事業

＊障害者就労支援事業

産業文化部 施策2-(3)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

71%

（H26年度）

主な事業

＊文化振興事業

＊文化施設管理運営事業

＊小浜工房館管理運営事業

＊宝塚文化創造館（宝塚音楽学校旧
校舎）管理運営事業

＊国際交流事業

＊国際・文化センター管理運営事業

＊宝塚ガーデンフィールズ跡地利活
用検討事業

教育委員会
社会教育部

施策2-(3)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

9回

（H26年度）

主な事業

＊文化財保護事業

＊市史編集事業

＊歴史民俗資料館管理事業

＊桜ｶﾞ丘資料室維持管理事業

教育委員会
社会教育部

施策2-(3)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

5,347人

（H26年度）

主な事業

＊社会体育振興事業

＊地域スポーツ稼働支援事業

5,193人 7,000人 7,000人30 スポーツクラブ21の会員数 5,674人 5,560人

11回 10回 10回 12回 指標なし

6,680人5,190人

＊「スポーツクラブ21」に関する活動促進

28 文化施設の利用率

94人27
障害者就業・生活支援センターの支
援による就職人数

58人 87人 34人 34人

73%

29
本市の郷土資料や文化財にかかる資
料展示開催回数（企画展）

70% 72% 74% 74% 74%

12回

＊市民主体の都市間交流、国際交流の促進

＊文化芸術に関する情報発信

＊文化芸術の拠点整備

主な内容

1,360件 1,360件26 ワークサポート宝塚の就職件数 1,075件 1,128件 1,011件 1,330件

33人

25
起業相談・指導を受けた人のうち起
業した事業者数

26人 18人 24人 30人 25人24人7人

887件

76人

77%

13回

文化財や歴史資料の公開や情報の発信

文化芸術活動等の振興

働く意欲を持つすべての人に対する就
労支援

起業家や事業者への支援強化

市民スポーツの活性化

主な内容

＊ソーシャルビジネスや高齢者の生きがいビジネスなどの立ち上
げ支援

＊起業や事業拡張への支援制度の充実や情報提供

主な内容

＊発達障碍(がい)のある人やへの特性に応じた就労支援の推進

＊障碍(がい)のある人や生活支援者に対する就労・定着支援の推
進

＊国、県及び関連機関と連携した女性、若者、高齢者などの相談
事業の拡充や就労支援

＊ICTの活用による情報発信

＊郷土資料や文化財の積極的な公開

主な内容

主な内容

＊新たなスポーツイベントの実施
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基本目標３　健康で安心して暮らせる、住みやすい「まち」 具体的施策

都市安全部 施策3-(1)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

77.0%

（H26年度）

64.0%

（H26年度）

20.0%

（H26年度）

14.3%

（H26年度）

1橋

（H26年度）

主な事業

＊都市計画道路・幹線市道連携計画
策定事業

＊バス交通対策事業

＊地域公共交通導入支援事業

＊ノンステップバス購入助成事業

＊駅舎バリアフリー化事業

＊生活道路整備事業

＊道路交通安全施設整備事業

＊道路バリアフリー化整備事業

＊都市計画道路等整備事業

＊一般市道新設改良事業

＊道路維持事業

＊橋りょう長寿命化事業

都市安全部 施策3-(1)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

10箇所

（H26年度）

3.9㎡/人

（H26年度）

主な事業

＊公園整備事業

＊きずきの森整備事業

＊宝塚ガーデンフィールズ跡地利活
用検討事業

＊花屋敷グラウンド周辺整備事業

＊ＮＴＮ株式会社宝塚製作所跡地利
活用検討事業

都市整備部 施策3-(1)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

350件

（H26年度）

0件

（H26年度）

0件

（H26年度）

都市安全部 1,758件

（H26年度）

19件

（H26年度）

主な事業

＊（仮称）安全・安心カメラ整備事業

＊空き家（廃屋）対策事業

健康福祉部 施策3-(2)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

38.50%

（H26年度）

54.00%

（H26年度）

主な事業

＊がん等検診事業

＊後期高齢者健診事業

＊健康教育・健康相談事業

＊介護予防普及啓発事業

＊保健事業（国民健康保険）

＊特定健康診査等事業（国民健康保
険）

－ 54.0％以上52.5%44
市民アンケートの「意識的に健康づ
くりに取り組んでいる」市民の割合

－ 57.5%

38.0% 60% 60%43 国民健康保険特定健康診査受診率 38.7% 38.0% 60%38.1%

54.0%以上 －

1件 8件

1,670件 1,670件

42 空き家対策件数 4件 4件

H30で事業終了

41 犯罪発生件数 1,748件 1,664件 1,370件

指標なし

1,670件

9件

38 長期優良住宅（認定件数）

指標なし

40
空き家利活用実績（北部地域を含
む）

0 0 3件 13件 指標なし

39
親との近居・同居等のための住宅購
入支援件数

0 23件 35件

350件

100件
H30で事業終了

13件

36 遊具の更新箇所数 35箇所

5.1㎡/人

指標なし418件 452件 406件 350件

37 市民一人当たりの公園面積 5.1㎡/人 5.1㎡/人 5.1㎡/人 5.1㎡/人

14箇所 20箇所 24箇所 40箇所 指標なし

5.0㎡/人

35
長寿命化計画に基づく橋りょうの修
繕箇所数

16橋 22橋 31橋 68橋 68橋

15.3%以上 指標なし34
市民アンケートの「安全・都市基盤
（道路・交通）」に関する現在の満
足度

－ － － 14.3%以上

61橋

64.9% 64.9%64.4%

31 都市計画道路整備率 79.2% 80.1% 82.0%

64.9%

50.0%22.5% 50.0% 50.0%33 歩道改良バリアフリーの延長整備率 21.0% 22.0%

32 道路改良率（規格改良済） 64.1% 64.3% 64.4%

80.7% 82.1% 82.1%81.1%

22.5%

15.3%

37橋

31箇所

5.1㎡/人

336件

26件

3件

1,191件

1件

すべての人にやさしい、安全で快適な
道路等環境の整備

魅力ある空間の整備

良好な住環境の整備

地域の健康づくりの推進

主な内容

＊駅舎・バス車両のバリアフリー化

＊バス路線等公共交通の拡充

＊通学路の安全対策の推進

＊歩道のバリアフリー化

＊計画道路・生活道路等の整備

＊市役所周辺における市民の憩いと交流の空間整備

＊宝塚ガーデンフィールズ跡地における文化芸術の拠点及び庭園
の整備

＊地域の意見を取り入れた公園整備

主な内容

主な内容

＊防犯カメラの設置

＊空き家（廃屋）解消

＊各種住宅支援体制の確立

の情報提供

＊住宅改修やリノベーションに関する助成制度

＊親との近居・同居のための住宅購入支援

＊若年世帯への住宅購入支援

＊長期優良住宅の認定

＊介護予防活動の支援

＊地域の健康づくり活動の支援

＊保健事業の充実

＊特定健診やがん検診の受診促進

主な内容

6
4 
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健康福祉部 施策3-(2)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

79.80%

（H26年度）

主な事業

施策3-(2)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

消防本部 100%

（H26年度）

消防本部 なし

（H26年度）

消防本部 10店舗

（H26年度）

上下水道局 79%

（H26年度）

都市安全部 500ｍ

（H26年度）

主な事業

＊危機管理施設事業

＊防災情報伝達事業

＊24hまちかどAEDステーション事業

＊消防救急事業

＊消防サポート隊発隊事業

＊公共下水道（雨水）整備事業

＊普通河川治水事業

市民交流部 施策3-(2)-④

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

9団体

（H27年度）

主な事業

＊コミュニティ活動支援事業

＊自治会活動支援事業

＊市民活動促進支援事業

都市整備部 施策3-(3)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

30.30%

（H26年度）

主な事業

＊都市景観保全・創出事業

＊屋外広告物事務推進事業

環境部 施策3-(3)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

3,200箇所

（H26年度）

667,000t-Co2

（H2年度）

自給率1.2% 2.4% 2.8% 3.4% － 自給率8.9% 自給率8.9%

活用率10.4% 12.0% 13.8% 13.1% － 活用率20.9% 活用率20.9%

（H26年度）

主な事業

＊環境推進事業

＊二酸化炭素排出抑制対策事業

＊再生可能エネルギー導入推進事業

＊再生可能エネルギー基金活用事業

522,957t-Co2 523千トン

9団体

55
再生可能エネルギー自給率及び活用
率の増加促進

指標なし

54
温室効果ガス排出量削減（1990年度
比で2020年度に22％削減）

793,000t-Co2 746,000t-Co2 741,000t-Co2 525,152t-Co2

53
太陽光発電システム設置件数（累
計）

3,500箇所 3,799箇所

34.0%以上 指標なし52
市民アンケートの「都市景観」に関
する現在の満足度

＊浸水区域における雨水排水施設の整備

＊市民による消防支援体制の確立

928m 指標なし50 護岸改修延長 587ｍ 717ｍ 778ｍ

豊かな地域社会づくりに向けた地域自
治の確立

－ － －

4,091箇所 5,780箇所 5,780箇所

30.3%以上

5,264箇所

34.0%

4,254箇所

100% 100%

750ｍ828ｍ

20団体 20団体

82%

100%92.0%

51 議決機関のあるまちづくり協議会数 9団体 9団体 20団体9団体

主な内容

＊緊急度に応じた護岸改修の推進

消防サポート隊の発隊 － 創設

52店舗

82%

55店舗

81.4%

56店舗 指標なし50店舗

－ H28年度創設済創設－ 指標なし

49 雨水施設整備延長比率 79.2% 79.3%

48
市内全24時間コンビニエンスストア
（現在52店舗）にAEDを設置

30店舗 40店舗

79.6% 83%

79.8％以上77.1%

＊エイジフレンドリーシティ推進事
業(仮称)

46 自主防災組織活動率 85.2% 86.0% 97.0%

79.8％以上

災害に強いまちづくりの推進

47

－45
市民アンケートの「宝塚市内に住み
続けたい」と思う市民の割合

－ 81.3% －

689,000t-Co2

エイジフレンドリーシティ※の推進

良好な都市景観の整備と保全

主な内容

＊高齢者にやさしいまちづくりの推進

省エネルギーの推進や再生可能エネル
ギーの導入

＊24時間コンビニエンスストアへのAED（自動体外式除細動器）
設置促進及び市民救護体制の充実

＊被害や影響を最小限に抑えるための危機管理施設と情報伝達施
設の整備

主な内容

＊中間支援団体、事業者、事業者団体などとの連携による市民活
動の支援及び育成

＊地域の様々な主体がまちづくりについて協議する仕組みの構築

＊まちづくり協議会と自治会の連携の促進

＊違反広告物の簡易除却及び是正指導の推進

＊景観法に基づく景観重要建造物の指定

＊景観計画特定地区の導入の推進

主な内容

主な内容

＊水道施設における太陽光発電や小水力発電などの活用

＊公共施設の省エネ化（BEMS
※
や省エネ機器の導入）

6
5 
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環境部 施策3-(3)-③

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

55.20%

（H26年度）

6.90%

（H26年度）

主な事業

＊環境推進事業

＊生物多様性戦略推進事業

環境部 施策3-(3)-④

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

55,052t

（H26年度）

主な事業

＊ごみ減量化・資源化推進事業

＊新ごみ処理施設整備調査研究事業

都市整備部 施策3-(4)-①

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

1,132世帯

（H26年度）

0件

（H26年度）

主な事業

都市安全部 施策3-(4)-②

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

14.30%

（H26年度）

1,010ｍ

（H26年度）

主な事業

＊北部地域内バス路線補助事業

＊一般市道新設改良事業（北部地域）

施策3-(4)-③

施策3-(4)-④

教育委員会
社会教育部

施策3-(4)-⑤

（案） 総合計画指標
NO. ＫＰＩ 基準値 H27 H28 H29 H30 目標値（H31年度） 目標値（R2年度） 目標値（H32年度）

1,253人

（H26年度）

主な事業

＊宝塚自然の家利活用推進事業

＊宝塚自然の家管理運営事業

343人 1,946人 2,500人 指標なし

＊北部地域まちづくり基本計画策定
事業

－ 15.3%以上61
市民アンケートの「安全・都市基盤
（道路・交通）」に関する現在の満
足度

－

62 改良計画区間(3,510m)の整備延長 1,010ｍ 1,230ｍ 1,707ｍ 2,527ｍ

－

63
自然体験活動事業の参加者（自然の
家主催事業参加者数）

1,412人

指標なし

指標なし

59 北部地域の世帯数 1,120世帯 1,104世帯

3件 指標なし

1,107世帯 1,132世帯 指標なし

60 北部地域における空き家利活用実績 0件 0件 3件

57
市民アンケートの「自然環境保全の
活動に参加している」市民の割合

－ 7.8% －

58 ごみ焼却処理量 54,982t 54,619t 54,732t

30.3%以上 －

50,611t 50,611t

6.9%以上

51,219t

56
市民アンケートの「豊かな自然環境
が保全されている」と思う市民の割
合

－ － 56.5%以上 －55.2%以上

1,132世帯

3件

14.3%以上

2,310ｍ

2,500人

56.5%

30.3%

55,182t
（暫定値）

1,101世帯

3件

15.3%以上

2,094ｍ

2,410人

環境保全への啓発と支援

ごみの発生抑制・再使用・再生利用(３
Ｒ）の推進

市街化調整区域における都市計画制度
の弾力的運用と空き家活用

北部地域における拠点機能の見直しと
公共交通網の再編

自然体験活動等の学習機会の提供

農産物の生産量増加と地産地消の推進
（施策2-(2)-②再掲）

主な内容

＊ごみの発生抑制・再使用・再利用の推進

主な内容

＊市街化調整区域における都市計画制度の弾力的運用の推進

＊空き家の活用

主な内容

＊公共交通ネットワークの再編

＊交通結節点機能の向上

・効率的なサービスの展開

＊公共的活動の拠点施設の見直しと効果的

＊宝塚自然の家での自然体験、環境学習の推進

＊宝塚自然の家の整備

主な内容

＊環境活動に取り組む人・団体との情報交換や交流・連携の場の
提供

＊環境団体との協働により、環境活動の実践にむけた環境学習・
教育活動の推進

主な内容

60.9%

身近に農業や花きの魅力に触れる機会
の提供（施策2-(2)-③再掲）

6
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市民アンケート実施年度　⇒　H25、H28、H30　※次回はR3の予定
※R2は市民アンケートを実施する予定がないため、実質的にはH30の結果が最終となる。

H30市民アンケートの結果によって

① 右肩上がり 【R2目標値の考え方】

・H30の数値とする

（基準値（H26）=H31目標値）

② 右肩下がり 【R2目標値の考え方】

・H31目標値のままとする
※H31目標値より下げることは好ましくないため

（基準値（H26）=H31目標値）

③ 山型 【R2目標値の考え方】

A：H30の数値とする
B：H31目標値のままとする

A ※H31目標値より下げることは好ましくないため

（基準値（H26）=H31目標値） B

④ 谷型 A 【R2目標値の考え方】

A：H30の数値とする
B B：H31目標値のままとする

※H31目標値より下げることは好ましくないため

（基準値（H26）=H31目標値）

※基準値（H26）とH31目標値が一致しないものについては、個別に設定しています。

H28 H30

R2

R2

R2

R2

H28 H30

H28 H30

H28 H30基準値（H26）

基準値（H26）

基準値（H26）

基準値（H26）

市民アンケートに係る令和2年度の目標値の考え方について

資料７－２ 
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現総合戦略の計画期間の1年間延長

（参考）

総合計画

総合戦略

総合戦略に
係る業務

次期総合戦略と第6次総合計画の一体的作成（イメージ図）

第６次総合計画 次期総合戦略

第5次総合計画
（2011年度～2020年度）

第6次総合計画
（2021年度～2030年度　※予定）

現総合戦略
（2015年度～2019年度）

1年間延長
（2020年度）

次期総合戦略
（2021年度～2030年度　※予定）

期間延長に向けた指標の
目標値の見直し等及び次
期総合戦略の検討

次期総合戦略の検討及び
策定

基本的方向

１０年 １０年

基本目標
重点目標

取組

施策・施策展開の方針 具体的施策

↓

↓↓

総
合
戦
略
分
冊 

 

資料８ 

令和元年度 

（2019年度） 
令和2年度 

（2020年度） 

令和3年度～ 

（2021年度） 

整合 

整合 
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次期総合戦略の策定スケジュールについて

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

総合戦略の
評価等

・総合戦略については、令和元年度は、2回程度の開催、令和2年度は、5～6回程度の開催を予定しています。

・総合計画審議会については、令和元年度に10回程度開催、令和2年度に5回程度の開催を予定しています。

総合戦略懇話会　10名以内
（戦略評価）

【目標値の延長の検討】

7月頃に2回程度開催

総合戦略懇話会　10名以内
（戦略評価）

7月頃に2回程度開催

総合計画、総合戦略
の策定

総計審25名　【総計策定】
（基本構想の策定）

7回程度開催

総合戦略懇話会
10名以内
【戦略策定】

総計からの施策抽出、
具体的施策決定

8月以降3～4回開催

総計審25名
【総計策定】

基本目標・基本的方向
（基本計画の策定）

8回程度開催（うち令和元年度は3回程度）

区分
令和元年度（2019年度） 令和2年度（2020年度）

 

参
考
１
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地方創生推進交付金 
（1）内 容 本格的な事業展開の段階を迎えた地方創生について、更なる深化を図るため制度化され

た交付金（ソフト事業中心）であり、3～5年の期間、自治体の自主的・主体的な取組で、
先導的なものを支援。 

（2）補助率 1/2 
（3）交付決定額 
  ①地域資源を生かした活力あるまち～宝塚ならではの過ごし方、楽しみ方の提案～ 

    （事業期間：平成 28 年度～平成 30 年度） 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

1,987 千円 

（事業費ベース 3,974 千円） 

30,195 千円 

(事業費ベース 60,390 千円） 

28,387 千円 

(事業費ベース 56,775 千円) 

   ※平成 30 年度で事業期間終了 
 
   ②エイジフレンドリーシティの創造～市民の参画・交流・活躍による豊かな地域づくり～ 

（事業期間：平成 29 年度～平成 31 年度） 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

15,827 千円 

（事業費ベース 31,654 千円） 

15,069 千円 

(事業費ベース 30,138 千円) 

13,786 千円 

(事業費ベース 27,573 千円) 

 

    ③文化芸術を核とした戦略的なプロモーションによる移住・定住・交流促進～ときめく日々がたか

らもの。宝塚～ 

（事業期間：平成 29 年度～平成 31 年度） 

 

   ④まちに新たなときめきを！ときめく宝塚創出事業～起業家支援と産業振興プロジェクト～ 

（事業期間：平成 31 年度（令和元年度）～令和 3年度） 

 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

17,920 千円 

（事業費ベース 35,841 千円） 

9,020 千円 

(事業費ベース 18,040 千円) 

7,951 千円 

(事業費ベース 15,902 千円) 

平成 31 年度（令和元年度） 令和 2年度 令和 3年度 

4,157 千円 

（事業費ベース 8,314 千円） 

  

 

 

 

参考２ 
【地方創生推進交付金の概要】 
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